
 

 

国立研究開発法人国立環境研究所 

平成３０年度業務実績年度評価書 
 

 

 

 

 

令和元年８月３０日 

環   境   省 



目     次 
 
１ 評価の概要・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  １ 
 
２ 総合評定・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ２ 
 
３ 項目別評定総括表・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ５ 
 
４ 項目別評定調書 

第３ 研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項 
１．環境研究に関する業務 
（１）重点的に取り組むべき課題への統合的な研究の推進 

①課題解決型研究プログラム・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ６ 
②災害環境研究プログラム・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２４ 

（２）環境の保全に関する科学的知見の創出等の推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ４１ 
（３）国内外機関とのネットワーク・橋渡しの拠点としてのハブ機能強化・・・・・・・・・・・・・・・・・ ６９ 
（４）研究成果の積極的な発信と政策貢献・社会貢献の推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ８３ 
２．環境情報の収集、整理及び提供に関する業務・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ９９ 
３．気候変動適応に関する業務・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１０７ 

 
第４ 業務運営の効率化に関する事項 
１．業務改善の取組に関する事項・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１１９ 
２．業務の電子化に関する事項・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１３１ 

 
第５ 財務内容の改善に関する事項・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１３６ 

 
第６ その他の業務運営に関する重要事項 
１．内部統制の推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１４４ 
２．人事の最適化・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１５２ 
３．情報セキュリティ対策の推進・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１６２ 
４．施設・設備の整備及び管理運用・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１６８ 
５．安全衛生管理の充実・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１７２ 
６．業務における環境配慮等・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・１７６ 



 
１．評価対象に関する事項 

法人名 国立研究開発法人国立環境研究所 

評価対象事業年度 年度評価 平成３０年度（第４期） 

中長期目標期間 平成２８年度～令和２年度 

 
２．評価の実施者に関する事項 
主務大臣 環境大臣 
 法人所管部局 環境省大臣官房 担当課・室責任者 総合政策課環境研究技術室 室長 関根 達郎 
 評価点検部局 環境省大臣官房 担当課責任者 総合政策課企画評価・政策プロモーション室 室長 内藤 冬美 

 
３．評価の実施に関する事項 
○令和元年８月１日（木） 
 第１２回環境省国立研究開発法人審議会を開催。 

当会合において、国立環境研究所理事長及び理事等より、平成３０年度業務実績に係る期間業務実績並びに自己評価について報告後、環境省評価書（素案）につ

いて審議。 
○令和元年８月２２日（木） 
 第１３回環境省国立研究開発法人審議会を開催。 
第１２回審議会での委員の意見等を踏まえ、作成した環境省評価書（案）について更に審議。 

○令和元年８月３０日（金） 
 第１３回審議会での審議及び省内協議を経て、評価書を決定。 
 

 
４．その他評価に関する重要事項 
平成３０年１２月の気候変動適応法（平成３０年法律第５０号）の施行に伴い、新たに法定業務として気候変動適応情報の収集・整理・分析・提供及び地方公共団

体等への技術的助言等の業務を担うこととなったことを受け、第４期中長期目標及び中長期計画を改定し、「気候変動適応に関する業務」を追加。 
 

１ 評価の概要 
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１．全体の評定 

評定 （Ｓ、Ａ、Ｂ、Ｃ、Ｄ） 
Ａ 

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 

Ａ Ａ Ａ   

評定に至った理由 項目別評定において「第４ 業務運営の効率化に関する事項」、「第５ 財務内容その他の改善に関する事項」及び「第６ そ

の他の業務運営に関する重要事項」がいずれもＡまたはＢ評定であり、重要度を高く設定している「第３ 研究成果の最大化そ

の他業務の質の向上に関する事項」の全ての項目がＡ評定であることを総合的に勘案し、また、全体の評定を引き下げる事象も

ないことから、全体の評定をＡとした。 

２．法人全体に対する評価 
国立環境研究所は、国立公害研究所として、昭和４９年に設立されて以来、我が国の環境科学の中核的研究機関として、地球温暖化、循環型社会、環境リスク、

自然共生、東日本大震災に対応した災害環境研究など、幅広い研究を推進している。 

 

 環境研究の柱となる課題解決型研究プログラムや災害環境研究プログラムにおいては、研究開発成果の最大化に向け、適切な研究体制のもと中長期目標の達成に

向け顕著な成果の創出や環境政策への貢献等が認められるとともに、有識者による外部研究評価においても高い評価を得ていることを評価する。 

また、平成３０年度は、平成３０年１２月の気候変動適応法の施行に伴い「気候変動適応に関する業務」が追加となったところだが、新たに気候変動適応センタ

ーを設立して実施体制を構築し、気候変動適応情報プラットフォーム（A-PLAT）による適応情報の収集・提供等や気候変動適応広域協議会への参画等による地方公

共団体等への技術的援助等の法定業務を適切に実施されていることを評価する。 

 

 なお、今日の環境問題は、気候変動、資源循環、さらには原子力災害による汚染など、多様で複雑なものとなっている。そのため、昨今の環境分野に係る研究の

重要性はますます大きくなっており、国立環境研究所に対する国内外の期待も一層大きくなっている。環境政策の決定に際し有効な科学的知見を創出・提供し、政

策の具体化・実施の場面においても科学的側面から強力なリーダーシップを発揮することが期待されており、引き続き積極的かつ先導的な方策を展開されたい。 

 

 平成３０年度は、前年度に引き続いて第４期中長期目標・計画（平成２８年度～令和２年度）に基づき、研究活動全般において研究開発成果の最大化に向け、顕

著な成果をあげている。また、法人業務の運営という観点においても、他の公的研究機関における業務運営も参考にしつつ、研究開発成果の最大化に向けた改善が

図られており、着実な業務運営が行われていることを評価する。 

 以上のことから、国立研究開発法人の目的・業務、中長期目標等に照らし、法人の活動による成果、取組等について社会情勢を踏まえて総合的に勘案した結果、

「研究開発成果の最大化」に向けて顕著な成果の創出や将来的な成果の創出の期待等が認められ、着実な業務運営がなされていると判断し、平成３０年度の国立研

究開発法人国立環境研究所の年度評価については、総合評定をＡとする。 

 

２ 総合評定 
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３．項目別評価の主な課題、改善事項等 

○環境研究に関する業務（第３．１） 【Ａ】 
 課題解決型研究プログラム、災害環境研究プログラム、環境の保全に関する科学的知見の創出等の推進、国内外機関とのネットワーク・橋渡しの拠点としての

ハブ機能の強化、研究成果の積極的な発信と政策貢献・社会貢献の推進、のいずれについても、研究開発成果の最大化に向け、適切な研究体制のもと中長期目標

の達成に向け顕著な成果の創出が認められ、将来的な成果の創出が十分期待できる。 
 また、福島支部や琵琶湖分室といった新たに開設された研究拠点において、地域の地方公共団体や研究機関、民間企業等とも連携しつつ具体の成果を挙げ始め

ていることを評価する。また、いずれの研究分野においても、研究成果が環境行政施策に適切に反映されており、有識者における外部研究評価においても高い評

価を得ていることを高く評価する。 
 引き続き、次年度以降も中長期目標・計画に基づいた研究体制の下、「研究開発成果の最大化」が一層図られるよう、総合的な研究の推進や、他機関とのネット

ワーク・橋渡しの拠点となるための研究連携の強化等を着実に実施していただきたい。 

○環境情報の収集、整理及び提供に関する業務（第３．２） 【Ａ】 
 研究開発成果の最大化に向け、情報収集を的確に行うとともに、環境展望台のトップページのデザイン変更により、情報のわかりやすさ、見やすさを向上させ

たことを評価する。また、平成３０年度においても、目標値を大きく超える件数の情報源情報（メタデータ）を提供することができたことを高く評価する。 
 今後も利用者ニーズを踏まえたコンテンツの更なる充実とともに、情報セキュリティの万全な対策を講じ、「研究開発成果の最大化」に向け、適切な情報収集と

整理、わかりやすい情報提供の仕組みを構築するため、継続的に見直しを図っていくことを期待する。 

○気候変動適応に関する業務（第３．３）【Ａ】 
  当該業務は、平成３０年１２月の「気候変動適応法」の施行に伴い追加されたところだが、新たに気候変動適応センターを設立して実施体制を整備し、気候変

動適応情報プラットフォーム（A-PLAT）の運営により適応情報の収集・提供等が適切に行われているほか、科学的知見の提供や気候変動適応広域協議会への参画

等により地方公共団体等への技術的援助を行う等、追加された法定業務が着実に実施されていることを評価する。 

○業務運営（第４） 業務の電子化に関する事項は【Ａ】、それ以外の項目は【Ｂ】 
利用率の高い電子ジャーナルのアーカイブの購入等によりコスト削減及び利便性向上が図られたこと、また、Web 会議システムの積極的な活用により経費の削

減及び連絡調整の効率化・円滑化が実現されていることを評価する。 

○財務内容（第５）【Ｂ】 
第３期中長期目標期間と同水準の自己収入が確保できている。また、運営戦略会議において研究施設や高額な研究機器の計画的・効率的な利活用を図るための

議論を実施した他、エネルギー供給システム検討ワーキンググループにおいて研究施設の光熱水費等に関する議論が進められている。 

○その他（第６）【Ｂ】 
 全職員を対象とした情報セキュリティ研修等において受講率 100％達成を継続し、情報セキュリティ意識の向上が図られている。引き続き、情報セキュリティ

対策の強化や情報セキュリティ教育の徹底により、情報セキュリティインシデントの発生防止及び発生時における適切かつ迅速な対応による被害の拡大防止に努

められたい。 
また、CO2 排出の大幅削減や研究成果の最大化なども図りつつ今後３０年かけて施設更新を行う「つくば本講キャンパスマスタープラン」を策定したことを評

価する。今後、老朽化対策と併せてマスタープランに基づく施設更新についても着実に実施できるよう努められたい。 
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４．その他事項 
研究開発に関する審議

会の主な意見 
－ 
 

監事の主な意見 － 
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中長期目標（中長期計画） 年度評価 項目

No. 
備   考 

 平成 28 
年度 

平成 29 
年度 

平成 30 
年度 

令和元
年度 

令和２ 
年度 

第１ 政策体系における法人の位置付け及び役割（ミッション） 

第２ 中長期目標の期間 

第３ 研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項 

 １．環境研究に関する業務  Ａ  Ａ  Ａ     

 （１）重点的に取り組むべき課題への統合的な研究の推進        

 ① 課題解決型研究プログラム Ａ○ Ａ○ Ａ○   1  

 ② 災害環境研究プログラム Ａ○ Ａ○ Ａ○   2  

 （２）環境の保全に関する科学的知見の創出等の推進 Ａ○ Ａ○ Ａ○   3  

 （３）国内外機関とのネットワーク・橋渡しの拠点としての

ハブ機能の強化 
Ａ○ Ａ○ Ａ○   

4  

 （４）研究成果の積極的な発信と政策貢献・社会貢献の推進 Ａ○ Ａ○ Ａ○   5  

 ２．環境情報の収集、整理及び提供に関する業務 Ａ○ Ａ○ Ａ○   6  

 ３．気候変動適応に関する業務   Ａ○   7 平成 30 年 12 月より業務追加 

第４ 業務運営の効率化に関する事項 

 １．業務改善の取組に関する事項 Ｂ Ｂ Ｂ   8  

 ２．業務の電子化に関する事項 Ｂ Ａ Ａ   9  

第５ 財務内容の改善に関する事項 Ｂ Ｂ Ｂ   10  

第６ その他の業務運営に関する重要事項 

 １．内部統制の推進 Ｂ Ｂ Ｂ   11  

 ２．人事の最適化 Ｂ Ｂ Ｂ   12  

 ３．情報セキュリティ対策等の推進 Ｂ Ａ Ｂ   13  

 ４．施設・設備の整備及び管理運用 Ｂ Ｂ Ｂ   14  

 ５．安全衛生管理の充実 Ｂ Ｂ Ｂ   15  

 ６．業務における環境配慮等 Ｂ Ｂ  Ｂ   16  

３ 項目別評定総括表 

※重要度を「高」と設定している項目については各評定の横に「○」を付す。 
 難易度を「高」と設定している項目については各評定に下線を引く。 
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項目別調書 No.1 課題解決型研究プログラム 

 

２．主要な経年データ 

 主な評価指標及びモニタリング指標 

   達成目標 参考値等 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 （参考情報） 

 

（評価指標） 

外部評価における評点（総合） － － 3.94  4.06  3.93     

5 プログラムの評点の平均値。採

点基準は 3 を標準とした 5 段階

評価。 

外部評価における評点（低炭素） － － 4.07  4.29  4.42     同上 

外部評価における評点（資源循環） － － 3.64  3.71  3.50     同上 

外部評価における評点（自然共生） － － 4.36  4.43  4.08     同上 

外部評価における評点（安全確保） － － 3.79  3.93  3.50     同上 

外部評価における評点（統合） － － 3.83  3.93  4.15     同上 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

項目別調書 No.１ 課題解決型研究プログラム 

当該事務実施に係る根拠 

（個別法条文など） 

国立研究開発法人国立環境研究所法 第 11 条第 1項 

一 環境の状況の把握に関する研究、人の活動が環境に及ぼす影響に関する研究、人の活動による環境の変化が人の健康に及ぼ

す影響に関する研究、環境への負荷を低減するための方策に関する研究その他環境の保全に関する調査及び研究（水俣病に

関する総合的な調査及び研究を除く。）を行うこと。 

（第二号、第三号省略） 

 

当該項目の重要度、難易度 【重要度：高】【難易度：高】 

「環境研究・技術開発の推進戦略について」（平成 27 年 8月中央環境審議会答申。以下「推進戦略」という。）で提示されている、

領域ごとに今後 5 年間に重点的に取り組むべき研究と対応したものであるため重要度は高い。また、課題解決型研究プログラム

は研究成果の社会への貢献を目指して、実現の可能性を考慮しながら社会実装までを視野に入れて展開する必要があるため難易

度は高い。 

４ 項目別評価調書（第３．研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項） 
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項目別調書 No.1 課題解決型研究プログラム 

 

（モニタリング指標） 

誌上発表数（査読あり）件数 － 208 245 323 266   

参考値は第 3 期中期目標期間の課題

対応型の研究プログラムの年度平

均。 

誌上発表数（査読なし）件数 － 86 91 79 74   同上 

口頭発表（国内）件数 － 445 564 632 572   同上 

口頭発表（国外）件数 － 202 171 250 283   同上 

招待講演数 － 92 122(40) 115(33) 133(39)   同上（括弧書きは海外招待講演） 

書籍数 － 30 25 41 21   同上 

主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 

  平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 （参考情報） 

予算額（千円） 12,347,221 12,737,424 13,375,194     研究業務全体額 

決算額（千円） 12,112,213 13,041,247 12,517,773     研究業務全体額 

従事人員数 295 302 327     
課題解決型研究プログラムに従

事した延べ人数 

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 

 ①課題解決型研究プログラム 
推進戦略で提示されている中長期的に目指すべき社会像の実現に向け、「低炭素領域」、「資源循環領域」、「自然共生領域」、「安全確保領域」及び「統合領域」の各

領域において、今後 5 年間で重点的に取り組むべき研究・技術開発課題（重点課題）に対して、実行可能・有効な課題解決に繋がる課題解決型研究プログラムを実施

する。各研究プログラムの実施にあたっては研究開発成果の最大化を図るため、複数の研究分野の連携・協力により統合的に実施するとともに、国内外の関連機関・

研究者・ステークホルダー等との連携体制のもと取り組むものとする。 
 
ア．低炭素研究プログラム 

推進戦略に基づき、低炭素で気候変動に柔軟に対応する持続可能なシナリオづくり、気候変動の緩和・適応策に係る研究・技術開発、及び地球温暖化現象の解

明・予測・対策評価に取り組む。 
具体的には、中長期目標期間中に、グローバル、アジアおよび国内における低炭素かつ気候変動に適応した社会の実現に向けて、気候変動予測モデル、影響評価
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モデル、対策評価モデルをより密接に結びつけた包括的なモデル研究体制を構築し、社会経済シナリオと気候変動リスクを描出するとともに、実現可能な適応・緩

和策を提示する。また、気候変動影響を考慮しつつグローバルから地域までのマルチなスケールにおける炭素観測管理技術を開発し、地域的な緩和策の効果検証を

含む、温室効果ガスのリアルタイムな評価システムを構築する。 
これらの取組により、既に共有されている長期ビジョンである気温上昇 2℃目標について、その実現に向けた温室効果ガス排出経路を科学的な方法を用いて定量

化し、低炭素社会の実現に向けた実装に貢献するとともに、長期的な温室効果ガスの排出削減に向けた世界の緩和・適応策などの気候変動に関する政策決定に必要

な知見の提供に寄与する。 
 
イ．資源循環研究プログラム 

推進戦略に基づき、３Ｒ（リデュース、リユース、リサイクル）を推進する技術・社会システムの構築、廃棄物の適正処理と処理施設の長寿命化・機能向上に資

する研究・技術開発、バイオマス等の廃棄物からのエネルギー回収を推進する技術・システムの構築に取り組む。 
具体的には、中長期目標期間中に、国際的な資源利用戦略等における将来のビジョン実現に向けて、資源利用に伴うサプライチェーン構造、それを形成する要因

を解明するとともに、モノやサービスのライフサイクルを通した資源保全及び環境保全上の影響を評価し、持続可能な循環型社会への転換方策を提案する。また、

わが国を含むアジア圏における持続可能な統合的廃棄物処理システムへの高度化及び低炭素社会等と協調した３Ｒに必要な処理・資源化等の基盤技術と社会におけ

るシステム化に関する開発・評価を行う。 
これらの取組により、国等における循環型社会に係る政策形成に寄与するとともに、地域及び社会全体の環境イノベーションに貢献する。 

 
ウ．自然共生研究プログラム 

推進戦略に基づき、生物多様性の保全とそれに資する科学的知見の充実に向けた研究・技術開発、森・里・川・海のつながりの保全・再生と生態系サービスの持

続的な利用に向けた研究・技術開発に取り組む。 
具体的には、中長期目標期間中に、生物多様性の危機をもたらす 4 要因（乱獲・開発、耕作放棄、外来種・汚染、気候変動）をはじめとする各種危機要因の生

物多様性への影響メカニズムの解明と影響評価・予測を行い、生物多様性の保全策と適応戦略を構築する。また、生物多様性がもたらす生態系機能とサービスの評

価を行い、自然共生型流域管理等、生態系からの恵みを持続的に享受し利用する方策を提案する。 
これらの取組により、管理・保全戦略の構築・実践、合意形成、検疫、法整備等の社会実装に寄与し、愛知目標の 2020 年目標である生物多様性の損失を止める

ための行動の実施を通じて、2050 年目標である自然共生社会の構築に貢献する。 
 
エ．安全確保研究プログラム 

推進戦略に基づき、化学物質等の包括的なリスク評価・管理の推進に係る研究、大気・水・土壌等の環境管理・改善のための対策技術の高度化及び評価・解明に

関する研究に取り組む。 
具体的には、中長期目標期間中に、生体高次機能や継世代への影響などの健康・環境リスクの評価・管理手法、新たな生態影響評価体系、迅速性と網羅性を高め
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る化学分析と動態把握、PM2.5 などの大気汚染及び地域水環境保全に関する体系的研究を進めて、現時点でアプローチが定まっていない健康・環境リスクの評価

体系と網羅的かつ迅速な監視・予測手法、管理技術、及び管理戦略を提案する。 
これらの取組により、持続可能な開発に関する世界サミット目標（WSSD2020 年目標）の達成と大気汚染対策、健全な水循環の達成に寄与し、さらに 2020 年

以降の持続可能な安全確保社会に向けた包括的な化学物質管理と大気・水環境管理への科学的課題と方法を示すことにより安全確保社会の実現に貢献する。 
 
オ．統合研究プログラム 

推進戦略に基づき、持続可能な社会の実現に向けたビジョン・理念の提示、持続可能な社会の実現に向けた価値観・ライフスタイルの変革、環境問題の解決に資

する新たな技術シーズの発掘・活用、災害・事故に伴う環境問題への対応に貢献する研究・技術開発に、人文・社会科学領域や従来の環境分野の枠を超えた研究コ

ミュニティとの連携を進めながら取り組む。 
具体的には、中長期目標期間中に、世界、アジア、日本、地域、都市等の様々な領域を対象に、気候変動の緩和・適応をはじめ、資源循環、自然共生、安全確保

を含めた環境問題の解決のための施策の計画と社会・経済活動の中でその効果を定量的に評価するマルチスケールのモデル開発を行う。環境、経済及び社会の観点

から持続性の視点をもち、各領域の将来像について定量的、定性的に分析するとともに、目標とする将来像とそれを実現するために必要な国際政策、国内、地域・

都市政策の設計と評価をあわせて行う。また、提案する施策の社会実装を支援する社会モニタリングなどのシステム構築を行う。 
これらの取組により、2020 年以降の温室効果ガス排出目標の達成のための科学的な視点からの政策立案とその実現に寄与し、環境保全の視点から見た中長期的

な経済・社会成長のための総合的戦略づくりに必要な知見を提供する。世界から地域、都市までの空間スケールを対象に、持続可能な社会実現に向けてのシナリオ

設定、ロードマップの策定、及び社会実装に係る検証・研究を通じて、目指すべき社会の実現に貢献する。 
 

 中長期計画 

 ① 課題解決型研究プログラム 
推進戦略で提示されている中長期的に目指すべき社会像の実現に向け、「低炭素領域」、「資源循環領域」、「自然共生領域」、「安全確保領域」及び「統合領域」の各

領域において、今後５年間で重点的に取り組むべき研究・技術開発課題（重点課題）に対して、実行可能・有効な課題解決に繋がる課題解決型研究プログラムを実施

する。各研究プログラムの実施にあたっては研究開発成果の最大化を図るため、複数の研究分野の連携・協力により統合的に実施するとともに、国内外の関連機関・

研究者・ステークホルダー等との連携体制のもと取り組む。 
 
ア．低炭素研究プログラム 

推進戦略に基づき、低炭素で気候変動に柔軟に対応する持続可能なシナリオづくり、気候変動の緩和・適応策に係る研究・技術開発、及び地球温暖化現象の解

明・予測・対策評価に取り組む。 
具体的には、中長期目標期間中に、グローバル、アジアおよび国内における低炭素かつ気候変動に適応した社会の実現に向けて、気候変動予測モデル、影響評価

モデル、対策評価モデルをより密接に結びつけた包括的なモデル研究体制を構築し、社会経済シナリオと気候変動リスクを描出するとともに、実現可能な適応・緩
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和策を提示する。また、気候変動影響を考慮しつつグローバルから地域までのマルチなスケールにおける炭素観測管理技術を開発し、地域的な緩和策の効果検証を

含む、温室効果ガスのリアルタイムな評価システムを構築する。 
 これらの取組により、既に共有されている長期ビジョンである気温上昇 2℃目標について、その実現に向けた温室効果ガス排出経路を科学的な方法を用いて定量

化し、低炭素社会の実現に向けた実装に貢献するとともに、長期的な温室効果ガスの排出削減に向けた世界の緩和や適応策などの気候変動に関する政策決定に必要

な知見の提供に寄与する。 
 
イ．資源循環研究プログラム 

推進戦略に基づき、3R（リデュース、リユース、リサイクル）を推進する技術・社会システムの構築、廃棄物の適正処理と処理施設の長寿命化・機能向上に資

する研究・技術開発、バイオマス等の廃棄物からのエネルギー回収を推進する技術・システムの構築に取り組む。 
具体的には、中長期目標期間中に、国際的な資源利用戦略等における将来のビジョン実現に向けて、資源利用に伴うサプライチェーン構造、それを形成する要因

を解明するとともに、モノやサービスのライフサイクルを通した資源保全及び環境保全上の影響を評価し、持続可能な循環型社会への転換方策を提案する。また、

わが国を含むアジア圏における持続可能な統合的廃棄物処理システムへの高度化及び低炭素社会等と協調した 3R に必要な処理・資源化等の基盤技術と社会におけ

るシステム化に関する開発・評価を行う。 
これらの取組により、国等における循環型社会に係る政策形成に寄与するとともに、地域及び社会全体の環境イノベーションに貢献する。 

 
ウ．自然共生研究プログラム 

推進戦略に基づき、生物多様性の保全とそれに資する科学的知見の充実に向けた研究・技術開発、森・里・川・海のつながりの保全・再生と生態系サービスの持

続的な利用に向けた研究・技術開発に取り組む。 
具体的には、中長期目標期間中に、生物多様性の危機をもたらす 4 要因（乱獲・開発、耕作放棄、外来種・汚染、気候変動）をはじめとする各種危機要因の生物

多様性への影響メカニズムの解明と影響評価・予測を行い、生物多様性の保全策と適応戦略を構築する。また、生物多様性がもたらす生態系機能とサービスの評価

を行い、自然共生型流域管理等、生態系からの恵みを持続的に享受し利用する方策を提案する。 
これらの取組により、管理・保全戦略の構築・実践、合意形成、検疫、法整備等の社会実装に寄与し、愛知目標の 2020 年目標である生物多様性の損失を止める

ための行動の実施を通じて、2050 年目標である自然共生社会の構築に貢献する。 
 
エ．安全確保研究プログラム  

推進戦略に基づき、化学物質等の包括的なリスク評価・管理の推進に係る研究、大気・水・土壌等の環境管理・改善のための対策技術の高度化及び評価・解明に

関する研究に取り組む。 
具体的には、中長期目標期間中に、生体高次機能や継世代への影響などの健康・環境リスクの評価・管理手法、新たな生態影響評価体系、迅速性と網羅性を高め

る化学分析と動態把握及び PM2.5 などの大気汚染、地域水環境保全に関する体系的研究を進めて、現時点でアプローチが定まっていない健康・環境リスクの評価
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体系と網羅的かつ迅速な監視・予測手法、管理技術、及び管理戦略を提案する。 
これらの取組により、持続可能な開発に関する世界サミット目標（WSSD2020 年目標）の達成と大気汚染対策、健全な水循環の達成に寄与し、さらに 2020 年

以降の持続可能な安全確保社会に向けた包括的な化学物質管理と大気・水環境管理への科学的課題と方法を示すことにより安全確保社会の実現に貢献する。 
 
オ．統合研究プログラム 

推進戦略に基づき、持続可能な社会の実現に向けたビジョン・理念の提示、持続可能な社会の実現に向けた価値観・ライフスタイルの変革、環境問題の解決に資

する新たな技術シーズの発掘・活用、災害・事故に伴う環境問題への対応に貢献する研究・技術開発に、人文・社会科学領域や従来の環境分野の枠を超えた研究コ

ミュニティとの連携を進めながら取り組む。 
具体的には、中長期目標期間中に、世界、アジア、日本、地域、都市等の様々な領域を対象に、気候変動の緩和・適応をはじめ、資源循環、自然共生、安全確保

を含めた環境問題の解決のための施策の計画と社会・経済活動の中でその効果を定量的に評価するマルチスケールのモデル開発を行う。環境、経済及び社会の観点

から持続性の視点をもち、各領域の将来像について定量的、定性的に分析するとともに、目標とする将来像とそれを実現するために必要な国際政策、国内、地域・

都市政策の設計と評価をあわせて行う。また、提案する施策の社会実装を支援する社会モニタリングなどのシステム構築を行う。 
これらの取組により、2020 年以降の温室効果ガス排出目標の達成のための科学的な視点からの政策立案とその実現に寄与し、環境保全の視点から見た中長期的

な経済・社会成長のための総合的戦略づくりに必要な知見を提供する。世界から地域、都市までの空間スケールを対象に、持続可能な社会実現に向けてのシナリオ

設定、ロードマップの策定、及び社会実装に係る検証・研究を通じて、目指すべき社会の実現に貢献する。 
 

 年度計画（該当箇所を抜粋して記載） 

 ①課題解決型研究プログラム 

推進戦略で提示されている中長期的に目指すべき社会像の実現に向け、「低炭素領域」、「資源循環領域」、「自然共生領域」、「安全確保領域」及び「統合領域」の各領

域において、以下の 5 研究プログラムを設定し、別紙 1 に示すとおり研究を実施し、国内外の関連機関・研究者・ステークホルダー等との連携体制のもと研究開発成

果の最大化を図る。  

ア．低炭素研究プログラム 

イ．資源循環研究プログラム 

  ウ．自然共生研究プログラム 

エ．安全確保研究プログラム 

オ．統合研究プログラム 
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 評価軸、指標 業務実績 評価軸ごとの自己評価 

 ○統合的な取り組みにより環境問

題の課題の解決に繋がる成果が

得られているか 

 

 

 

 

 

 

【評価指標】 

・具体的な研究開発成果 

・課題解決に向けた取組の進捗・

貢献状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○課題解決型研究プログラムは、推進戦略で提示されている中長期的に目指すべ

き社会像の実現に向けて重点的に取り組むべき課題に対応し、「低炭素領域」、

「資源循環領域」、「自然共生領域」、「安全確保領域」及び「統合領域」の各領

域において、以下の 5 研究プログラムを設定して研究を実施し、国内外の関連

機関・研究者・ステークホルダー等との連携体制のもと研究開発成果の最大化

を目指した。 

○各研究プログラムにおける研究開発成果及び課題解決に向けた取り組みの進

捗・貢献状況は以下のとおりである（資料 8）。 

 

【低炭素研究プログラム】 

○パリ協定の温度目標（2℃、1.5℃）と排出目標（21 世紀後半に人為温室効果ガ

ス（GHG）排出を正味ゼロ）の整合性について簡易統合評価モデルを用いた分析

を行い、削減に早期から着実に取り組まなければ、排出をゼロにしても温度目

標を達成するには不十分な場合があることなどを示した（図 1-1）。この結果

は、2018 年 10 月に発表された気候変動に関する政府間パネル（IPCC）の 1.5℃

特別報告書に引用された。 

図 1-1 パリ協定の温度目標と温室効果ガスゼロ排出目標の整合性 

○研究プログラム全体を通して、重要性、緊

急性の高い研究を重点的に推進し年度計

画に沿った成果を上げるとともに、例え

ば以下の研究を始め個別の研究課題にお

いて顕著な成果を上げた。 

 

 

 

 

○パリ協定の温度目標と排出目標の整合性

に関する分析と政策への示唆がIPCCの特

別報告書に引用されたことは、国際的に

重要な貢献ができたことは意義が高い。

また排出経路や緩和策の分析結果をまと

めた「促進的対話」に対する意見を提出で

きたため、今後さらなる国際貢献も見込

まれる。 
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○パリ協定の 2℃目標を実現する排出経路の定量化と技術的な潜在性に関する分析

を行うとともに、国の緩和策の進捗を計測するための指標を用いて G20 諸国の

緩和策を評価した。これらの成果を基に、気候変動枠組条約（UNFCCC）第 21 回

締約国会議（COP21）決定で 2018 年に実施が決められている「促進的対話」（タ

ラノア対話）で掲げられた 3 つの質問「Where are we?」「Where do we want to 

go?」「How do we get there?」に対する意見としてまとめ、2018 年 3 月に

UNFCCC 事務局に提出した。 

○全球の CO2収支評価を目的として、北米航路の貨物船上での大気酸素の連続測定

を実施した結果、過去 17 年間（2000-2017 年）において、海洋の吸収量は増加

傾向が継続しているが、陸上生物圏の吸収量は近年減少に転じた可能性が示唆

された。 

○海洋排出量評価について、pCO2の国際的な観測データベース SOCAT と海面水温

やクロロフィル濃度を用いたニューラルネットワーク手法により、2001 年から

2014 年までの全球 pCO2分布の再現を行った結果、全球平均の pCO2増加トレンド

が大気 CO2増加トレンドよりも低く、海洋 CO2吸収量増加の一因となっている可

能性が示唆された。 

○国際研究プロジェクト HAPPI で実施された気候シミュレーションによって、2℃

目標は 1.5℃目標に比べ、CO2排出量が少なく、低所得で、気候変動に脆弱な地

域で、猛暑日、豪雨の発生頻度が増加し、国際的な不衡平性が増加することが

わかった。この不衡平性の増加は、地球温暖化を 1.5℃に抑えることで大幅に軽

減されることが分かった。 
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【資源循環研究プログラム】 

○熱帯アジアの廃棄物特性に適合したバイオドライ技術を開発し、低コストで品

質の高い廃棄物由来固形燃料が生産できる可能性が示され、アジア地域でのリ

サイクルの推進および再生可能エネルギーの拡大に寄与できることが示され

た。研究成果は、国連環境計画（UNEP）が編纂する廃棄物処理技術ガイドライ

ンのシリーズとして発行される他、廃棄物由来固形燃料の国際標準化作業にも

成果が活用された。 

○一般廃棄物処理に関する廃棄物発生・処理を積み上げ型で全国推計する一般廃

棄物処理モデルや将来の土石系循環資源の需給ミスマッチを分析する耐久財モ

デルを開発し（図 1-2）、将来の需給ミスマッチを９つの地方別に定量的に示し

た。 

 

 

図 1-2 今後の廃棄物政策のための一般廃棄物モデルの開発 

 

○資源利用ネットワークの解析として、全世界を対象とした国・地域別の物質の

社会蓄積量の動態把握、資源の貿易構造のモデル化に関する成果を得た。これ

らの成果は将来の資源の需給動態の把握に貢献することが期待できる。 

○資源利用の持続可能性評価に関する研究成果の海外発信を強化するべく、スイ

○バイオドライ技術の研究成果は、UNEP が

編纂する廃棄物処理技術ガイドラインの

シリーズとして発行されるとともに、廃

棄物由来固形燃料の国際標準化作業で活

用され、研究成果の社会実装に大きく貢

献した。また、一般廃棄物と循環資源の需

給マッチを分析する耐久財モデル、全世

界の国・地域別の物質の社会蓄積量の動

態把握と資源の貿易構造モデルの開発で

今後の社会ニーズに対応する見込みであ

る。 
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スの ESM Foundation と共同で IRTC（International round table on material 

criticality）第 2 回会合を開催した。 

○日本における静脈側の有害性・資源性物質の適正管理のために、産業廃棄物焼

却処理に伴う化学物質のフローの把握は重要であり、産廃焼却からの排出量は

他の排出源と比較して無視できない可能性があることがわかった。化学物質排

出移動量届出制度 （PRTR）届出外推計における廃棄物処理由来の排出量の推

計、追加に活用することが期待される。 

○耐久財モデルの分析結果をふまえて、第 4次循環型社会形成推進基本計画で

は、将来的な社会課題として、老朽化した土木建築の解体に伴う廃棄物発生量

の増加と新規建築需要の低下に伴う循環資源需要の低下によって循環資源の需

給バランスが崩れる可能性が指摘された。一般廃棄物処理モデルについても、

今後の環境省の政策への活用を期待できる。 

○平成 29 年度に開発した物質フロー・モデルについて、市町村毎の推計を可能と

したモデルに改良し、2030 年までの BaU シナリオと対策シナリオで推計を実施

した。家庭系ごみの有料化、収集頻度を週 2回とした効率化、生ごみ分別・堆

肥化、事業系ごみの分別排出・ごみ処理割合を設定した「対策シナリオ」で

は、日本全体で循環利用率が最大 5.4%増加すると推計された。 

○東南アジアにおける分散型排水処理システムの普及について、現地の気候を想

定した実規模の浄化槽試験を行い、高水温条件でランニングコストの低減等、

効率化・低コスト化が可能であることが示唆された。適切な技術の普及を担保

する性能評価方法の草案について、公共事業省と連携してインドネシアの国家

標準（SNI）として提案するとともに、生活排水処理に関する制度・技術の

ASEAN 域内の調和化を進めるプロジェクトを立案し、採択された。 
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【自然共生研究プログラム】 

○推進戦略に基づき、生物多様性の保全とそれに資する科学的知見の充実に向け

た研究・技術開発、森・里・川・海のつながりの保全・再生と生態系サービス

の持続的な利用に向けた研究・技術開発について、5つのプロジェクトに取り組

んだ（資料 8）。 

○具体的な成果として、全国スケールで無居住化集落と有人集落のセンサス調査

を実施し、環境省レッドリスト掲載種を含む湿地性・草地性植物が無居住化の

負の影響を受けていることを明らかにし、中部地方、東北地方、北海道の都市

周辺や郊外の中山間地において無居住化の負の影響が大きいことがわかった

（図 1-3）。 

 

 

図 1-3 人口減少による里山の管理放棄 

 

 

 

 

 

○無居住化の影響は、今後の人口減少社会

での地域管理への展開が期待される。ヒ

アリ類の早期発見技術の改良、ネオニコ

チノイド農薬の影響評価や自然保護区の

気候変動適応策検討スキームは、実用的

対応として意義が高い。 
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○ヒアリ類の侵入に備えて、早期発見技術として LAMP 法によるヒアリ DNA 検出キ

ットを作成し、全国 11 機関における試験運用によるデータ収集、キットの改

良・高度化を行った（図 1-4）。また、農薬取締法改正に向けて、ネオニコチノ

イド農薬の生態影響の評価試験を行った。さらに、自然保護区内での気候変動

による生物多様性への影響に対して、評価と対策立案のための手引きを作成

し、環境省地域適応コンソーシアム事業を通じて全国規模で自然保護地区での

適応策立案に活用されることとなった。 

 

図 1-4 LAMP 方によるヒアリ DNA 検出キットの改良 

 

○外部研究評価委員会では、生物多様性に関する愛知目標や持続可能な開発目標

（SDGs）への対応を視野に入れて生物多様性損失評価及び影響対策についてよ

く構築された研究プログラムであること、無居住化が生物多様性に及ぼす影響

を明らかにし、保護区選択ツールを開発したことが高く評価された（資料 7、資

料 8）。 
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【安全確保研究プログラム】 

○推進戦略に基づき、化学物質等の包括的なリスク評価・管理の推進に係る研

究、大気・水・土壌等の環境管理・改善のための対策技術の高度化及び評価・

解明に関する研究について、新たに水銀研究を加えた 9 のプロジェクトにより

取り組んだ（資料 8）。 

○具体的な成果として、水銀の全球多媒体動態の解析とモデル化に関する研究に

おいて、海洋動態を中心に、水銀全球モデルのモデルプロセスとモデルパラメ

ーターの改訂を進め、メチル化、脱メチル化を含む海洋形態変化を扱う動力学

モデルを導入した（図 1-5）。これにより、産業革命以降の排出量と排出源の変

遷を考慮した 100 年スケールのシミュレーションを実施した。 

また、プラスチック添加剤の排出過程について、PVC 製テーブルクロスの表

面に付着させた模擬ダストに移行するフタル酸ジエチルヘキシル（DEHP）等の

濃度がその含有率に対して線形に上昇する観測を得た（図 1-5）。 

このほか、等価性を有する自動測定機を用いた PM2.5 濃度データと全国 100

都市を対象とした死亡データから PM2.5 質量濃度が 10μg/m3 上昇することに対

する死亡増加率が 1.3% であることを明らかにし、途上国都市域での適地型生

活排水処理技術(好気性ろ床)の性能実証、「生物応答を用いた排水試験法（検討

案）」による 3種の短期慢性毒性試験を用いた化学物質の複合的影響と実環境試

料の生態影響の評価についての検討を実施した。 

○平成 30 年 12 月 14 日に開催された外部研究評価委員会では、水銀問題や製品か

ら付着ダストへの移行動態の研究成果が注目された一方で、プロジェクトが多

岐にわたり、プロジェクト間の連携や全体像が見えにくいことや今後の研究展

開について指摘を受けた。（資料 7、資料 8）。これに対応して、各分野の研究の

位置づけや連携を明らかにして進めることと、連携や統合の検討を進めること

とした。 

○水銀の全球多媒体動態研究、付着ダスト

への移行過程の知見は水俣条約や化学物

質の審査及び製造等の規制に関する法律

（化審法）に関する施策実施の知見とし

て貢献した。また、PM2.5 と死亡増加の関

係、適地型排水処理、複合影響の評価はそ

れぞれ大気汚染対策、環境技術導入の評

価手法、生物応答に基づく環境管理など

の施策実施に貢献した。 
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図 1-5 「プラスチック添加剤排出過程」と「水銀全球モデル」 
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【統合研究プログラム】 

○統合評価モデルを用いて、SDGs の 1 つである飢餓撲滅（ゴール 2）の国際目標

に向けた取り組みが温室効果ガス排出や水利用、森林面積、窒素利用に及ぼす

波及影響の分析を実施した（図 1-6）。その結果、単純に供給側（食料増産）の

みによる飢餓対策を実施した場合には温室効果ガス排出や窒素利用の増加など

の環境悪化が懸念される一方、過剰消費・食料廃棄の抑制などの消費側対策を

あわせて実施することで、飽食の回避による健康悪化の軽減も含め、健康・飢

餓・環境の問題の同時解決が達成しうることが示唆された。 

 

図 1-6 飢餓撲滅に向けた国際政策の分析 

 

○産業の低炭素化や情報技術を活用した資源循環の高度化等に資する検討を北九

州市やタイ政府と実施した。北九州市では産官学協働による新たな研究体制の

構築に、タイでは国のマスタープランの作成等に貢献した。 

 

○統合評価モデルによる健康・飢餓・環境問

題の同時解決の示唆は、SDGs 実現に際し

重要な知見であり、今後の政策貢献が期

待される。また、産業の低炭素化や資源循

環の高度化を社会実装することに貢献し

た。さらに持続可能性指標に関するイン

パクトの高い論文発表、UNEP への貢献は

意義が高い。 
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・環境政策への貢献状況 

 

 

 

 

 

・外部研究評価委員会からの主要

意見 

 

 

 

 

 

・外部研究評価における評点 等 

 

 

 

 

 

 

 

 

○持続可能性指標「包括的な富」において、資本を統合する際の重み付けとなる

前向き・後向きシャドー価格の理論モデルを構築し、いくつかの主要国では再

生可能エネルギー資本が自然資本を上回ることを推計で明らかにした。結果は

Ecological Economics 誌に掲載された。また UNEP による 140 か国を対象とした

包括的富報告書（Inclusive Wealth Report 2018）において、人工・人的・自

然資本を統合するデータベースの構築、分析、執筆補助を行った。 

 

○研究分野ごとの研究成果と政策貢献の関係について、資料 35-1 に示すとおり、

貢献の結果（アウトカム）について分類・整理を行った結果、課題解決型研究プ

ログラムによる貢献とされたものが 71 事項あげられた。 

 

 

 

○IPCC 第 6 次報告書の執筆、タラノア対話への意見提出、Future Earth への学術

的貢献など、国際的な貢献が高く評価された。引き続き持続可能な開発目標

（SDGs）とも関連付けながら研究を遂行することも期待された。一方、広範な

研究対象をすべてカバーするのではなく、社会的な要請や研究成果の社会実装

による効果を考慮して研究の優先順位をつけるべきとの指摘もあった。 

 

 

○平成 30 年度外部研究評価委員会における５つの課題解決型研究プログラムの総

合評点（平均値）は 3.93 で、標準となる 3は大きく上回った。低炭素研究プロ

グラム、統合研究プログラムの総合評点はそれぞれ 4.42、4.15 で、平成 29 年度

を上回ったが、資源循環研究プログラム、自然共生研究プログラム、安全確保研

究プログラムの総合評点は平成 29 年度を若干下回った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○国や地方公共団体等の審議会、検討会、委

員会等の政策検討の場に参画し、国環研

の研究成果や知見の提示等をしており、

研究成果の環境政策への活用が適切かつ

有効に行われた。 

 

○多様な研究対象に対して、限られたマン

パワーとリソースで課題を取捨選択して

実施しているのが実情であるが、一方で

研究プログラムとしてのまとまりを持

ち、かつ全体像を的確に表現できるよう

にする。 

 

○IPCC や Future Earth 等への国際貢献に

加え、特に統合研究プログラムでは世界

全体からアジア、そして我が国の市町村

までを対象として持続可能な社会実現の

ための統合的な研究に取り組んできたこ

とが評価された。総合評点が平成 29 年度

を下回った研究プログラムについては研

究成果を効果的に説明できなかったこと

も原因であり、次年度の課題とする。 
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【モニタリング指標】 

・誌上・口頭発表、研究データ報

告件数 等 

○研究成果の発表として、課題解決型研究プログラムの 5プログラムとして、誌

上発表（査読あり）266 件、誌上発表（査読なし）74 件、口頭発表（国内）572

件、口頭発表（国外）283 件、招待講演を 133 件行った。 

 

＜関連する資料編＞ 

（資料 7）外部研究評価結果総括表 

（資料 8）課題解決型研究プログラムの実施状況及びその評価 

（資料 25）誌上発表・口頭・ポスター発表・長年の研究業績に対する受賞一覧 

（資料 34）各種審議会等委員参加状況 

（資料 35-1）環境政策への主な貢献事例 

 

○研究成果の発表件数は、第 3 期中期目標

期間の平均件数と同等以上であり、計画

以上の成果を上げた。 

 

 項目別評定（自己評価） Ａ 

 プログラム全体を通して、難易度の高い課題において年度計画に沿って以下を中心とした順調な成果を上げるとともに、重要性や緊急性の高い研究において環境問題

の課題解決に繋がる成果の創出が認められる。 

・低炭素研究プログラムにおいて、IPCC 第 6 次報告書の執筆、タラノア対話への意見提出、Future Earth への学術的貢献において、重要性や緊急性の高い環境問題

の課題解決に繋がる成果を出すことができた。 

・統合研究プログラムにおいて、世界全体からアジア、そして我が国の市町村までを対象として持続可能な社会実現のための統合的な取り組みに貢献できた。 

・その他、ヒアリ DNA 検出キットの改良（自然共生研究プログラム）、市町村単位の一般廃棄物モデルの開発（資源循環研究プログラム）、水銀全球モデルの改良（安

全確保研究プログラム）等でも研究に加え、政策貢献を行うことができた。 

 

 主務大臣による評価 
 評定 Ａ 

 ＜評定に至った理由＞ 
○統合的な取り組みにより環境問題の課題の解決に繋がる成果が得られているか 

  ・外部評価委員会における総合評点の５つの研究プログラムの平均値は 3.93（5 段階評価）。 
  ・誌上発表（査読あり）266 件、誌上発表（査読なし）74 件、口頭発表（国内）572 件、口頭発表（国外）283 件は、第３期平均（第３期中長期目標期間にお

ける年度平均値。以下同じ。）と同等以上。 
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４．その他参考情報 
＜審議会の意見等＞ 

・難易度と重要度の高い課題において、外部評価における評点は研究プログラムにより差異はあるものの総じて高い。特に、低炭素研究プログラムの国際的に重要な

貢献は高く評価する。 
・外部評価評点、発表数等の実績は高い水準を保っており、Ａ評価は妥当と評価する。パリ協定の温度目標と排出目標の整合性の分析や諸国の緩和策評価等、国際的

に重要な貢献と高く評価する。研究成果の意義を、一般にもわかりやすく説明することも引き続き心掛けて頂きたい。廃棄物処理や自然保護、外来種対応等、社会

実装への貢献も顕著であると認められる。飢餓・環境等の複合問題へ取り組みにも引き続き期待する。多くの重要な課題に取り組まれて成果を挙げているが、組織

としては長中期的視点も含めたメリハリも考える必要があるかもしれない。 
 

 

＜項目評定Ａの判断根拠となる主要な事例＞ 
○低炭素研究プログラム：パリ協定の温度目標（2℃、1.5℃）と排出目標の整合性についての分析結果が、IPCC1.5℃特別報告書に引用されるなど、国際的に重

要な貢献。 
○資源循環研究プログラム：バイオドライ技術の研究成果が、UNEP 編纂の廃棄物処理技術ガイドラインシリーズとして発行されるとともに、廃棄物由来固形燃

料の国際標準化作業に活用されるなど、研究成果の社会実装に貢献。 
○自然共生研究プログラム：環境省レッドリスト掲載種を含む湿地性・草地性植物が、無居住化により受ける負の影響が大きい地域を抽出する保護区選択ツールの

開発は、今後の人口減少社会における地域管理への展開を期待。 
○安全確保研究プログラム：海洋動態を中心とした水銀全球多媒体動態研究や、プラスチック添加剤の付着ダストへの移行動態調査は、水俣条約や化審法関連施策

の実施に係る知見として貢献。 
○統 合 研 究 プ ロ グ ラ ム：統合評価モデルを用いて健康・飢餓・環境問題の同時解決を示唆し、SDGs（ゴール 2：飢餓撲滅）実現の重要な知見を得たほか、タ

イ政府や北九州市において産業の低炭素化や資源循環高度化の社会実装に貢献するなど、世界全体からアジア、そして我が国の市町村

までを対象とした持続可能な社会実現のための統合的な取り組みとして貢献。 
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２．主要な経年データ 

 主な評価指標及びモニタリング指標 

   達成目標 参考値等 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 （参考情報） 

 

（評価指標） 

外部研究評価における評点 

（プログラム全体） 
－ － 4.08  4.33  4.38     3 を標準とした 5段階評価。 

外部研究評価における評点 

（環境回復研究プログラム）  
－ － 4.08  4.13  4.00     同上 

外部研究評価における評点 

（環境創生研究プログラム） 
－ － 4.08  4.13  4.08     同上 

外部研究評価における評点 

（災害環境マネジメント研究プログラム） 
－ － 4.00  3.80  4.08     同上 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

項目別調書 No.２ 災害環境研究プログラム 

 

当該事務実施に係る根拠 

（個別法条文など） 

国立研究開発法人国立環境研究所法 第 11 条第 1項 

一 環境の状況の把握に関する研究、人の活動が環境に及ぼす影響に関する研究、人の活動による環境の変化が人の健康に及ぼ

す影響に関する研究、環境への負荷を低減するための方策に関する研究その他環境の保全に関する調査及び研究（水俣病に

関する総合的な調査及び研究を除く。）を行うこと。 

（第二号、第三号省略） 

 

当該項目の重要度、難易度 【重要度：高】【難易度：高】 

推進戦略で提示されている、領域ごとに今後 5 年間に重点的に取り組むべき研究と対応したものであり重要度は高い。また、災

害環境研究プログラムは、福島復興再生基本方針（平成 24 年 7月 13 日閣議決定、平成 29 年 6月 30 日改定）に基づき、喫緊か

つ新たな課題である被災地の環境回復・創生に貢献する研究であるため、重要度、難易度とも高い。 

 

４ 項目別評価調書（第３．研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項） 
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（モニタリング指標） 

誌上発表（査読あり）件数 － 17 40 55 39   

参考値は第 3 期中期目標期間の

「災害と環境に関する研究」の平

均値。 

誌上発表（査読なし） － 29 23 23 19   同上 

口頭発表（国内）件数 － 110 130 170 153   同上 

口頭発表（国外）件数 － 18 28 38 30   同上 

一般向けの講演・ワークショップ等の数 － 23 35 23 16   同上 

各種審議会等の委員数 － 28 54 67 58   
同上（ただし第 3期については件数を記

載） 

連携ワークショップ等の開催数 等 － － 15 31 20     

主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 

  平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 （参考情報） 

予算額（千円） 12,347,221 12,737,424 13,375,194     研究業務全体額 

決算額（千円） 12,112,213 13,041,247 12,517,773     研究業務全体額 

従事人員数 69 72 98     
災害環境研究プログラムに 

従事した延べ人数を記載 

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 

 ②災害環境研究プログラム 
福島復興再生基本方針（平成 24 年 7月 13 日閣議決定）及び推進戦略等に基づき、災害と環境に関する研究（災害環境研究プログラム）を推進する。 

具体的には、平成 28 年度に福島県環境創造センター内に開設される国環研福島支部を災害環境研究活動の拠点として、「環境創造センター中長期取組方針」（平成

27 年 2月環境創造センター運営戦略会議）に則り、福島県及び日本原子力研究開発機構（JAEA）とそれぞれの強みを活かした適切な役割分担のもと連携するとともに、

他の国内外の関係機関・研究ステークホルダー等とも連携し、国環研がこれまで実施してきた災害環境研究の 3 つの研究プログラムである「環境回復研究」、「環境創

生研究」及び「災害環境マネジメント研究」を更に継続・発展させる。 

各研究プログラムにおいて、中長期目標期間中に実施する具体的な取組は以下のとおり。 
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ア．環境回復研究プログラム 

国の喫緊の最重要課題である中間貯蔵と県外最終処分に向けた減容化技術等の研究開発に取り組むとともに、指定廃棄物等の処理処分に係る技術的課題解決のた

めの研究開発を進める。 

また、森林・水域等の環境中に残存している放射性物質の環境動態に関する長期的観点からの調査・研究を実施する。さらに、帰還地域における長期的環境影響

評価を行うとともに、生活者の安全安心な生活基盤確保のための生活環境リスク管理手法の構築、生態系サービスを含めた生態系アセスメントを実施する。 

イ．環境創生研究プログラム 

福島県の浜通り地域を対象として実施してきたまちづくり支援研究を発展させて、環境配慮型の地域復興に資する地域の環境資源、エネルギー資源を活用した環

境創生のモデル事業の設計手法を開発し、技術と社会制度を組み合わせた実現シナリオを構築してその実現による環境面、社会経済面での効果を評価するとともに、

社会モニタリングシステムの開発・構築を通じてその検証を進め、持続可能な地域社会を目指した体系的な施策を提案する。 

ウ．災害環境マネジメント研究プログラム 

災害廃棄物処理システムの統合的マネジメント手法や体系的な人材育成システムを開発・活用し、化学物質対策や原発災害への対応力に関する検証研究や地方環

境研究機関等の間のモニタリング・ネットワーク構築を進め、災害環境研究の国内・国際ネットワーク拠点の形成を目指す。 

 

これらの取組により、被災地の確実な環境回復に貢献するとともに、環境創生に至る道筋を示し、課題解決型研究プログラムと連携して被災地における持続可能

な地域環境の創出に貢献する。さらに、東日本大震災等の大規模災害の教訓を踏まえた環境面での強靭化に貢献する。 

 

 中長期計画 
 ②災害環境研究プログラム 

福島復興再生基本方針（平成 24 年 7 月 13 日閣議決定）及び推進戦略等に基づき、災害と環境に関する研究（災害環境研究プログラム）を推進する。 
具体的には、平成 28 年度に福島県環境創造センター内に開設される国環研福島支部を災害環境研究活動の拠点として、「環境創造センター中長期取組方針」（平成

27 年 2 月環境創造センター運営戦略会議）に則り、福島県及び日本原子力研究開発機構（JAEA）とそれぞれの強みを活かした適切な役割分担のもと連携するとと

もに、他の国内外の関係機関・研究ステークホルダー等とも連携し、国環研がこれまで実施してきた災害環境研究の 3 つの研究プログラムである「環境回復研究」、

「環境創生研究」及び「災害環境マネジメント研究」を更に継続・発展させる。 
各研究プログラムにおいて、中長期計画期間中に実施する具体的な取組は以下のとおり。 
 
ア．環境回復研究プログラム 

国の喫緊の最重要課題である中間貯蔵と県外最終処分に向けた減容化技術等の研究開発に取り組むとともに、指定廃棄物等の処理処分に係る技術的課題解決の

ための研究開発を進める。 
また、森林・水域等の環境中に残存している放射性物質の環境動態に関する長期的観点からの調査・研究を実施する。さらに、帰還地域における長期的環境影
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響評価を行うとともに、生活者の安全安心な生活基盤確保のための生活環境リスク管理手法の構築、生態系サービスを含めた生態系アセスメントを実施する。 
 
イ．環境創生研究プログラム 

福島県の浜通り地域を対象として実施してきたまちづくり支援研究を発展させて、環境配慮型の地域復興に資する地域の環境資源、エネルギー資源を活用した

環境創生のモデル事業の設計手法を開発し、技術と社会制度を組み合わせた実現シナリオを構築してその実現による環境面、社会経済面での効果を評価するとと

もに、社会モニタリングシステムの開発・構築を通じてその検証を進め、持続可能な地域社会を目指した体系的な施策を提案する。 
 
ウ．災害環境マネジメント研究プログラム 

災害廃棄物処理システムの統合的マネジメント手法や体系的な人材育成システムを開発・活用し、化学物質対策や原発災害への対応力に関する検証研究や地方

環境研究機関等の間のモニタリング・ネットワーク構築を進め、災害環境研究の国内・国際ネットワーク拠点の形成を目指す。 
 
これらの取組により、被災地の確実な環境回復に貢献するとともに、環境創生に至る道筋を示し、課題解決型研究プログラムと連携して被災地における持続可能な

地域環境の創出に貢献する。さらに、東日本大震災等の大規模災害の教訓を踏まえた環境面での強靭化に貢献する。 
 

 年度計画（該当箇所を抜粋して記載） 

 ②災害環境研究プログラム 

福島復興再生基本方針（平成 29 年 6月 30 日閣議決定）及び推進戦略等に基づき、災害と環境に関する研究（災害環境研究プログラム）を推進する。  

具体的には、平成 28 年度に福島県環境創造センター内に開設した国環研福島支部を拠点とし、「環境創造センター中長期取組方針」（平成 27 年 2 月環境創造センタ

ー運営戦略会議）に則り、福島県及び日本原子力研究開発機構（JAEA）とそれぞれの強みを活かした適切な役割分担のもとで連携するとともに、他の国内外の関係機

関・研究ステークホルダー等とも連携し、以下の 3つの災害環境研究プログラムを更に発展させ、成果の最大化を目指す。  

各研究プログラムにおいて、福島支部とつくば本構が一体となって、別紙 2 の研究を総合的・統合的に推進することにより、被災地の環境回復・創生及び環境面で

の国土強靱化に貢献する。 

 

ア．環境回復研究プログラム 

イ．環境創生研究プログラム 

ウ．災害環境マネジメント研究プログラム 
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 評価軸、指標 業務実績 評価軸ごとの自己評価 

 

 

○災害環境研究における

総合的な取り組みによ

り環境行政や社会へ貢

献をしているか 

 

 

 

 

 

【評価指標】 

・被災地や関係主体等と

連携した取組の実施状

況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○福島復興再生基本方針（平成 24 年 7 月 13 日閣議決定、平成 29 年 6月 30 日改定）及び推進戦略

等に基づき、災害と環境に関する研究を推進した。 

○平成 28 年 4月に開設した国環研福島支部を中心として「環境創造センター中長期取組方針」（平

成 27 年 2月策定、平成 31 年 2月改定 環境創造センター）に則り、福島県及び日本原子力研究開

発機構（JAEA）とそれぞれの強みを生かした適切な役割分担のもとで連携するとともに、他の国

内外の関係機関・研究ステークホルダー等との連携をより一層強化し、環境回復研究プログラ

ム、環境創生研究プログラム、災害環境マネジメント研究プログラムを総合的・一体的に推進し

た。具体的な成果は以下のとおりである。 

 

【被災地や関係主体等と連携した取組の実施状況】 

福島支部を現地拠点として、地方公共団体、大学、研究機関、民間企業、NPO 等との協働型調査

研究が更に進み、被災地における環境復興や地域環境行政の推進に貢献した。 

 

環境回復研究プログラム 

（１）放射能汚染廃棄物等の処理・処分に関する取組 

○これまで開発してきた減容化技術が中間貯蔵施設の熱的減容化技術として採用された。減容化の

安全かつ安定運転に役立つ科学的・技術的知見を減容化施設等へ提供した。 

○対策地域内廃棄物処理業務等（減容化処理）に係るアドバイザリー委員会（環境省）に参画・助

言し、仮設焼却施設の安定運転に貢献した。 

○民間企業等と連携して、資源作物に対する安定メタン発酵条件を提案し、福島イノベーション・

コースト構想の地域復興実用化開発等促進事業として福島県富岡町において資源作物からのメタ

ン発酵の実証に着手した。 

○農業・食品産業技術総合研究機構等と連携して、福島県飯舘村において資源作物等の栽培実証を

行い、作物に対する放射性セシウムの移行係数を測定した。 

○福島県と共同で、福島県内の線量が低い地域における汚染廃棄物等の有効利用の実態調査をふま

えた事例計算を行い、有効利用に伴う作業者の追加的な被ばく線量を試算した。 

○各プログラムにおいて、被災地の

地方公共団体を始めとした国内

外の複数の関係機関・研究ステー

クホルダーと連携して現場の課

題解決に向けた取組が進められ

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

○環境回復研究プログラムでは、国

への技術的知見の提供、他機関と

共同した技術的検討等を行って

おり、被災地や関係主体と連携し

た環境回復プロセスが進められ

ている。 
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（２）環境中の放射性物質の実態把握や生態系への影響評価に関する取組 

○福島県相双農林事務所、相馬市、南相馬市の協力の下、宇多川水系宇多川ならびに松ヶ房ダム湖

と太田川水系太田川ならびに横川ダム湖における放射性セシウムの挙動調査を実施し、ダム放流

水（農業用水）における溶存態放射性セシウム濃度に関する観測データを福島県農地管理課に提

供するとともに、上記濃度の減衰速度がダム流入水に比べ放流水で低い傾向であることがわかっ

た。 

〇大学や研究機関と連携して、大気拡散モデルと新たな実測濃度データを用いて、事故後初期の甲

状腺被ばく線量を地域別・日別・避難パターン別に評価するとともに、その不確実性について整

理した。 

○日本野鳥の会いわき支部との共催で、避難指示区域内外の鳥類モニタリングデータを協働で解析

する「バードデータチャレンジ in いわき 2018」を開催した。 

○飯舘村役場や NPO と協働し、飯舘村内の大気粉塵中の放射性セシウムモニタリング及び室内の放

射性核種調査を実施した。 

○福島県生活環境部主催の「野生生物共生センター第 5 回環境学習会」において、「東日本大震災に

よる避難地域の生態系への影響」の講演タイトルで、震災による生物・生態系への影響について

の最新の知見を紹介した。 

 

環境創生研究プログラム 

〇これまで進めてきた福島県浜通り地域の新地町における産官学民と連携した復興まちづくり支援

研究が地域エネルギー会社の設立に至るとともに、会津地域の三島町と連携した森林バイオマス

を活用した地域エネルギーシステム研究・町おこし支援研究が進捗した。また、中通り地域の郡

山市との SDGs や産業創生等に関する連携が進むなど、地域の環境・エネルギー資源を活用した地

域環境創生研究の進化と面的展開が更に進んだ。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○環境創生研究プログラムでは、

福島県新地町との連携したまち

づくり支援の取組、同県三島町や

郡山市との持続可能な地域づく

に向けた連携が進められ、持続可

能な地域社会を目指したプロセ

スが進められている。 
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○福島県新地町との包括的協定に基づく環境都市の政策支援の一環として、新地駅周辺の土地区画

整理事業区域において駅前まちづくりに関する協議に参加し、町民が参加する街区デザイン手法

を開発・適用した。未来ビジョンに関する産官学が参加する会議を開催し、新地町への提案を行

った。新地町における提案は福島県スマートコミュニティ構築事業としての申請と採択を通じて

計画、建設に反映されて、図 2-1 のように復興地方公共団体のパイロットケースとなりうる先導

的な地域エネルギー事業の社会実装につながった。 

図 2-1 新地町における地域エネルギー事業の社会実装 
 
 

○福島県新地町におけるこれまでの研究開発の結果が福島イノベーション・コースト構想の地域復

興実用化開発等促進事業の申請と採択につながり、その知見を他地域に展開するためのコンサル

ティングツール開発の研究を開始した。成果は環境省及び福島県浜通り地方公共団体への提供を

進めている。 

○福島県三島町の林業関係者意見交換会（3回開催）にオブザーバー参加した。また、同町におけ

る木質バイオマスを活用したスマートコミュニティ構築検討に対して知見の提供を行った。定住

促進住宅での家庭エネルギー消費モニタリングのモニターを継続実施した。三島町との共催で一

般市民向けの出前講座（森林資源を活用した再生可能エネルギーへの挑戦）を開催した。 

○奥会津五町村活性化協議会の森林環境整備部会の研修会(平成 31 年 3月)にて森林利活用に関する
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知見の提供を行った。 

○福島県郡山市と連携協力協定を締結し、持続可能な環境と経済が調和した環境都市の実現に向け

て連携した取組を推進した。具体的には、SDGs の推進・導入を支援するためのワークショップ開

催、勉強会での講演、「SDGs 未来都市」（内閣府）申請に関する助言等を行った。さらに、「気候

変動適応に関するセミナー」を共催し、気候変動適応をめぐる動き、福島県における気候変動の

現状等について知見の提供を行った。 

 

災害環境マネジメント研究プログラム 

○平成 30 年 7月豪雨の災害廃棄物処理について、災害廃棄物処理支援ネットワーク（D.Waste-

Net）の枠組みの下で高度技能専門員１名、客員研究員３名を被災地である倉敷市、愛媛県、広島

県、岡山県に数週間から 1か月間派遣した。仮置場管理、発生量推計、処理フローの構築等につ

いて研究成果をもとにした技術的知見を提供し、倉敷市の処理実行計画に反映された。 

○三重県が実施した「災害廃棄物処理スペシャリスト人材養成講座」において、本研究プログラム

で開発した「廃棄物処理災害レジリエンス評価ツール」(図 2-2)を活用した研修を行い、その効

果と妥当性を検証した。三重県以外の地方公共団体の災害対応力向上に活用されることが期待さ

れる。 

○本研究プログラムで開発した「対応型図上演習」を用いた災害廃棄物対策研修を実施した地方公

共団体（愛知県、兵庫県、三重県、堺市等）に対し、企画設計に関する技術的助言を行うととも

に、運営を支援した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○災害環境マネジメント研究プロ

グラムでは、平成 30 年 7 月豪雨

に高度技能専門員の派遣や技術

的知見の提供、過去の災害の経験

を踏まえた支援体制の整備や地

方公共団体の災害廃棄物計画策

定に際しての技術的助言を行う

等幅広い連携活動を実施した。 
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・研究成果の国や地方自

治体による政策への貢

献状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2-2 廃棄物処理災害レジリエンス評価ツール  

 

【研究成果の国や地方自治体による政策への貢献状況】 

環境回復研究プログラム 

（１）放射能汚染廃棄物等の処理・処分に関する政策への貢献 

○平成 30 年 5月、6月、7月、8 月、10 月、12 月及び平成 31 年 3 月に開催された、対策地域内廃

棄物処理業務等（減容化処理）に係るアドバイザリー委員会ワーキンググループに委員として参

画し、中間貯蔵施設の熱的減容化施設について技術的知見等を提供し、施設の建設・運転計画の

策定に貢献した。 

○平成 30 年 6月、10 月、12 月及び平成 31 年 3月に開催された、対策地域内廃棄物処理業務等（減

容化処理）に係るアドバイザリー委員会に委員として参画し、仮設焼却施設について技術的助言

等を行い、施設の安全かつ安定運転に貢献した。 

○福島県外の 5 県で保管されている指定廃棄物の適正管理について、国や宮城県等の地方公共団体

に技術的観点からの知見提供を行い、指導・助言を行った。 

○中間貯蔵施設、除染による環境回復、除去土壌・除染廃棄物、指定廃棄物等の対策に関する国等

の各種検討会に参画し、蓄積した知見の提供や助言等により、合理的な政策形成に貢献した。 

○環境放射能除染学会に県外最終処分技術開発戦略研究会を設置した。技術調査・ヒアリングによ

り処理・処分のマスバランスを計算し、処分シナリオの多面的評価について多様な専門家と検討

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○各プログラムにおいて、各種検

討会や指針・マニュアル等の検

討の場への参画を通じて様々な

技術的助言や知見の提供によ

り、国や地方公共団体への政策

貢献を積極的に行った。 

○環境回復研究プログラムでは、

放射能汚染廃棄物等の技術的相

談・協力依頼への対応や中間貯

蔵施設や環境回復等に関する国

等の各種検討会等への蓄積した

知見の提供や助言を通じて、研

究成果の政策への還元に繋げ

た。 
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して、オブザーバーとして参加している環境省と中間貯蔵・環境安全事業株式会社（JESCO）を通

して政策貢献を目指している。 

○平成 31 年 2月に、平成 30 年度廃棄物の適正処理及び廃棄物由来エネルギーの有効利用に係る調

査等委託業務（委託元環境省）からヒアリングを受け、木質バイオマス発電に関する技術的知見

を提供した。また、福島県及び県内の地方公共団体が復興の手段としてバイオマスの燃料化を検

討しており、これらの地方公共団体に対して技術的知見を提供した。 

 

（２）環境中の放射性物質の除染やモニタリングに関する政策への貢献 

○国が進める「森林除染のあり方に関する調査事業」や「森林から生活圏への放射性物質の流出・

拡散の実態把握等に関するモデル事業」について、専門家の立場から技術的助言等を行い、当該

個別事業の適正な推進に貢献した。 

○国の「福島再生・未来志向プロジェクトに係る意見交換会」において、国環研が福島県浜通り地

方河川流域で実施している環境回復研究プログラムの研究成果を紹介するとともに、専門家とし

て放射性セシウムの環境動態に関する知見を提供し、プロジェクトの進行ととりまとめに貢献し

た。 

○国の「放射性物質の常時監視に関する検討会」において、専門家として放射性物質の環境動態に

関する知見を提供し、常時監視結果のとりまとめや今後の方針策定に貢献した。 

○国の「水生生物の放射性物質モニタリング評価検討会」において、霞ケ浦や福島県浜通り地方河

川での調査から得られた知見を提供するとともに、モニタリング結果のとりまとめや次年度検討

課題の抽出作業において、専門家として水生生物移行特性に関する知見を提供し、事業の推進に

貢献した。 

○平成 29 年 4月末に福島県浪江町十万山で発生した林野火災に伴う放射性セシウムの大気放出や、

下流域への流出による影響について、昨年度に引き続き、福島県ならびに JAEA と連携して実態把

握に取り組み、その成果を浪江町や福島県に提供することで、林野火災とその影響評価に関する

行政対応に貢献した。 

○国の「平成 30 年度野生動植物への放射線影響調査研究報告会」において、国環研で実施している

放射線等による生物•生態系への影響についての知見を提供し、今後の野生生物への放射線影響調

査についての方針作成に貢献した。 

○福島県の「福島県イノシシ管理計画（第３期）」の策定において、国環研が新規に開発した野生生
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物推定モデルについての知見を提供し、今後の有害鳥獣管理についての方針作成に貢献した（図

2-3）。 

 

図 2-3 生物個体数密度推定モデル（左）と本手法により作成された福島県イノシシ生息密度推定マップ（右）  

 

○福島県と国際原子力機関(IAEA)が共同で実施する野生動物における放射性核種動態関連のプロジ

ェクトに、専門家として放射性セシウムの生物体内への移行に関する知見を提供し、プロジェク

トの進行ととりまとめに貢献した。 

 

環境創生研究プログラム 

○福島県新地町との包括的協定を発展させ、東京大学大学院新領域創成科学研究科を含めた三者協

定を締結し、環境都市政策の支援と人材育成、地域活性化に貢献した。新地駅周辺の土地区画整

理事業区域において駅前まちづくりに関する協議に参加し、町民が参加する街区デザイン手法を

開発・適用した。 

○新地町と協力して取り組んでいる「スマート・ハイブリッドタウン」構想における地域 ICT シス

テム「新地くらしアシストシステム」を更新し、地方公共団体と地域住民を交えた社会コミュニ

ケーションの促進に貢献した。地域 ICT システムの電力モニタリング機能を用いて、各世帯の特

性に応じた個別の省エネアドバイスレポートを提供した。また、これまでの電力モニタリングに

よる結果を地域住民に発信するため、新地町のくらしアシストシステム導入世帯を対象に成果報

告会を開催した（平成 30 年 6月 1 日）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○環境創生研究プログラムでは、

様々な地方公共団体でのまちづ

くり支援研究を通じて、知見や

データの提供を行い、研究成果

の地域への還元に繋げた。 
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○「新地町未来ビジョン検討会」を同町及び東京大学と協力して開催し、復興事業終了後の人口維

持や産業創出の課題と取組を分析した。環境未来都市と SDGs に関して新地町役場の職員向け勉強

会を開催し、職員の知識レベル向上に貢献した（平成 31 年 2月 22 日）。 

○環境省環境再生・資源循環局へ協力し、同局の担当する「福島再生・未来志向プロジェクト」に

地域統合評価モデル等の知見を提供するとともに、同プロジェクトにおいて開催された環境省の

関係部局との意見交換会に出席し、避難指示解除区域や帰還困難区域を含む避難地域における環

境創生型の復興について議論を行った。 

○福島県郡山市において、SDGs の推進・導入を支援するため、合計 3 回にわたり「SDGs から郡山の

未来を考えるワークショップ」を開催するとともに（郡山市・うつくしま NPO ネットワークとの

共催）、当市の「SDGs 未来都市」（内閣府）申請に際して助言を行った。加えて、郡山市を中心と

する「こおりやま広域連携中枢都市圏」（15 市町村）の職員による SDGs 等の勉強会（平成 31 年 1

月 11 日）において講演し、SDGs に関する基本的な情報の提供と地方公共団体における SDGs 推進

の意義について解説を行った。また、こうした取組の一層の推進・発展を図ること目的とし、郡

山市との連携・協力について基本協定を締結した（平成 31 年 2月 5日）。 

○平成 29 年 8月に福島県三島町と締結した環境と調和したまちづくりに関する連携・協力協定に基

づき、地域拠点事業計画支援、森林の持続的生産に関する研究結果の提供等を行い、木質バイオ

マスを活用したスマートコミュニティ構築の検討や、林業関係者意見交換会にて助言を行った。 

 

災害環境マネジメント研究プログラム 

○国や兵庫県、三重県等の地方公共団体と連携し、災害廃棄物処理計画策定に対する指導助言や、

人材育成研修やネットワークづくりの場づくりに実践的に参画協力した。また、国や都道府県と

連携して、主に地方公共団体向けの災害廃棄物対策に係る情報提供のための情報基盤（プラット

フォーム）を公開し、地方公共団体等の計画策定等に活用可能な情報の充実化を図った。 

○将来の巨大地震等による災害廃棄物対策推進に係る検討に、技術システム、主体間連携及び指針

改訂等の観点から参画し、蓄積してきた知見を提供した。 

○環境省が設置した災害廃棄物処理支援ネットワーク（D.Waste-Net）の構成機関として、これまで

の知見の集積をもとに、平成 30 年７月豪雨災害等での災害廃棄物対策において専門家を複数名派

遣し、現地での技術支援を行った。 

○ある県における化学工場爆発事故で発生した周辺農作物への影響について、限定的な情報に基づ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○災害環境マネジメントプログラ

ムでは、災害廃棄物に関して情

報プラットフォームから発信す

る情報の充実を図るとともに、

将来の巨大地震への対応を検討

する検討会に参画し、計画や指

針作成に貢献した。また、

D.Waste-Net を通じて、平成 30

年 7月豪雨災害等での技術的支

援に貢献し、環境大臣より表彰
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・外部研究評価委員会か

らの主要意見 

 

 

 

 

・外部研究評価における

評点  

 

 

 

 

 

 

【モニタリング指標】 

・各種審議会等の委員数 

 

・一般向けの講演・ワー

クショップ等の数 

 

 

 

 

・誌上・口頭発表、研究

データ報告件数 

き、考えられる可能性を検討して県に対して対応方針の助言を行った。 

 

【外部研究評価委員会からの主要意見及び評点】 

○平成 30 年 12 月 14 日に外部研究評価委員による年度評価を受け、被災地を具体的な対象として福

島支部を拠点として地に足を付けて、３つの研究プログラムが体系的に組み立てられて迅速かつ

広範な調査研究・技術開発等が実施されている点が高く評価された。一方で、特定支援地域に留

まらず、災害環境学として普遍化できるよう進展させて欲しいという指摘を受けた。 

 

○平成 30 年度外部評価における評点は、3を標準としてプログラム全体で 4.38、3 つの研究プログ

ラムにおいても 4.00～4.08 であった（資料 7）。 

 

 

 

 

 

 

【研究成果の発信と活用】 

○審議会等への参画委員数は 58 人であった（資料 34）。 

 

○災害環境研究に関する講演、ワークショップ等を各地で開催し、連携ワークショップ 20 件と招待

講演 20 件、一般向けのワークショップ 6 件、講演 10 件を行った（資料 37）。 

 

 

 

 

○研究成果の発表として、誌上発表（査読あり）39 件、誌上発表（査読なし）19 件、口頭発表（国

内）153 件、口頭発表（国外）30 件を行った。 

 

 

された。 

 

 

○平成 30 年度外部研究評価委員

会においては、福島支部を拠点

として、３つの研究プログラム

が体系的に組み立てられて迅速

かつ広範な調査研究・技術開発

等が実施していることが高く評

価を受けた。 

○本プログラムでは、得られた学

術成果に基づいて災害環境学を

一般化していくことが期待され

ており、一般化に向けた多様な

知見の集積や社会実装を行って

いく。 

 

 

○研究成果を環境政策の検討に活

かすように努めている。 

○一般向けの講演 10 件とワークシ

ョップ 6 件、招待講演 20 件と災

害環境研究に関する講演、ワー

クショップ等を各地で行ってい

る。 

 

○平成 30 年度は、第 3中期（平

成 23～27 年度）の平均に対し、

査読ありなしを合わせた誌上発
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＜関連する資料編＞ 

（資料 7）外部研究評価結果総括表 

（資料 9）災害環境研究プログラムの実施状況及びその評価 

（資料 34）各種審議会等委員参加状況 

（資料 35-1）環境政策への主な貢献事例 

（資料 37）ワークショップ等の開催状況 

 

表全体で 126％、中でも査読あり

の誌上発表は 2 倍以上と大幅な

増加がみられ、質的・量的にも

研究成果の最大化を実施した。 

○また、口頭発表（国内）、口頭

発表（国外）も、139％、167％

の件数であり、着実に成果を上

げた。 

○環境創造センターに入

居する他機関との適切

な役割分担の下での連

携をはじめ、他の関係

機関等と適切に連携し

つつ取り組んでいるか 

 

 

 

 

 

 

【評価指標】 

・他機関との連携状況等 

 

 

○環境創造センターに入居する福島県、JAEA との連携については、共同で部門会議（放射線計測、

除染・廃棄物、環境動態、環境創造）やセミナーを開催するとともに、各種ワーキンググループ

を設置し実務的な検討を行う等、効果的・効率的な調査研究の実施に努めている。また、情報発

信面でも、平成 30 年 7月の環境創造センター開所二周年記念イベントや平成 30 年 12 月の福島県

環境創造シンポジウム、研究施設の視察受入、環境創造センターホームページにおける三機関の

研究情報検索機能の導入等を連携して行った（資料 37、資料 38）。更に、環境創造センター中長

期取組方針のフェイズ 1（平成 27-30 年度）期間の終了にあたり、フェイズ 1の事業評価を実施す

るとともに、三機関ワーキンググループでの議論や創造センター外の関係機関とのワークショッ

プ開催等を通して、フェイズ 2（平成 31-33 年度）における中長期取組方針の改定と調査研究計画

の作成を行った。 

〇環境創造センター以外の機関との間でも、国内外の様々な機関と積極的に連携し取り組んだ。 

 

【環境創造センターの他機関との連携状況】 

○福島県、JAEA 等との連携セミナーや研究会等を頻繁に行い、調査研究成果を共有するとともに、

連携推進のための検討を進めた。 

○福島県や JAEA と連携し、郡山市放射線教育の一環として、郡山第六中学校において 3 年生を対象

○福島県、JAEA とは研究推進、情

報発信の両面で、適切に連携し

つつ取り組んでいると認められ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○国や地方公共団体、大学や研究

機関等、国内の様々な機関と連

携し、研究会の開催、共同での

調査・研究の実施を進めるとと
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【モニタリング指標】 

・連携ワークショップ等

の開催数 等 

 

 

に国立環境研究所の災害環境研究における取り組みを紹介した。 

○除染・廃棄物部門/環境創造部門合同セミナーにて汚染廃棄物等の熱処理に関する今後の課題を発

表し、創造センターの他機関と情報共有した。また、このセミナーを転機として、バーク等の木

質バイオマス発電における放射性セシウムの挙動解明に関して、福島県と共同研究を行うための

意見交換を行い、研究計画案を作成した。 

○福島県や JAEA と連携して、帰還困難区域における林野火災に伴う放射性セシウムの環境影響の実

態把握に昨年度から継続して取組み、その成果を地元地方公共団体に提供した。 

 

【その他の国内機関等との連携状況】 

○民間企業等と連携して、資源作物に対する安定メタン発酵条件を提案し、富岡町において資源作

物からのメタン発酵の実証に着手した。 

○農業・食品産業技術総合研究機構等と連携して、飯舘村において資源作物等の栽培実証を行い、

作物に対する放射性セシウムの移行係数を測定した。 

○文科省英知事業として、コンクリートの汚染機構解析を名大、東北大、JAEA 他と共同で実施中で

あり、コンクリート製処分場におけるセシウムとストロンチウムの浸透予測に活用する。 

○一般社団法人廃棄物資源循環学会と連携し、近畿地方において災害廃棄物処理に係る専門家（学

術・民間）と行政担当者のネットワークを醸成するための参加型セミナーを開催した。 

○水環境における放射性セシウムの中長期的なモニタリングのあり方について筑波大学、産業技術

総合研究所、農業・食品産業技術総合研究機構東北農業センターとの研究連携を推進した。 

○原発事故による野生生物への影響や森林生態系における放射性セシウムの挙動評価等をテーマと

して、高知工科大学大学院生と筑波大学生命環境研究科学生へのインターンシップを実施した。 

○筑波大学と「環境放射線の生物影響モニタリング可能な植物培養細胞を用いた新規影響評価手法

の開発」についての共同研究を行った。 

 

【国際機関との連携状況】 

○福島県浜通り地方河川流域を対象とした放射性物質環境動態解明に関する仏大気海洋研究所

（LSCE)ならびに仏放射線防護原子力安全研究所（IRSN）との研究連携を推進した。 

 

＜関連する資料編＞ 

もに、海外とも連携して研究推

進や関連集会を行っている。 

 

 

 

 

 

 

○連携ワークショップ等の開催数

は 20 件であり、様々な機関と連

携したワークショップ等の開催

にも努めている。 
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（資料 37）ワークショップ等の開催状況 

（資料 38）研究所視察・見学受入状況 

 

 項目別評定（自己評価） Ａ 

 評価軸毎の自己評価欄に記載のとおり、研究開発成果の最大化に向けて顕著な成果の創出が認められ、得られた結果の情報発信や環境政策への貢献に積極的に取り組

んでいる。災害環境研究プログラムにおいて、福島県環境創造センターにおける福島県、原子力研究開発機構（JAEA）、国環研福島支部の連携、産官学民との協働体制

構築を一層進めることができた。また、西日本豪雨の災害発生時にこれまでの知見を活用し貢献した。迅速かつ広範な調査研究・技術開発が実施されていることは外

部評価でも高く評価された。 
 

 主務大臣による評価 

 評定 Ａ 

 ＜評定に至った理由＞ 
○災害環境研究における総合的な取り組みにより環境行政や社会へ貢献をしているか 
 ・福島支部を中心として、国内外の関係機関・研究ステークホルダーとの連携を一層強化するとともに、３つ（環境回復・環境創生・災害環境マネジメント）の研

究プログラムを総合的・一体的に推進し、被災地の環境回復・創生等に貢献。 
○環境創造センターに入居する他機関との適切な役割分担の下での連携をはじめ、他の関係機関と適切に連携しつつ取り組んでいるか 
 ・福島県、JAEA と研究推進、情報発信の両面で適切に連携。 
 ・国内の様々な機関と連携し、研究会の開催、共同調査・研究を進めるとともに、仏放射線護原子力安全研究所(IRSN)など海外の機関とも連携して研究を推進。 
 ・一般向けの講演・ワークショップ 16 件、招待講演 20 件、連携ワークショップ 20 件と、災害環境研究に関する講演、ワークショップ等を各地で開催。 
＜項目別評定Ａの判断根拠となる主要な事例＞ 
○環境回復研究プログラム：開発した減容化技術が、中間貯蔵施設の熱的減容化技術として採用され実機化。 

 ○環境創生研究プログラム：福島県新地町での復興まちづくり支援研究が地域エネルギー会社の設立に貢献。 
 ○災害研究マネジメント研究プログラム：災害廃棄物処理支援ネットワーク（D.Waste-Net）を通じ、西日本豪雨の被災地に高度技能専門員を派遣し、災害廃棄物

処理についての技術的支援を実施。 
 ○誌上発表（査読あり）39 件、誌上発表（査読なし）19 件、口頭発表 （国内）153 件、口頭発表（国外）30 件を行った研究成果の発表は、第３期平均に対して

大幅に増加。 
 ○外部評価委員会においてプログラム全体の評点は 4.38、福島支部を拠点に 3 つの研究プログラムが体系的に組み立てられ、迅速かつ広範な調査研究・技術開発

等が実施されていることが高く評価。 
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４．その他参考情報 

＜審議会の意見等＞ 

・地域、他機関との連携を通じた取り組みによる、環境行政や社会への貢献を高く評価する。外部評価評点、成果発信の充実、発表数等のモニタリング指標も順調であり、

Ａ評価に異存ない。ただ、活動が広範にわたるせいか、研究所としての貢献の重点をどのあたりに置いているのか少しわかりにくいところがある。 

・被災地の需要に応じ幅広い貢献をしていることは理解できるが，災害環境研究としての独自性がわかりにくいものもある。災害環境学の確立は国際的にも期待が高く，

外部評価の個別意見にもあるように普遍化に向けた努力と実装支援とのバランスが重要であると考えられる。 
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２．主要な経年データ 

 主な評価指標及びモニタリング指標 

   達成目標 参考値等 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 （参考情報） 

 

（評価指標） 

外部評価における評点 

（基盤的調査・研究） 
－ － 3.92 4.20 3.92   3 を標準とした 5段階評価。 

外部評価における評点 

（環境研究の基盤整備） 
－ － 4.36 4.40 4.18   同上 

外部評価における評点 

（衛星観測に関する研究事業） 
－ － 4.27 4.47 4.40   同上 

外部評価における評点 

（エコチル調査に関する研究事業） 
－ － 4.09 4.07 4.00   同上 

外部評価における評点 

（その他４つの研究事業） 

 

－ － 4.18 4.00 4.00   

リスク評価、気候変動、災害環境マネ

ジメント、社会対話に関する研究事

業。採点基準については同上。 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

項目別調書 No.３ 環境の保全に関する科学的知見の創出等の推進 

当該事務実施に係る根拠 

（個別法条文など） 

国立研究開発法人国立環境研究所法 第 11 条第 1項 

一 環境の状況の把握に関する研究、人の活動が環境に及ぼす影響に関する研究、人の活動による環境の変化が人の健康に及ぼ

す影響に関する研究、環境への負荷を低減するための方策に関する研究その他環境の保全に関する調査及び研究（水俣病

に関する総合的な調査及び研究を除く。）を行うこと。 

（第二号、第三号省略） 

当該項目の重要度、難易度 【重要度：高】 

環境研究の基盤的調査・研究及び基盤整備等は、環境問題の解決に資する源泉となるべきものであり、我が国の環境政策の意思

決定の科学的根拠となるものであるため。また、国家的プロジェクトである「子どもの健康と環境に関する全国調査（エコチル

調査）」や「衛星による温室効果ガス等地球環境モニタリング」などを含むため。 

４ 項目別評価調書（第３．研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項） 
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（モニタリング指標） 

誌上発表（査読あり）件数 － 226 222 383 303   
参考値は第 3 期中期目標期間の

平均値 

誌上発表（査読なし）件数 － 87 72 87 81   同上 

口頭発表（国内）件数 － 437 351 735 534   同上 

口頭発表（国外）件数 － 135 127 300 215   同上 

招待講演数 － 74 75 128 118   同上 

書籍数 － 39 19 44 24   同上 

受賞数 － 26 28 28 38   

国環研全体での受賞実績数、参考

値は第 3 期中期目標期間の平均

値 

環境標準物質の外部研究機関等への提供

件数 
― 141 185 181 198   

参考値は第 3 期中期目標期間の

平均値 

微生物保存株の外部研究機関等への提供

件数 
― 383 412 359 329   同上 

実験水生生物等の試料等の外部研究機関

等への提供件数 
― 95 141 155 116   同上 

主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 

  平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 （参考情報） 

予算額（千円） 11,831,479 12,737,424 13,375,194     研究業務全体額 

決算額（千円） 16,516,342 13,041,247 12,517,773     研究業務全体額 

従事人員数 202  201 208     研究系常勤職員数 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 

 （２）環境の保全に関する科学的知見の創出等の推進 
環境問題の解決に資する源泉となるべき環境研究の基盤的調査・研究及び基盤整備等について、環境省の政策体系との対応を踏まえて 9 つの研究分野（地球環境研

究分野、資源循環・廃棄物研究分野、環境リスク研究分野、地域環境研究分野、生物・生態系環境研究分野、環境健康研究分野、社会環境システム研究分野、環境計

測研究分野及び災害環境研究分野）を設定し、着実に実施することとする。 
 

①基盤的調査・研究の推進 

創造的、先端的な科学の探求を基礎としつつ、環境問題の解決に繋がる高い水準の環境研究を推進する。また、中長期的な視点で新たに発生する重大な環境問題

や社会動向等に応じて随時生じる喫緊の行政課題の解決にも対応するため、環境研究や環境政策の基盤となる調査・研究を着実に推進する。 

具体的には、ゲノム情報解析等の先駆的な環境監視手法や研究手法の開発、政策的な意思決定の科学的根拠となる知見の集積などを実施する。 

これらの取組により、今後起こりうる環境問題への対応を含め、環境政策の立案・実施に貢献する。 

 

②環境研究の基盤整備等 

環境研究の基盤整備として、各種プラットフォームによる温室効果ガス等地球環境モニタリング、地域環境変動の長期モニタリング、環境試料・生物の保存・提

供、レファレンスラボ機能の整備、環境に関わる各種データの取得及びデータベース化等を推進する。 

また、国環研の研究と密接な関係を有し、組織的・継続的に実施することが必要・有効な業務であって、かつ国環研が国内外で中核的役割を担うべきものを「研

究事業」と位置付け、主導的に実施する。 

具体的には、 

・「地球温暖化対策の推進に関する法律」（平成 10 年 10 月 9 日法律第 117 号）及び「宇宙基本計画」（平成 27 年 1月 9日、宇宙開発戦略本部決定）に基づき、衛

星による温室効果ガス等地球環境モニタリング等を実施する。温室効果ガス観測技術衛星 2号機については、平成 29 年度目途の打ち上げ後に運用の実施を行う。 

・「子どもの健康と環境に関する全国調査（エコチル調査）」を、調査の研究計画書等に基づき着実に実施する。 

・環境分野におけるレギュラトリーサイエンスを充実・強化するため、行政施策の基礎となる科学的知見の研究開発を行う拠点を整備し、環境リスクに関する研

究と事業を連携して進める。 

・新たに、災害廃棄物等に関する研究事業を実施する。 

 

これらの取組により、環境研究や環境政策に有効な科学的知見を提供する。 
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 中長期計画 

 （２）環境の保全に関する科学的知見の創出等の推進 
環境問題の解決に資する源泉となるべき環境研究の基盤的調査・研究及び基盤整備等について、環境省の政策体系との対応を踏まえて 9 つの研究分野（地球環境研

究分野、資源循環・廃棄物研究分野、環境リスク研究分野、地域環境研究分野、生物・生態系環境研究分野、環境健康研究分野、社会環境システム研究分野、環境計

測研究分野及び災害環境研究分野）を設定し、着実に実施する。 
 

 ①基盤的調査・研究の推進 

創造的、先端的な科学の探求を基礎としつつ、環境問題の解決に繋がる高い水準の環境研究を推進する。また、中長期的な視点で新たに発生する重大な環境問題

や社会動向等に応じて随時生じる喫緊の行政課題の解決にも対応するため、環境研究や環境政策の基盤となる調査・研究を着実に推進する。 

具体的には、ゲノム情報解析等の先駆的な環境監視手法や研究手法の開発、政策的な意思決定の科学的根拠となる知見の集積などを実施する。 

これらの取組により、今後起こりうる環境問題への対応を含め、環境政策の立案・実施に貢献する。 

②環境研究の基盤整備及び研究事業 

ア．環境研究の基盤整備 

環境研究の基盤整備として、別紙 4に示すとおり各種プラットフォームによる温室効果ガス等地球環境モニタリング、地域環境変動の長期モニタリング、環境

試料・生物の保存・提供、レファレンスラボ機能の整備、環境に関わる各種データの取得及びデータベース化等を推進する。 

イ．研究事業 

国環研の研究と密接な関係を有し、組織的・継続的に実施することが必要・有効な業務であって、かつ国環研が国内外で中核的役割を担うべきものを「研究事

業」と位置付け、主導的に実施する。具体的には、別紙 5 に示すとおり、衛星による温室効果ガス等地球環境モニタリング、「子どもの健康と環境に関する全国

調査（エコチル調査）」、レギュラトリーサイエンスに係る事業等を実施する。 

 年度計画（該当箇所を抜粋して記載） 

 （２）環境の保全に関する科学的知見の創出等の推進 

環境省の政策体系との対応を踏まえて 9 つの研究分野を以下のとおり設定し、これらを担う研究センター等において環境問題の解決に資する源泉となるべき環境

研究の基盤的調査・研究及び基盤整備等を着実に実施する。 

 

  ア．地球環境研究分野 

  イ．資源循環・廃棄物研究分野 

  ウ．環境リスク研究分野 

  エ．地域環境研究分野 
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  オ．生物・生態系環境研究分野 

  カ．環境健康研究分野 

  キ．社会環境システム研究分野 

  ク．環境計測研究分野 

  ケ．災害環境研究分野 

 

①基盤的調査・研究の推進 

環境省の政策体系との対応を踏まえて設定した 9 つの研究分野を担う研究センター等において環境問題の解決に資する源泉となるべき環境研究の基盤的調査・

研究を着実に実施する。 

各研究分野における具体的な調査・研究及び達成目標等は別紙 3に示す。 

 

②環境研究の基盤整備及び研究事業 

ア．環境研究の基盤整備 

環境研究の基盤整備として、別紙 4 に示すとおり各種プラットフォームによる温室効果ガス等地球環境モニタリング、地域環境変動の長期モニタリング、

環境試料・生物の保存・提供、レファレンスラボ機能の整備、環境に関わる各種データの取得及びデータベース化等を推進する。 

 

イ．研究事業 

  「研究事業」として以下の 6つを設け、別紙 5のとおり事業を実施する。 

 

（ア）衛星観測に関する研究事業 

（イ）子どもの健康と環境に関する全国調査（エコチル調査）に関する研究事業 

（ウ）リスク評価に関する研究事業 

（エ）気候変動に関する研究事業（※） 

（オ）災害環境マネジメントに関する研究事業 

（カ）社会対話に関する事業 

 

※平成３０年１２月の年度計画変更により、「（エ）気候変動に関する研究事業」を廃止し、「第３．３．気候変動適応に関する業務」の一環として実施することとなったが、本項目別調

書においては、平成３０年１１月までの同事業における取組を評価する。 
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 評価軸、指標 業務実績 評価軸ごとの自己評価 

 ①基盤的調査・研究の推進 

○環境問題の解明・解決に資す

る科学的、学術的な貢献が大

きいか 

【評価指標】 

・具体的な研究開発成果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【基盤的調査・研究】 

○環境省の政策体系との対応を踏まえて 9 つの研究分野を設定し、これらを担う研

究センター等において環境問題の解決に資する源泉となるべき環境研究の基盤的

調査・研究を実施した（資料 3、資料 10）。各研究センター長のリーダーシップ

の下で概ね年度計画通りに研究を実施し、様々な課題について、基礎研究から応

用研究まで、課題解決型研究プログラムや災害環境研究プログラムを補完、発展

させる知見の提供や、最終的な社会実装を意識しながら研究を実施した。 

 

○新たな研究の発展やイノベーションを産む可能性の有る研究に対し、それぞれ関

連する 9 つの研究分野に位置づけて所内公募の上予算の特別配分を行い、所内公

募型提案研究として 13 件（うち平成 30 年度新規採択 7件）を実施した。予算規

模が大きく研究期間が長い所内公募型提案研究 A については 2 年目に中間評価を

実施し、必要に応じて研究計画の軌道修正等を行った。また、研究終了後は、所

内公募型提案研究 A、所内公募型提案研究 Bについて研究終了後の事後評価を行

い、対処方針を提出させることで、研究終了後も課題解決型研究プログラム等へ

活用されるようにした（資料 14）。 

 

○平成 31 年度開始の所内公募型提案研究 Aを 1 件、所内公募型提案研究 B を 9

件、所内公募型提案研究 Cを 2件採択した（資料 13）。 

 

○各研究分野の研究成果のうち、特筆すべきものを以下に挙げる。その他の研究成

果については、資料 10 の通りである。 

 

 

 

 

 

○9 つの研究分野各々について、平成 30 年

度研究計画に沿った成果を着実に上げる

とともに、各分野の研究において、当初の

想定を上回る顕著な成果を上げた。 

○魅力的で有意義な研究が多数実施されて

おり、次期中長期計画を見据えた研究展開

も考慮されていると外部評価委員により

高く評価されており、環境問題の解決に資

する源泉となるべき環境研究が実施でき

ている。 
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『地球環境研究分野』 

○成層圏オゾンの変動とその気候変動の関連についての研究では、地球規模のモデ

ル開発を通じ、気候変動とオゾン層回復の相互関係や両極のオゾンホールの状況

の解析を進め、南米初夏のオゾン量減少と対流圏ブロッキングとの関係を解明

し、南米における紫外線量予測の精度向上に貢献した（図 3-1）。 

 

図 3-1 南極周辺のオゾン気柱量分布とブロッキング 

 

『資源循環・廃棄物研究分野』 

○工場跡地や形質変更される土地などに存在する有害物質の起源（自然由来／人為

由来）について、還元溶解と強制酸化を組み合わせる判別法を考案した。土壌汚

染対策法における自然由来特例区域適用を判別する公定法として、人為汚染土壌

の適切な管理や自然由来重金属含有土の有効活用に向けた政策への貢献が期待さ

れる。 

○アジアにおける持続可能な消費と生産（ＳＣＰ）に係る政策の方向性をポリシー

ブリーフにまとめた。その成果は、ＳＣＰを含む持続可能な開発目標の進捗 レ

ビューを行う国連本部でのハイレベル政治フォーラムにおいてインドネシア・タ

イ・日本の三政府が開催したサイドイベントにて報告・共有された。 

 

『環境リスク研究分野』 

○東京湾と福島県沿岸の定点における定期調査により、底棲魚介類群集の変遷を追

跡するとともに、水温、溶存酸素濃度、栄養塩濃度などの水質項目や、放射性核

種などの環境因子の変動を調べた。その結果、東京湾では 1980 年代末に小～中型

○気候変動とオゾン層回復の相互関係や両

極のオゾンホールの状況の解析により、紫

外線量の予測の精度向上ができたことは

重要な成果である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○土地に含まれる有害物質の起源を判別す

る新しい手法開発は、今後のよりよい人為

汚染土壌の管理や自然由来重金属含有土

の有効活用に寄与するため重要である。 

 

 

 

 

 

 

 

○生態系に対する環境要因の影響可能性を

多種の生物と要因に対して長期にわたり

追跡する貴重な学術的成果である。 
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魚類及び甲殻類が激減し、2000 年代と 2010 年代に、それぞれ、大型魚類と特定の

二枚貝が増大したことが明らかとなった（図 3-2）。解析の結果、こうした現象と

湾内環境因子の変動が相関しており、関連性の究明を進めている。また、福島県

沿岸では総じて、魚類を含む複数の底棲魚介類の繁殖・再生産が阻害されている

可能性があり、減少要因あるいは増殖阻害要因の究明を進めている。 

  

図 3-2 東京湾における個体数・重量密度の経年変化 

 

『地域環境研究分野』 

○大気中の二次汚染物質に対する発生源寄与推計と対策立案に資する規範的モデル

の確立を目的として、複数のモデルによる汚染物質濃度計算結果の相互比較を行

った。PM2.5 については、硝酸塩を過大評価、硫酸塩と有機成分を過小評価する傾

向が全てのモデルで共通していた。硝酸塩過小評価の原因についてはモデルによ

る気象場の違いが再現性に大きく影響することが明らかとなった（図 3-3）。これ

らの結果を踏まえて、望ましい規範的なモデル設定について検討を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○複数の大気モデルの相互比較を通じて、異

なる大気モデル間の差異を明確にした。汚

染物質濃度観測値との乖離を小さくする

規範的な設定を用いて影響評価や大気汚

染対策への貢献が期待できる。 
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図 3-3 PM2.5濃度時間値（都内観測地点） 

 

『生物・生態系環境研究分野』 

○海底鉱物資源開発に伴う対策の一環として、生態毒性試験株の探索を行い、洋上

での植物プランクトンの金属溶出液影響評価実験及びリアルタイム水質監視手法

の実証試験を行った（図 3-4）。また、熱水噴出孔化学合成生物群集の脆弱性と回

復力の診断とマッピングを行った。国連教育科学文化機関（UNESCO）の

OceanBestPractices への２件のプロトコル登録を完了させるとともに、

ISO/TC8/SC13/WG4 会議において、洋上バイオアッセイ技術(ISO 22785)の ISO 規

格化に向けた諸作業に対応するなど、国際標準化に向けた取り組みを進めること

ができた。 

 

図 3-4 洋上での植物プランクトンの金属溶出液影響評価実験 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○洋上毒性試験法及び熱水噴出孔化学合成

生物群集の脆弱性と回復力マッピング

は、海底鉱物資源開発の際の環境配慮へ

の利用が見込める。 
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『環境健康研究分野』 

○ナノマテリアルなどの新規素材や試験困難物質を含め、環境化学物質の神経毒性

評価手法の開発と毒性発現機構の研究を進めた。特に銀ナノ粒子（10nm）の毒性

について神経系への毒性影響を評価した結果、細胞移動縮退、オートファジーの

誘導や細胞骨格系の変形などが毒性影響の指標となることが明らかになった（図

3-5）。 

 

図 3-5 銀ナノ粒子による細胞移動縮退、細胞骨格系の変形 

 

『社会環境システム研究分野』 

○主要な温室効果ガスの一つであるメタン（CH4）について、経済成長が著しく、

人口が増加するアジアでの一般廃棄物埋め立て由来排出量の将来増加量を推計し

た結果、将来の社会経済シナリオおよび一般廃棄物発生量の推計に用いる評価関

数の設定次第で値が大幅に変わることが示された。このようなモデル推計研究結

果は、主体的に参加しているエネルギーモデリングフォーラム（EMF）や農業比

較プロジェクト（AgMIP）、欧州モデル比較プロジェクト（CD-Links および

COMMIT）等の国際モデル比較研究プロジェクトにて、活用されている。また、イ

ンドネシア・ボゴール市では、MRV システムの実装実験を事例とし、イノベーシ

○銀ナノ粒子の神経系への毒性影響のメカ

ニズムを明らかにするとともに、細胞骨格

系の変形などが毒性影響の指標となる可

能性を示した貴重な学術的成果である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○一般廃棄物埋め立て由来メタンの将来増

加量の分析結果は、国際モデル比較への知

見提供の観点から重要な成果である。ま

た、MRV（温室効果ガス排出量の測定、報告

及び検証）システムの開発は社会実装に向

けて重要な貢献である。 
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ョンプロセスの下で、科学者と技術者で構成される「有識者ネットワーク」が地

方公共団体から国までの政策制定者と協力しながら、地域、国及び全球レベルの

ニーズに対応できる MRV システムを設計、開発及び実装を行うことができた。 

 

『環境計測研究分野』 

○エアロゾル測定の従来法での課題であったレーザーや干渉計の波長制御の煩雑さ

を解消すべく 532nm と 355nm の 2 波長高スペクトル分解ライダー（波長掃引型

HSRL）の開発を進めた。この結果、従来装置に対してエアロゾル消散係数誤差を

1/10 程度に改善することができ、精度向上を実証できた。独自開発のマイクロ

ジェットと質量分析法を用いた測定装置により、エアロゾル成長の初期反応機構

を捉えることができた（図 3-6）。この結果、初期成長での反応性は構造に大き

く依存することが分かり、気候影響を目指したエアロゾルモデル構築のための基

礎データとなった。大気中の有機微粒子の各種毒性影響の評価のために、自然起

源、人為起源の試料を採取、分析し、発生源別寄与解析を進めた。この結果、有

機物量が同じでも試料によって毒性が大きく相異することが分かり、毒性影響評

価のための基礎データとなった。 

 

図 3-6 エアロゾル初期反応機構を捉えた独自開発装置 

 

 

 

 

○エアロゾル測定法の改良による精度向上

と独自の測定装置開発は、気候影響エアロ

ゾルモデルの構築に寄与するとともに、大

気中の有機微粒子の分析は毒性影響評価

の基礎データとして重要であるため、学術

的な貢献は大きい。 
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【モニタリング指標】 

・誌上・口頭発表、研究データ

報告件数 

・受賞数 

・一論文あたりの平均被引用数 

・全論文の被引用数 

・研究系職員一人あたりの論

文・研究データ報告件数 等 

『災害環境研究分野』 

○福島県等において喫緊の課題となっている放射性物質に汚染された捕獲イノシシ

の適正処理について、調査研究結果をもとに、福島県と連携して技術資料を作成

し、市町村や事務組合に情報提供するとともに福島県環境創造センターのホーム

ページから発信した（図 3-7）。 

 

図 3-7 作成した捕獲イノシシ適正処理のフローと必要対策 

 

 

○研究成果は研究報告等として国環研から刊行されたほか（資料 31）、論文や書

籍、学会等における講演として発表された。 

 

○研究成果の発表として、誌上発表（査読あり）303 件、誌上発表（査読なし）81

件、書籍 24 件、口頭発表（国内）534 件、口頭発表（国外）215 件、招待講演

118 件を行い、科学・学術分野へ適切に貢献していると考えられる。 

  また、研究者一人当たりの誌上発表件数、口頭発表件数については第 3 期中期

目標期間と同等以上であった（資料 15）。誌上発表数、口頭発表数、招待講演数

○所外関係各所と連携して、災害環境研究の

実施体制の構築を着実に進めている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○研究成果の発表件数は、第 3期中期目標期

間の平均値を概ね超えており、計画以上の

優れた成果を上げた。 
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【評価指標】 

・外部研究評価委員会からの主

要意見 

 

 

 

・外部研究評価における評点 等 

 

についても着実に成果が上がっており、科学・学術分野へ適切に貢献していると

考えられる。 

 

○魅力的で有意義な研究が多数行われている、多くの研究が現在進行中の課題解決

型研究プログラムに活かされているばかりではなく、次期中長期計画を見据えた

研究の展開も考慮されていると評価された。基盤的調査・研究については外部資

金の獲得が困難な場合もあり、長期的視点による研究企画に基づいて、運営費交

付金などを原資とした適切な研究費の配分が今後も期待された。 

 

○平成 30 年度外部研究評価委員会における基盤的調査・研究の総合評点は 3.92 で

あり、平成 29 年度を若干下回った。 

 

【理事長研究調整費】 

○年度途中に生じた研究課題に機動的に対応することを可能とする仕組みとして、

理事長研究調整費による事業・研究 1件を採択し、実施した（資料 16）。 

 

＜関連する資料編＞ 

（資料 3）第 4期中長期計画の研究の構成 

（資料 10）基盤的調査・研究の実施状況及びその評価 

（資料 13）所内公募型提案研究の採択状況 

（資料 14）所内公募型提案研究の実施状況及びその評価 

（資料 15）誌上・口頭発表件数等 

（資料 16）理事長研究調整費による事業・研究の採択状況 

（資料 31）国立環境研究所刊行物 

 

 

 

 

 

 

 

○運営費交付金は毎年度減額されて、原資の

確保は非常に厳しい状況ではあるが、競争

的外部資金の獲得等により、研究費の確保

に努める。 

 

 

○９つの研究分野で数多くの研究成果が出

たのは事実であるが、それらを効果的に示

すことができなかったことは今後の課題

としたい。 
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○環境政策への貢献、またはそ

の源泉となる成果が得られて

いるか 

【評価指標】 

・環境政策への貢献状況 等 

 

 

○研究分野ごとの研究成果と政策貢献の関係について、資料 35-1 に示すとおり、貢

献の結果（アウトカム）について分類・整理を行った結果、研究分野によって傾

向は異なるものの、研究分野全体としては制度面での貢献が多くを占めることが

示された。（第 3 1．（4）に詳述） 

なお、外部研究評価委員会においては基盤的調査・研究に関して、「環境政策へ

の貢献、またはその源泉となる成果が得られているか」の評価軸を設けており、平

成 30 年度の外部研究評価委員会では、この評価軸に係る評点は 3.58 であった。 

 

＜関連する資料編＞ 

（資料 34）各種審議会等委員参加状況 

（資料 35-1）環境政策への主な貢献事例 

 

○研究分野ごとに対応する環境政策への貢

献が着実になされた。 

 

②環境研究の基盤整備及び研究

事業 

○研究事業については計画に沿

って主導的に実施されている

か 

 

【評価指標】 

・実施の状況 

・外部研究評価委員会からの主

要意見 

 

 

 

・外部研究評価における評点 等 

 

 

【環境研究の基盤整備】 

○環境研究の推進と合わせて長期的な取り組みが必要な環境研究の基盤について、

9 つのプラットフォームによる整備を進めた（資料 3）。 

 

 

 

【外部研究評価委員会からの主要意見及び評点】 

○限られた予算（資源）を有効に活用しつつ、国環研内に留まらない我が国あるい

は世界で必要な基盤となるモニタリング事業やデータベース整備事業が順調に進

められていると評価された。予算が削減されているなか、モニタリングやデータ

ベース整備の重要性を政府や国民に向けて丁寧に説明しなければならないとの指

摘があった。 

 

○外部研究評価委員会における環境研究の基盤整備の評価に関しては、「実施事項は

十分な独自性を有し、高い水準で実施されたか」という評価軸を設け、平成 30 年

度の平均評点は 4.18 であった。 

○各研究センター長のリーダーシップの下

で概ね年度計画通りに業務が進展し、様々

な課題について、最終的には研究成果が社

会で実際に使われる「社会実装」を意識し

ながら研究を推進した。 

 

○国環研の基盤整備については、大学では体

制や継続性などの面で対応できない活動

であり、今後も長期的に継続するための組

織や研究費のあり方について検討を続け

る。 

 

 

○評点が 4を超えて高い評価を得られた。引

き続き高い評価を得られるよう、着実な基

盤整備に努める。 
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【モニタリング指標】 

・データプロダクト等の件数 

・環境標準物質等の外部研究機

関等への提供件数 等 

 

 

 

○環境標準物質、微生物保存株、実験水生生物等の試料等の外部研究機関への提供

数は 198 件、329 件、116 件であり、環境研究の基盤整備としての成果が広く社会

に活用された。 

○その他の成果は、資料 11 の通りである。 

 

【研究事業】 

○国環研の研究と密接な関係を有し、組織的・継続的に実施することが必要・有効

な業務であってかつ国環研が国内外で中核的役割を担うべきものとして研究事業

を位置づけ、体制を整備し、主導的に実施する 6 つの研究事業を実施した（資料

3）。具体的な実施内容は以下のとおりである。 

 

『衛星観測に関する研究事業（衛星観測センター）』 

○今年度は、温室効果ガス観測技術衛星（GOSAT）について宇宙航空研究開発機構

（JAXA）からのデータ受領、高次データ処理のバージョンアップ、作成したプロ

ダクトの保存と配布を実施した。平成 30 年 10 月に打ち上げられ、平成 31 年 2月

に定常運用に移行した GOSAT-2（図 3-8）については、JAXA から提供されるレベル

1 プロダクトに対しレベル 2 処理を適用するための準備や処理結果の分析を進め

た。さらに第 15 回宇宙からの温室効果ガス観測に関する国際ワークショップの札

幌誘致に成功するとともに、GOSAT、GOSAT-2 を対象とする新たな国際研究公募を

開始した。GOSAT データ配布サイトの一般登録者数は過去 1年間で 15％増え、799

名となった。平成 30 年 12 月の外部研究評価委員会では、引き続き国際的なリー

ダーシップをとり続けることやデータの継続性の担保、海外の類似機関との比較

などについて意見をいただいた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○衛星観測に関する研究事業については、国

内外との機関との連携を進めており、国際

ワークショップの誘致や国際研究公募を

通じて日本の国際的なプレゼンスの向上

に貢献した。 
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図 3-8 GOSAT による二酸化炭素の全大気平均濃度（左）と GOSAT-2 打ち上げ（右） 

 

 

『子どもの健康と環境に関する全国調査（エコチル調査）に関する研究事業（エコ

チル調査コアセンター）』 

○子どもの健康と環境に関する全国調査（エコチル調査）は、国環研が研究実施の

中心機関であるコアセンターとして進める疫学調査研究である。エコチル調査に

関する研究事業では、全国 10 万組弱の子どもと両親を対象としたデータ及び生体

試料等の集積・保管業務、全国 15 のユニットセンターにおける業務の支援等を行

うとともに、学童期に予定されている検査を実施するための準備を進めるなど、

調査を円滑に実施した。また、成果発表の基盤となるデータベースの整備や試料

管理、環境測定に関わる資材の調整や分析、検査マニュアル整備や研修の実施、

ニュースレターによる参加者への成果還元などを行った。研究成果発信に向けて

のエコチル調査に関係する研究者間の意見交換を進めた（資料 12）。さらに、今年

度は、日本公衆衛生学会（郡山、10 月）において、エコチル調査国際シンポジウ

ムを開催した（図 3-9）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

○エコチル調査に関する研究事業は、中核機

関として役割を着実に遂行しており、研究

基盤整備や成果発信準備を行うことがで

きた。 
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図 3-9 日本公衆衛生学会で行われたエコチル調査国際シンポジウム 

 

『リスク評価に関する研究事業（リスク評価科学事業連携オフィス）』 

○リスク評価科学事業連携オフィスでは、レギュラトリーサイエンスの推進に貢献

することを目的として、オフィス内に 2 つの拠点をおき、環境リスクに関する研

究と事業を連携して進めている。生態毒性標準拠点では、経済協力開発機構（OECD）

に提案中の幼若メダカ抗男性ホルモン検出法試験およびミジンコ幼若ホルモン活

性検出法の新たな 2 試験法について、標準化と体系化を目指し、国内でのリング

テストを実施し、海外の試験機関とのリングテストを開始した。環境リスク評価

事業拠点では、化学物質審査規制法、環境基本法、大気汚染防止法、農薬取締法

等に基づく化学物質の科学的なリスク評価を着実に実施し、リスク評価書を取り

まとめ、環境中の化学物質に関する基準や指針値などの目標値の設定に貢献した。

また、リスク評価に資する化学物質に関する環境情報として公開してきた 2 つの

データベースについて、利用者の利便性向上のため整理・統合を行い、1つの web

ページとして公開した。 

 

『気候変動に関する研究事業（気候変動戦略連携オフィス）』 

○「気候変動適応情報プラットフォーム（A-PLAT）」ポータルウェブサイトについ

て、平成 29 年 3月に取りまとめられた「気候変動適応策を推進するための科学

的知見と気候リスク情報に関する取組の方針（中間取りまとめ）」（平成 29 年 3

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○リスク評価に関する研究事業についても、

年度計画に沿って順調に実施され、研究成

果も順調に得られており、化学物質の審査

及び製造等の規制に関する法律（化審法）

等の法律やガイドラインへの基礎的知見

の提供という点で貢献した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○A-PLAT の運営管理と強化充実、環境省内

のチーム運営、報告書作成、AP-PLAT 公開

準備など国内外機関と連携し、適応関連研

究事業の中心的な役割を果たした。 
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月 中央環境審議会地球環境部会気候変動影響評価等小委員会）に従い、運営管

理と強化充実を図った。上記中間取りまとめを受け、平成 29 年度に環境省が設

置した「気候変動の影響観測・監視の推進に向けた検討チーム」、「気候変動予

測及び影響評価の連携推進に向けた検討チーム」及び「温室効果ガス地球観測

推進に向けた国際イニシアティブに関する検討チーム」の運営を引き続き実施

し、「戦略的な気候変動の影響観測・監視のための方向性」、「気候変動予測及び

影響評価の連携に係る今後の取組み方」及び「パリ協定における我が国の貢献

のための温室効果ガス観測及びデータ利活用の推進について」の３つの報告書

を取りまとめた。また、パリ協定を受けて途上国の適応策を支援するために、

昨年 11 月の気候変動枠組条約（UNFCCC）第 23 回締約国会議（COP23）にて公開

した「アジア太平洋気候変動適応情報プラットフォーム（以下、AP-PLAT）」の

プロトタイプ版について 2020 年度までの公開を目指し影響評価データや情報コ

ンテンツの拡充を行った。 

 

『災害環境マネジメントに関する研究事業（災害環境マネジメント戦略推進オフィ

ス）』 

○災害非常時の現地支援として、専門家を 1か月程度現地に派遣常駐させ、平成

30 年 7月豪雨における災害廃棄物処理に係る技術的助言・指導を行った。地方

公共団体が平時に行う事前準備の支援として、合計 27 件の講演・参加型研修の

助言指導を行った。これらの活動の基盤として、「災害廃棄物情報プラットフォ

ーム」の充実化を図りつつ、専門家人材ネットワークを広げるためのセミナー等

を（一社）廃棄物資源循環学会等と連携して実施した（図 3-10）。 
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図 3-10 災害時における現場活動の後方支援システム 

 

『社会対話に関する研究事業（社会対話・協働推進オフィス）』 

○専任スタッフのコミュニケーター3名の体制で、兼任研究者等スタッフの協力を

得て事業を遂行した。春と夏の一般公開における環境カフェおよびサイエンスカ

フェの実施、エコライフフェアおよび福島支部のサイエンスカフェの支援を行っ

た。所外において、サイエンスアゴラにおける対話イベントおよび学術会議サイ

エンスカフェの企画、運営を行った。SNS（Twitter 及び Facebook）を用いたイ

ンターネット上での双方向的な対話を継続的に行った。 

 

【外部研究評価委員会からの主要意見及び評点】 

○衛星観測に関する研究事業に関しては、膨大な資金が必要となるが、継続して予

算を獲得してモニタリング活動が行われており、それによって貴重なデータが集

積されていることを高く評価された。子どもの健康と環境に関する全国調査（エ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○リスク評価、気候変動、災害環境マネジメ

ント、社会対話に関する研究事業について

は、一括して外部評価を受けたところであ

るが、国内外の他機関との連携が積極的に
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コチル調査）に関する研究事業に関しては、国民の健康に極めて重要なプロジェ

クトであるが、調査対象家族への研究成果のフィードバックや一般社会への情報

発信も重要であるとの助言もあった。その他の研究事業に関しては、国内外の他

機関との連携が積極的に推進されていることが評価され、国民・社会の環境問題

への理解促進のため、国環研による社会対話がより一層活発に行われることを期

待された。 

 

○衛星観測に関する研究事業、子どもの健康と環境に関する全国調査（エコチル調

査）に関する研究事業、その他の研究事業が計画に沿って主導的に実施されてい

ることを外部研究評価委員会で評価され、いずれの研究事業についても評点は 4

以上であった。 

 

＜関連する資料編＞ 

（資料 3）第 4期中長期計画の研究の構成 

（資料 7）外部研究評価結果総括表 

（資料 11）環境研究の基盤整備の実施状況及びその評価 

（資料 12）研究事業の実施状況及びその評価 

 

推進できている。 

○研究所内の連携を高めるとともに、国内外

の大学・研究機関と連携し、キャパシティ・

ディベロップメントを進め、これらのネッ

トワークを強化してアジアの環境研究の

拠点となるよう研究事業を進める。 

 

○いずれの研究事業についても計画に沿っ

て主体的に実施できている。 

○実施事項は十分な独自性を有

し、高い水準で実施されたと

いえるか 

 

【評価指標】 

・実施内容の学術的水準・規模 

・実施内容の希少性 

・成果の活用状況 等 

○地球環境の戦略的モニタリングでは、地球全体を見ても深刻な観測空白域である

シベリアにおいて、大気中温室効果ガスの航空機モニタリングに対してロシアの

政府機関の観測許可が改めて必要になったことから観測が中断し、さらに航空会

社の倒産によるトラブルもあったが、これらの問題を克服して順調な観測を再開

しこれを維持することができた。また船舶モニタリングでは、大気・海洋 CO2、

大気中酸素、メタン及び一酸化炭素を観測しており、海洋表層 CO2国際データベ

ース（SOCAT）のデータの 10%強（機関別２位）を占める国環研 pCO2観測が

Global Carbon Budget 2018 の全球海洋 CO2吸収量変動の評価(Le Quéré et al., 

2018)に貢献した（図 3-11）。 

○研究やデータの精度維持にも尽力するこ

とにより、国際的に認められる適切な水

準を維持している。また、国環研の実施内

容は学術的水準の維持に貢献している。 

○国際水準に相当した手法や制度を維持し

つつ、衛星・地上・航空機・船舶による広

域的な包括観測（温室効果ガス等地球環

境モニタリング、衛星観測に関する研究

事業等）や全国規模でのエコチル調査、国

環研が作成した環境・分析標準物質、収

- 60 -



項目別調書 No.3 環境の保全に関する科学的知見の創出等の推進 

 

図 3-11 平成 30 年の貨物船観測航路（左）と全球海洋 CO2吸収量変動の評価（右） 

 

○資源循環・廃棄物に係る情報研究基盤の戦略的整備として作成した産業連関表に

基づくライフサイクル分析用の温室効果ガスに関するデータベースをホームペー

ジで一般に公開し、学術研究機関や企業で活用された。 

 

○環境標準物質及び分析用標準物質の作製、並びに環境測定等に関する標準機関（レ

ファレンス・ラボラトリー）として、1980 年に日本国内で最初の環境標準物質を

完成させて以降、原料の収集から認証値付与まで一貫生産を行っており、32 種類

の環境標準物質の開発/作製・提供を継続した。国際社会では、環境測定やモニタ

リングにおいても測定値の信頼性確保（トレーサビリティーの確保）が明示され

ない観測データは評価されない時代になってきており、環境標準物質は測定値の

精度管理・信頼性確保のための大きな拠り所となっており、今年度は 198 本の環

境標準物質が頒布され、国内外の研究者に利用された。 

 

○環境試料の長期保存に関しては、将来の利用に備えた環境試料の体系的な収集と

長期保存を行っている国内唯一の機関であり、全国の沿岸域をカバーする地点に

おいて二枚貝試料の計画的な採取と、凍結粉砕法によって作成した均質化試料の

長期保存を継続している。 

 

○環境微生物及び絶滅危惧藻類の収集・系統保存・提供において、微生物系統保存

施設の保存株数、分譲・提供数は国内トップであり、世界的にも有数の規模であ

集・保存した微生物保存株ならびに実験

水生生物等の分譲を継続して実施し、そ

の成果物の希少性や有用性を維持してい

る。 
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る。毎年 1,000 株以上の保存株が国内外の研究者に利用されており、成果論文数

は 50 報を超える。300 株を超える規模で絶滅危惧藻類の系統保存が行われてい

るのは世界的にも当施設のみである。保存株の無菌化や保存の効率化のための凍

結保存への移行、そしてゲノム情報や地球規模生物多様性情報機構（GBIF）等の

付加情報整備を着実に進めることで、保存株の品質向上や利用実績の拡大に取り

組んできた（図 3-12）。また外部競争的資金の獲得の際にも重要な役割を果たし

ている。 

 

図 3-12 ゲノム情報や地球規模生物多様性情報機構（GBIF）等の付加情報整備 

 

○希少な野生生物を対象とする遺伝資源保存に関しては、国内で唯一の希少野生動

物遺伝資源保存施設であり、特に鳥類細胞の培養技術レベルが高い（図 3-13）。

希少な野生鳥類の培養細胞が凍結保存されている施設は、世界的にもみても少な

い。また、保存試料は、希少種の遺伝的多様性評価や繁殖生理の解明といった研

究に活用され、環境省の保護増殖事業計画策定へ研究成果を提供している。 

18S rRNA分子系統樹
赤色OTUが今回DNAバー
コード情報を整備した株

NIES-278
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図 3-13 新規に試料を凍結保存したヘラシギ（左）とイヌワシ（右） 

 

○生物多様性・生態系情報の基盤整備として、生物・生態系環境研究センターは

17 件のデータベースを公開している。月間アクセス数は、全体で約 215,912 件

であり、中でも微生物系統保存施設及び侵入生物データベースが 102,127 件及び

95,950 件とアクセス数が多く、藻類及び外来生物の情報を集約する中核ポータ

ルとして活用されている。 

 

○地域環境変動の長期モニタリングとして、東シナ海の中心に位置する沖縄辺戸岬

大気・エアロゾル観測ステーションでは、アジアの大気質を広く総合的に監視

しており、大気エアロゾルの質量濃度、化学成分の地上観測や放射観測、ライ

ダーによる鉛直分布観測、国の水銀の常時監視や国環研の水銀同位体観測を行

っている。夏季には一酸化炭素（CO）と相関がみられ、東南アジア方面の影響

が示唆された。（図 3-14）。得られるデータは、希少価値や学術的価値が高く、

論文として学術誌に投稿されるほか、水銀や重金属の測定値は国から一般に公

開されている。 
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図 3-14 辺戸岬ステーション長期観測による大気中水銀同位体分析 
  
○湖沼長期モニタリング事業では、日本語版・英語版データベースを通じて霞ヶ浦

及び摩周湖の様々な観測データの提供を行っている。また、国連環境計画（UNEP）

や世界保健機関（WHO）等の国際機関によって進められている淡水水質の監視プロ

ジェクトの GEMS/Water 事業のフォーカルポイントとして、霞ヶ浦・摩周湖に加え

て地方公共団体等から提供される河川・湖沼における水質データを、国際水質デ

ータベース GEMStat への登録を行った。平成 30 年 10 月に開催された第 17 回世界

湖沼会議では、最新の研究成果の発表やブース展示を行い、本モニタリング事業

の成果について広く発信を行った。 

 

○GOSAT データより算出された温室効果ガスのカラム濃度は世界各地の検証観測サ

イトにおける同時観測データによる検証を継続的に実施しており、その品質につ

いては国際的に評価されている。また現在運用されている温室効果ガス観測衛星

は 8 機あるが、そのうち検証済みデータを公開しているのは GOSAT を含め 2 機だ

けである。さらに GOSAT データを使った査読付き論文は過去数年間 50 編/年ほど

出版されている。 

 

○子どもの健康と環境に関する全国調査（エコチル調査）に関する研究事業（エコ
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チル調査コアセンター）では、全国 10 万組弱の子どもと両親を対象として収集し

たデータ及び生体試料の化学分析等による環境曝露データに基づく大規模データ

ベースを調査の進捗にあわせて継続的に作成している。このうち、母親妊娠期か

ら子どもの生後 1 歳までの質問票調査や生体試料の化学分析結果をとりまとめた

データベースを用いて、論文発表等の成果発信を進めた。また、中心仮説に関す

る研究ワークショップを開催する等、今後の成果発信に向けてのエコチル調査に

関係する研究者間の意見交換を進めた（資料 12）。 

 

○リスク評価に関する研究事業（リスク評価科学事業連携オフィス）では、環境省

化学物質審査室からの請負事業で開発を行ってきた生態毒性予測システム KATE

について、昨年度 6年ぶりに更新した KATE on NET 2017β版（ベータ版）から更

なる改良を加えて正式版を公開した。正式版は、β版から表示や操作性を改良し

たことに加え、複数の化学物質(50 物質まで)の生態毒性を同時に予測できる機能

を追加した。また、経済協力開発機構 (OECD) が開発している定量的構造活性相

関 (QSAR) ツールボックスへ登載するための情報収集と登録関連資料の提出、及

び組み込み用アプリケーション・プログラム・インターフェース (API)の開発を

行った。 

 

○気候変動に関する研究事業では、気候変動の影響への適応に関する情報を一元的

に発信するためのポータルサイトとして構築・運営している A-PLAT の日本語トッ

プページの更新回数（平成 30 年度）が平成 31 年３月末時点で 246 回を数え、ア

クセス数（閲覧ページ数）は約 54 万回に達し、開設以来、増加傾向にある。加え

て A-PLAT によって情報提供している影響予測データ等が地方公共団体で策定さ

れる地域気候変動適応計画に引用されるなど、地域の気候変動政策に貢献した。

また、環境省が設置した「気候変動の影響観測・監視の推進に向けた検討チーム」

及び「気候変動予測及び影響評価の連携推進に向けた検討チーム」を運営し、取

りまとめた「戦略的な気候変動の影響観測・監視のための方向性」及び「気候変

動予測及び影響評価の連携に係る今後の取組み方」の２つの報告書が平成 31 年３
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月に開催された中央環境審議会地球環境部会気候変動影響評価等小委員会第 19

回に報告され、政府における気候変動政策の参考とされた。 

 

○災害環境マネジメントに関する研究事業では、地方公共団体による災害廃棄物処

理計画の策定や参加型研修の設計・実施と、環境省による災害廃棄物対策指針技

術資料の改定を含む各種ワーキンググループにおける検討を支援し、国・地方公

共団体の災害廃棄物対応力の向上に貢献した。また、平成 30 年 7 月豪雨において

現地支援を実施し、災害復旧等に貢献した。 

 

○社会対話に関する事業では、一方的な情報発信ではなく、双方向的な学びの機会

としてコミュニケーションをとらえた姿勢を持つ組織的な活動は国内の研究機関

では稀である。SNS およびサイエンスカフェ等イベントを通じた社会との対話を

継続的に実施しており、国環研と社会の信頼関係醸成に徐々につながっていくと

考えられる（図 3-15）。 

図 3-15 サイエンスカフェの様子 
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 項目別評定（自己評価） Ａ 

 評価軸毎の自己評価欄に記載のとおり、基盤整備を継続的に進めて関連成果に繋げると共に、研究事業において顕著な成果を創出しており、研究開発成果の最大化

に向けた取り組みがなされている。特に、環境研究の基盤整備において、予算を有効に活用しつつ国内外で必要なモニタリング、データベース事業を順調に行うこ

とができ、衛星観測に関する研究事業においては、GOSAT-2 打ち上げ後のデータ処理準備を着実に進め、さらなる国際的なプレゼンス向上が見込まれている。 

 

 主務大臣による評価 

 評定 Ａ 

 ＜評定に至った理由＞ 
①基盤的調査・研究の推進 

○環境問題の解明・解決に資する科学的、学術的な貢献が大きいか 
   ・誌上発表（査読あり）303 件、誌上発表（査読なし）81 件、口頭発表論（国内）534 件、口頭発表論（国外）215 件、招待講演数 118 件を行った研究成果

の発表は、第３期平均以上。  
   ・外部研究評価委員の評点は 3.92 で、魅力的で有意義な研究が多数行われており、多くの研究で現在進行中の研究プログラムに活かされているだけでなく、

次期中長期計画を見据えた研究の展開も考慮されていると評価。 
  ○環境政策への貢献、またはその源泉となる成果がえられているか 
   ・国や地方公共団体の審議会等に参画して環境政策の立案等に貢献したほか、国のガイドライン・指針・要領等に研究成果が反映されるなど制度面でも貢

献。  
 
②環境研究の基盤整備及び研究事業 

  ○研究事業については計画に沿って主導的に実施されているか 
   ・概ね年度計画通りに業務は進展しており、研究成果の「社会実装化」を意識して研究を推進。 
  ○実施事項は十分な独自性を有し、高い水準で実施されたといえるか 
   ・国際水準に相当した手法や制度を維持しつつ、衛星・地上・航空機・船舶による広域的な包括観測や全国規模でのエコチル調査、研究所が作成した環境・

分析標準物質、収集・保存した微生物保存株ならびに実験水生生物等の分譲を実施。 
・外部研究評価委員の評点は 4.18 で、国環研内に留まらない我が国あるいは世界で必要な基盤となるモニタリング事業やデータベース整備事業が順調に進

められていると評価。 
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＜項目評定Ａの判断根拠となる主要な事例＞ 
①基礎的調査・研究の推進 

  ○地球環境研究分野：気候変動とオゾン層回復の相互関係や両極のオゾンホールの状況の解析により、南米における紫外線量予測の精度向上の貢献。 
  ○資源循環研究分野：土地に含まれる有害物質の起源を判別する新しい手法を開発。今後のよりよい人為汚染土壌の管理や自然由来重金属含有土の有効活用に

向けた政策への貢献を期待。 
  ○社会環境システム研究分野： アジアにおける一般廃棄物埋め立て由来メタン排出量は、将来の社会経済シナリオと一般廃棄物発生量推計に用いる評価関数の

設定次第で大幅に変わるという知見を国際モデル比較研究プロジェクトにインプット。 
 
 ②環境研究の基盤整備及び研究事業 
  ○衛星観測に関する研究事業：GOSAT について、JAXA からデータ受領、高次データ処理のバージョンアップ、作成したプロダクトの保存と配布を引き続き

実施したほか、平成 30 年 10 月に打ち上げ、平成 31 年 2 月に定常運用に移行した GOSAT-2 のデータ処理や運用準備を実施。国内外の機関との連携を進

め、国際ワークショップの誘致等を通じて日本の国際的なプレゼンス向上に貢献。外部評価委員会の評点は 4.40 で、継続したモニタリング活動により貴重な

データが蓄積されていることを高く評価。 
  ○子どもの健康と環境に関する全国調査（エコチル調査）に関する研究事業：国環研が研究実施の中核機関であるコアセンターとしての機能を着実に遂行して

おり、外部評価委員会の評点は 4.00 で、バースコーホートの維持に関する裏方的役割ではあるが、国民の健康に関して極めて重要なプロジェクトであると評

価。 
 

 

４．その他参考情報 

＜審議会の意見等＞ 

・外部研究評価結果もとてもよく，全般的に適切かつ着実に業務を行っていると考えられる。 

・課題解決型研究プログラム推進の基盤となる研究とともに、エコチル調査等、同プログラムには位置付けられていないテーマについても着々と地道な研究が継続さ

れており、総合的にバランスのとれた貢献がなされている。 
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２．主要な経年データ 

 主な評価指標及びモニタリング指標 

   達成目標 参考値等 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 （参考情報） 

 

（モニタリング指標） 

共同研究契約数 － 55 55 60 55   
国内の共同研究数の合計。参考値は第 3

期中期目標期間の年度平均。 

協力協定数 － 17 19 20 20   
国内の協力協定数の合計。参考値は第 3

期中期目標期間の年度平均。 

地方公共団体の環境研究所（以下「地方環

境研究所」という）等の共同研究数 
－ 28 17 17 18   

共同研究の課題数の合計。参考値は第 3

期中期目標期間の年度平均。 

客員研究員等の受入数 － 374 342 341 352   

客員研究員、共同研究員、及び研究生の

合計。参考値は第 3 期中期目標期間の

年度平均。 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

項目別調書 No.４ 国内外機関とのネットワーク・橋渡しの拠点としてのハブ機能強化 

当該事務実施に係る根拠 

（個別法条文など） 

国立研究開発法人国立環境研究所法 第 11 条第 1項 

一 環境の状況の把握に関する研究、人の活動が環境に及ぼす影響に関する研究、人の活動による環境の変化が人の健康に及ぼ

す影響に関する研究、環境への負荷を低減するための方策に関する研究その他環境の保全に関する調査及び研究（水俣病に

関する総合的な調査及び研究を除く。）を行うこと。 

（第二号、第三号省略） 

当該項目の重要度、難易度 【重要度：高】【難易度：高】 

国環研は、推進戦略において、環境研究の中核的研究機関として位置づけられており、国内外機関とのネットワーク・橋渡しの

拠点としての機能が求められることから、重要度は高い。また、プラットフォーム形成を通じた双方向連携機能の強化は国環研

にとって新たに取り組むものであるため難易度は高い。 

 

４ 項目別評価調書（第３．研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項） 
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二国間協定等の枠組み下での共同研究数 － 18 14 13 12   
参考値は共同研究の見直し年度（H27）

の数値。 

主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 

  平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 （参考情報） 

予算額（千円） 12,347,221 12,797,424 13,375,194     研究業務全体額 

決算額（千円） 12,112,213 13,041,247 12,517,773     研究業務全体額 

従事人員数 202 201 208     研究系常勤職員数 

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 

 （３）国内外機関とのネットワーク・橋渡しの拠点としてのハブ機能強化 
「科学技術イノベーション総合戦略 2015」（平成 27 年 6 月 19 日閣議決定）において、研究開発法人は、企業における事業化のみならず、これに至るまでのプロ

セスにおいて、研究成果や人材、資金をダイナミックに循環させる取組も含め、各機関や技術シーズ等の特性を踏まえた「橋渡し」の戦略的取組を推進することが求

められている。 
また、推進戦略において、国環研は、研究･技術開発の充実に向けた大学・他の国立研究開発法人・地域の環境研究拠点との連携強化、地球規模での課題への貢献

に向けた国際的な連携の推進に取り組むべきとされている。 
国環研は、これまでも、様々な機関との共同研究、大学等との協定締結、国内外の大学・研究機関等との人的交流等を通して連携を進めてきたが、第４期中長期目

標期間においても、環境研究の中核機関として、国内外機関とのネットワーク・橋渡しの拠点としてのハブ機能を一層強化するものとする。 
 
①中核的研究機関としての研究連携の強化 

国内外の環境研究の中核的研究機関として内外の研究機関やステークホルダーとの連携を強化し、国環研のリーダーシップにより環境分野における研究を戦略的

に推進するものとする。 
具体的には、国内においては他の研究機関等（国立研究開発法人、大学、地方公共団体環境研究機関、企業等）の研究状況や成果情報を把握しつつ、効果的な共

同研究等を推進するものとする。また、国際連携に関しては、研究者ネットワークの活用、キャパシティ・ビルディング、研究拠点の形成、国際機関や国際学術団

体の活動への貢献等を通じ、強化することとする。 
これらの取組により、環境分野における研究の戦略的な推進に貢献する。 
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②プラットフォームの形成による国内外機関との連携 
研究事業のうち、国内外の他の研究機関等との連携のもとで実施することが適当なものについては、組織的な連携のプラットフォームのための体制を新たに整備

し、キャパシティ・ビルディングの場の提供等と、成果の集積、情報基盤の構築等を含めた双方向性を持つ情報の発信・交換等を強化する。 
 

これらの取組により、国内外の研究機関や行政機関、関連ステークホルダーとの連携を促進し、研究事業の成果の最大化を図る。 
 

 中長期計画 

 （３）国内外機関とのネットワーク・橋渡しの拠点としてのハブ機能強化 
「科学技術イノベーション総合戦略 2015」（平成 27 年 6 月 19 日閣議決定）において、研究開発法人は、企業における事業化のみならず、これに至るまでのプロ

セスにおいて、研究成果や人材、資金をダイナミックに循環させる取組も含め、各機関や技術シーズ等の特性を踏まえた「橋渡し」の戦略的取組を推進することが求

められている。 
また、推進戦略において、国環研は、研究･技術開発の充実に向けた大学・他の国立研究開発法人・地域の環境研究拠点との連携強化、地球規模での課題への貢献

に向けた国際的な連携の推進に取り組むべきとされている。 
国環研は、これまでも、様々な機関との共同研究、大学等との協定締結、国内外の大学・研究機関等との人的交流等を通して連携を進めてきたが、第４期中長期期

間においても、環境研究の中核的機関として、国内外機関とのネットワーク・橋渡しの拠点としてのハブ機能を一層強化する。 
 
①中核的研究機関としての研究連携の強化 

国内外の環境研究の中核的研究機関として内外の研究機関やステークホルダーとの連携を強化し、国環研のリーダーシップにより環境分野における研究を戦略的

に推進する。 
具体的には、国内においては他の研究機関等（国立研究開発法人、大学、地方公共団体環境研究機関、企業等）の研究状況や成果情報を把握して、効果的な環境

研究の推進体制を構築し、外部競争的資金等も活用するなど効率的な共同研究等の実施に努める。また、国際連携に関しては、研究者ネットワークの活用、キャパ

シティ・ビルディング、研究拠点の形成、国際機関や国際学術団体の活動への貢献等を通じ、強化する。 
これらの取組により、環境分野における研究の戦略的な推進に貢献する。 

 
②プラットフォームの形成による国内外機関との連携 

研究事業のうち、国内外の他の研究機関等との連携のもとで実施することが適当なものについては、組織的な連携のプラットフォームのための体制を新たに整備

し、キャパシティ・ビルディングの場の提供等と、成果の集積、情報基盤の構築等を含めた双方向性を持つ情報の発信・交換等を強化する。 
これらの取組により、国内外の研究機関や行政機関、関連ステークホルダーとの連携を促進し、研究事業の成果の最大化を図る。 
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 年度計画（該当箇所を抜粋して記載） 

 （３）国内外機関とのネットワーク・橋渡しの拠点としてのハブ機能強化 

「科学技術イノベーション総合戦略 2017」（平成 29 年 6月 2 日閣議決定）や推進戦略を踏まえ、環境研究の中核的機関として、福島支部及び琵琶湖分室を含めた

体制で国内外機関とのネットワーク・橋渡しの拠点としてのハブ機能を一層強化し、活用する取組を実施する。  

研究・技術開発の充実に向けた大学・他の国立研究開発法人・地域の環境研究拠点との連携強化、地球規模での課題への貢献に向けた国際的な連携の推進に取り

組む。  

様々な機関との共同研究、大学等との協定締結、国内外の大学・研究機関等との人的交流等を通して連携を進め、環境研究の中核的機関として、国内外機関との

ネットワーク・橋渡しの拠点としてのハブ機能を一層強化する。 

 

①中核的研究機関としての研究連携の強化 

国内においては、他の研究機関等（国立研究開発法人、大学、地方公共団体環境研究機関、企業等）の研究状況や成果情報を把握して、効果的な環境研究の推進

体制を構築し、外部競争的資金等も活用するなど効率的な共同研究等の実施に努める。また、国際連携に関しては、平成 29 年 7 月に締結したフィンランド国立環境

研究所との研究協力協定に基づく研究協力促進、研究者ネットワークの活用、キャパシティ・ビルディング、研究拠点の形成、国際機関や国際学術団体の活動への

貢献等を通じ、強化する。 

 

②プラットフォームの形成による国内外機関との連携 

研究事業のうち、国内外の他の研究機関等との連携のもとで実施することが適当なものについては、組織的な連携のプラットフォームなどの体制を強化し、キャ

パシティ・ビルディングの場の提供等と、成果の集積、情報基盤の構築等を含めた双方向性を持つ情報の発信・交換等を強化することで、国内外の研究機関や行政

機関、関連ステークホルダーとの連携を促進し、その活用にも取組むことで研究事業の成果の最大化を図る。 

 

 

 評価軸、指標 業務実績 評価軸ごとの自己評価 

 ①中核的研究機関としての

研究連携の強化 

○中核的研究機関としての役

割を発揮しているか 

 

 

○国立研究開発法人、大学、地方環境研究所、民間企業等との間で共同研究契

約、協力協定等を締結し、共同研究を実施した（資料 17、18）。さらに民間企

業等から受託研究を 103 件、研究奨励寄付金を 11 件受けた（資料 41、42）。特

筆すべき共同研究、連携協定として、下記をあげることができる。 

 

   

○他機関との連携強化のための体制構築、共同

研究を着実に推進した。費用の分担、知財の

扱い、利益相反の管理等の留意点を整理し、

より効率的な共同研究の推進体制の整備に努

めた。 
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【評価指標】 

・大学、企業、他研究機関との

共同研究の実施状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○湖沼環境研究分野の研究連携拠点における連携協力と琵琶湖分室の設置 

「政府関係機関移転基本方針」（平成 28 年 3月 22 日 内閣官房まち・ひと・

しごと創生本部決定）に基づき、滋賀県、環境省、国環研の三者で、平成 29 年

2 月 17 日に「湖沼環境研究分野の研究連携拠点における連携協力に関する基本

協定」を締結した。協定に基づき、平成 29 年 4月より、滋賀県琵琶湖環境科学

研究センター内に国環研琵琶湖分室を設置し、琵琶湖の保全および再生を目指

して、水質・底質・生態系を見渡した総合的な研究を実施している。湖沼環境

研究分野の研究連携拠点連絡会議を開催し、滋賀県琵琶湖環境科学研究センタ

ーとの共同研究等の連携強化を図るとともに、地元の大学・企業等の参画を得

て湖沼環境研究の更なる発展と研究成果の活用・実用化を図り、地方創生につ

ながるプロジェクトを推進した。 

 

 

○地方環境研究所等との共同研究においては、多機関が参画して行う比較的規模

の大きい共同研究（Ⅱ型：全国環境研協議会からの提言を受けて、国環研と

複数の地方環境研究所等の研究者が参加して共同研究を実施するもの）を、

9 課題（延べ 151 機関が参加）実施した（資料 18）。 

全国環境研協議会が主催する第 45 回環境保全・公害防止研究発表会（平成 30

年 11 月 15～16 日）においても、成果発表（2 名）を行った。 

また、平成 31 年 2 月 14～15 日には、都道府県市の 67 の試験研究機関が会員と

なっている全国環境研協議会と連携して、第 34 回全国環境研究所交流シンポジ

ウム「気候変動影響とその適応へのアプローチ」を開催し、研究者と一般参加

者を含め、170 名の参加があった。シンポジウム開催に先立って「第 38 回地方

環境研究所と国立環境研究所との協力に関する検討会」を開催し、地方環境研

究所と国立環境研究所が一層連携しながら、調査研究・情報交換・成果発信を

通じて、国全体の研究開発成果を最大化、地域環境問題の解決を目指すことが

確認された。 

さらに、国環研と地方環境研究所を中心とした「緊急環境調査機関ネットワ

ーク」構想に向け、平成 30 年度はⅡ型共同研究「災害時等の緊急調査を想定し

○滋賀県と国環研の両機関で準備チームを発足

させ、連携の具体化に向けて積極的に取り組

んだ結果、連携協定の締結ならびに琵琶湖分

室の設置をしている。今後、琵琶湖の保全・

再生に貢献するプロジェクトを推進する地域

の環境研究拠点として役割を果たす意義は非

常に大きい。また、国環研がこれまで霞ヶ

浦、摩周湖等でおこなってきた湖沼環境研究

の実績と、共同研究等を通じて培ってきた地

方環境研究所等との強固なネットワークを活

かし、全国的な湖沼研究を先導する中核機関

として機能することが強く期待できる。 

 

○地方環境研究所との共同研究を通じて、全国

の地方環境研究所間をつなぐハブ機能として

の大きな役割を担っている。交流シンポジウ

ムにおいては、昨年度に引き続きプレスリリ

ースを行うことで、一般参加者の参加を可能

とした。市民に向けた成果発信を継続的に行

うことで、取り組みに関する認知度向上を図

った。 

 緊急時環境調査手法研修会として、事故や災

害等の緊急時における化学物質調査に向けた

手法について、全国の地方環境研究所等の担

当者へ技術の指導的役割を果たしたことの意

義は高い。 
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た GC/MS による化学物質の網羅的簡易迅速測定法の開発」を提案し、36 機関の

参加を得て平成 31 年度から開始することとなった。 

 

○研究協力協定（MoC）を締結したフィンランド国立環境研究所（SYKE）の他、ヘ

ルシンキ大学、FMI（フィンランド気象庁）の研究者らとともに、GOSAT の太陽

光励起クロロフィル蛍光（SIF）データを用いた光合成速度推定による森林の炭

素循環機能の評価研究のため、いずれも針葉樹林である京都大学桐生水文試験

地（滋賀県大津市）およびヘルシンキ大学 Hyytiälä 森林ステーション（フィン

ランド）において SIF の現地観測を実施している（図 4-1）。さらにフィンラン

ド北部に位置する Sodankylä サイトにおいても共同で新たな現地観測を開始す

るための準備を進めている。また、GOSAT によりこれらの森林サイトの観測を

実施し、それにより得られた衛星観測 SIF データの解析を進めている。平成 30

年 9月および平成 31 年 2月の 2度にわたり、Hyytiälä 森林ステーションにお

いて、現地観測データの共有と共同研究について打ち合わせを行った。 

図 4-1 SIF データを用いた光合成速度推定結果（左）と SIF 観測タワー（右） 

 

○この他、環境研究機関連絡会において、事務局機関とともに今後のあり方の検

討を主導し、構成機関間の連携強化を図る観点から、研究交流セミナーを開催

 

 

 

○北極圏における研究連携の一環として行っ

た、フィンランド国立環境研究所との現地観

測、分析、研究は、国際研究ネットワーク構

築する上で意義が高い。 
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・外部機関との共著率（国内・

国際） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・国際機関等の活動への参加・

協力 

 

 

 

 

・学術的な会議の主催・共催の

状況（国内・国外） 

 

 

 

 

 

 

・学会等における活動状況（国

し、研究成果の蓄積等があった後に一般向けシンポジウムを開催する合意を得

た。 

 

○Web of Science Core Collection 収録の 2008 年から 2017 年（10 年間）に出版

された原著論文及び総説論文において、国環研の研究者により発表された論文

数及び国際共著数（率）を分析した結果、対象期間中の全論文数は 3,731 報で

国環研の研究者が主著者となっている論文は 1,591 報（単著も含む）であっ

た。そのうち、国際共著論文数は 1,706 報（国際共著率は 45.8％）であった。

また、2017 年に誌上発表を行った査読付き論文（466 報）のうち、他機関との

共著率は、96.6％（450 報）、国際共著論文率は 56.9％（265 報）であった。国

環研と共著論文数の多い国内の研究機関は東京大学、京都大学、北海道大学、

海洋研究開発機構等であり、国際共著率も高かった。 

 

 

○国連環境計画（UNEP）、気候変動に関する政府間パネル（IPCC）、経済協力開発

機構（OECD）等の国際機関の活動や国際研究プログラムや、残留性有機汚染物

質に関するストックホルム条約や水銀に関する水俣条約等の条約対応等に、引

き続き積極的に参画した（資料 22）。 

 

 

○研究成果の普及・還元の一環として、主催・共催による各種シンポジウム、ワ

ークショップ等を開催した。国内については、「水から考える環境のこれか

ら」、「子どもを取り巻く環境とその健康影響」、｢気候変動による影響と適応研

究最前線｣等 65 件、国外では、「日韓中 3カ国環境研究機関長会合（TPM）」や特

にアジアを中心とした各国の専門家による第 4回 NIES 国際フォーラム

（4th International Forum on Sustainable Future in Asia）等 6件を開

催した（資料 37）。 

 

○大気環境学会で会長として、また、日本環境共生学会、農村計画学会、日本エ

 

 

 

○国際共著率は日本平均 29.2%を大きく上回っ

ており、国際共同研究が盛んに行われてお

り、被引用数から見る研究の質も高かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

○特に IPCC について、国環研の研究者が、

1.5℃特別報告書、土地関係特別報告書、イ

ンベントリガイドライン方法論報告書の執筆

に参加するとともに、第 6次評価報告書の執

筆者に選出されたことは特筆できる。 

 

○第 3期中期計画の水準を維持しており、順調

に共同研究が実施されている。研究者、行

政、一般等、幅広い対象に向けた会議等を開

催した意義も高い。 

 

 

 

 

○多岐の分野にわたる学会の委員として活動し
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内・国際） 

 

 

 

 

 

 

【モニタリング指標】 

・共同研究契約数および機関数 

・協力協定数（国内・国際） 

 

 

 

 

・地方環境研究所等との共同研

究数 

 

 

 

・大学との交流協定数、非常勤

講師等委嘱数 

 

 

・客員研究員等の受入数 

 

 

 

 

 

アロゾル学会、日本免疫毒性学会、環境ホルモン学会の国内各学会において理

事として活動した。その他、日本学術会議委員、各学会の評議員、編集委員や

その他委員として活動した。 

 

○国内の大学、研究機関、企業等と 55 件の共同研究（延べ 65 機関）を実施した

（資料 17）。 

 

○国内の大学、研究機関、企業等と 20 件の連携協定を交わした（資料 17）。国際

的な協力協定については、70 件の覚書（MOU）を締結している。この他、平成

21 年 1月に打ち上げられた温室効果ガス観測技術衛星「いぶき」（GOSAT）及び

平成 30 年 10 月に打ち上げられた温室効果ガス観測技術衛星「いぶき２号」

（GOSAT-2）のデータ質評価及びデータ利用研究促進を目的に行われた研究公募

に係る共同研究協定は、17 ヵ国、78 件であった。 

 

○国環研と地方環境研究所等が 1対 1で行う共同研究（Ⅰ型）、多機関が参画して

行う共同研究（Ⅱ型）を、それぞれ 9課題（9 機関が参加）、9 課題（延べ 151

機関が参加）実施した（資料 18）。 

 

 

○大学との間では、22 件の交流協定等（うち 16 件が連携大学院方式等による教

育・研究協定）を交わし、教育・研究交流を進めた（資料 19）。人的連携とし

ては、125 件の非常勤講師等の委嘱を受けた（資料 20）。 

 

○国環研の研究への指導、研究実施のため、連携研究グループ長として 6名に、

また客員研究として 232 名に委嘱した（資料 21）。また、共同研究・研究指導

のため、78 名の共同研究員、42 名の研究生を受け入れた（資料 21）。 

 

 

 

ていることに加え、理事等の重要な役職を委

嘱されている。 

 

 

○第 3期中期計画の水準を概ね維持しており、

順調に共同研究が実施されている。 

 

○国内の協力協定数は、第 3 期中期計画の水準

を上回っており、各機関と連携した研究活動

が順調に実施されている。国際協力協定数

は、第 3 期中期計画の水準を維持しており、

概ね良好に共同研究が実施されている。 

 

 

○バイであるⅠ型共同研究数が年々減少傾向に

あるものの、より規模の大きいマルチのⅡ型

については、課題数・機関数を維持している

ことから、順調に継続実施されている。 

 

○大学との交流協定数および非常勤講師等の委

嘱数においては、第 3 期中期計画の水準を上

回っている。 

 

○第 3期中期計画の水準を維持しており、受入

が良好に行われている。連携研究グループ長

は、外部の専門家として統合利用計画連携研

究グループ、エミッションインベントリー連

携研究グループ（以上、地球環境研究センタ

ー）野生動物ゲノム連携研究グループ（生
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・二国間協定等の枠組み下での

共同研究数 

 

 

 

 

 

 

 

・海外からの研究者・研修生の

受入数 

 

 

 

 

 

 

○二国間の環境保護協定及び科学技術協力協定の枠組みのもとで、6ヶ国の研究

機関と連携して、国際共同プロジェクト 12 件を実施した（資料 23）。第 3期中

期目標期間（平成 23～27 年度）の国際共同プロジェクトの件数は、各年 29、

29、29、31、18 件であり、近年大きく減少しているが、これは共同研究の状況

を精査して実質的に遂行されている課題に絞ったことによる。見直しを行った

平成 29 年度（13 件）と比較すると、平成 30 年度（12 件）は同程度の水準であ

る。 

 

 

○外国人研究者・研修生については、50 名が職員（任期付職員を含む）・契約職

員として所属し、41 名の外国人客員研究員・共同研究員等の招聘・受入を行っ

た（資料 24）。 

 

 

＜関連する資料編＞ 

（資料 17）1）共同研究契約について 2）協力協定等について 

（資料 18）地方環境研究所等との共同研究実施課題一覧  

（資料 19）大学との交流協定等一覧  

（資料 20）大学の非常勤講師等委嘱状況 

（資料 21）客員研究員等の受入状況 

（資料 22）国際機関・国際研究プログラムへの参加 

（資料 23）二国間協定等の枠組み下での共同研究 

（資料 24）海外からの研究者・研修生の受入状況 

（資料 37）ワークショップ等の開催状況 

物･生態系環境研究センター）、及び環境経済

評価連携グループ（社会環境システム研究セ

ンター）等における研究指導の中心的な役割

を担っている。 

 

○二国間協定数は見かけ上減少しているが、実

質的に遂行されている課題に絞る見直しによ

るものであり、実質的には第 3期中期計画の

水準を概ね維持しており、良好に国際共同研

究が実施されている。 

 

 

 

 

○職員・契約職員数、外国人客員研究員・共同

研究員等の受入数ともに、第 3期中期計画の

水準を大きく上回っている。 
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（資料 42）平成３０年度自己収入の確保状況 

（資料 43）平成３０年度受託一覧 

 

②プラットフォームの形成に

よる国内外機関との連携 

○国内外との連携促進によ

り、研究事業の成果の最大

化に貢献したか 

【評価指標】 

・キャパシティビルディングの

場の提供状況 

・成果の集積、情報基盤の構築

状況 

・国内外機関と人材・施設・情

報・データ・知見等の連携状

況 等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【衛星観測に関する研究事業（衛星観測センター）】（資料 12） 

 GOSAT の成果について、査読付き論文の他に「日本リモートセンシング学会誌

GOSAT-2 特集号（平成 31 年 2月発行）」にまとめた。また温室効果ガス排出イン

ベントリの作成に関しては、「衛星による温室効果ガス観測データを温室効果ガス

排出インベントリの検証に使うためのガイドブック（平成 31 年 3 月 Revision12d

公開）」、「アジアにおける温室効果ガスインベントリ整備に関するワークショッ

プ」での講義（7月）、気候変動枠組条約（UNFCCC）第 24 回締約国会議（COP24）

の日本パビリオンにおけるサイドイベント（12 月）などで実務者に向けた働きか

けを行っている。さらに IPCC が進めている温室効果ガス排出インベントリ作成に

関するガイドラインの改定についても Lead Author を出している。 

 

【子どもの健康と環境に関する全国調査（エコチル調査）に関する研究事業（エ

コチル調査コアセンター）】 

 国環研は、エコチル調査の研究実施の中心機関であるコアセンターとして、全

国 15 地域の調査を担当するユニットセンターの業務を支援した。15 のユニット

センターとの連絡調整や意見交換を円滑に進めたほか、ユニットセンター管理者

を対象として主にガバナンス、リスク管理、個人情報管理に重点を置いた研修を

実施する等した。また、メディカルサポートセンター（国立成育医療研究センタ

ー）と協働して、医学的検査及び精神神経発達検査に関するマニュアル整備や研

修の実施、ユニットセンターにおける参加者からの問い合わせ対応の支援を行っ

た。平成 27 年度末に更新を行ったデータ管理システムについては、統括的な管

理・運営を行うともに、出産時までに収集した質問票・診察記録票データベース

を完成させた。これまでに収集した参加者の生体試料については、適切な保管管

理や、分析精度の管理を行った。 

 国際連携については、環境省のエコチル調査担当部署と連携して、国際シンポ

ジウムの開催（郡山、10 月）や、環境と子どもの健康に関する出生コホート国際

○GOSAT-1 については、継続的な観測を着実に

行っており、データ解析から成果普及まで、

国内外の研究機関と連携して順調に実施して

いる。GOSAT-2 については、平成 30 年 10 月

29 日無事打ち上げが完了した。GOSAT-3 は、

環境省や JAXA と連携し、特に海外の研究機

関との意見交換を行う等打ち上げに向けた準

備が適正に行われている。国際的に大きく貢

献する事業であり、国内外の機関との連携を

発展させつつ、リーダーシップを発揮して事

業を進めている。 

○エコチル調査コアセンターは、エコチル調査

の研究実施の中心機関として、全国 15 のユ

ニットセンターとの連絡調整や意見交換役を

担い、また、各センターにおける管理業務に

ついても研修実施を通じて支援する等、エコ

チル調査の研究成果を最大化するために大き

く貢献した。大規模で長期間にわたる重要な

調査研究事業であり、国内外で重要な貢献を

していると評価する。国環研がコアセンター

としてその調査・研究成果の最大化に向けて

果たした役割は大きい。 
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作業グループ（ECHIBCG）等への参加を通じ、諸外国での出生コホート研究担当者

との意見交換を継続的に環境省の担当部署と連携し実施した。また、米国環境保

護庁やドイツ環境省等と定期的な意見交換の場を設定して、生体試料採取、保

管、分析、精度管理法の共有、優先的に評価する汚染物質についての情報共有を

進めた。 

 

【リスク評価に関する研究事業（リスク評価科学事業連携オフィス）】 

レギュラトリーサイエンスに関する研究開発及び研究事業を行う拠点として、

生態毒性標準拠点及び環境リスク評価事業拠点を置いた。生態毒性標準拠点にお

いては、既存の生態毒性試験法ならびに統計解析手法の普及・啓発・改訂等を継

続して行い、国内及び国際標準化を目指した。また、新たな生態毒性試験の開発

を行い、OECD の関連作業部会において検証状況の報告を行ったほか、新たに提

案・改定された試験法については環境省及び関連する国内試験機関と情報を共有

した。環境リスク評価事業拠点においては、化学物質の審査及び製造等の規制に

関する法律（化審法）のリスク評価や有害大気汚染物質の健康リスク評価ガイド

ラインに関する成果について、審議会や専門委員会に諮るべく調整を進めた。リ

スクコミュニケーションの一環として、一般市民や事業者にも情報発信するた

め、「生態影響に関する化学物質審査規制／試験法セミナー」を平成 31 年 2月に

東京と大阪において開催した。また、一般向けのセミナーとして、「大気汚染物質

のリスク評価手法に関するセミナー －今後の有害大気汚染物質の健康リスク評

価のあり方について－」を平成 30 年 10 月に東京において開催した。環境リスク

に関わる化学物質の情報整備のために運営してきた、化学物質に関する総合的な

情報基盤 (Webkis-Plus) 及び環境測定法に関する情報 (EnvMethod) の 2 つのデ

ータベースについて、例年通り情報の更新したことに加え、2つのデータベース

を統合した新たな Webkis-Puls データベースを公開した。統合の際に表やグラフ

の表示機能を新たに加えるなど利用者の利便性を向上させることができた。 

 

【気候変動に関する研究事業（気候変動戦略連携オフィス）】 

平成 28 年に気候変動の影響への適応に関する情報を一元的に発信するためのポ

 

 

 

 

 

 

○国や地方公共団体と連携を進めつつ、国内外

の研究機関との人的ネットワークを構築・発

展させ、社会的要請に応えている。生態毒性標

準拠点では共同研究や生態試験チャレンジテ

ストなどを通じて民間、国立研究機関、地方環

境研究所、大学等の連携をはかり、また環境リ

スク評価事業拠点では事業実施やセミナーな

どを通じて国、地方公共団体、民間、市民など

とのコミュニケーションを進めた。 
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ータルサイトとして開設した「気候変動適応情報プラットフォーム（A-PLAT）」ポ

ータルウェブサイトについて運営管理と強化充実を図り、日本語トップページの

更新回数（平成 30 年度）は平成 31 年３月末時点で 246 回を数え、アクセス数

（閲覧ページ数）は約 54 万回に達し、開設以来、増加傾向にある。また、パリ協

定を受けて途上国の適応策を支援するために、昨年 11 月の UNFCCC COP23 にて公

開した「アジア太平洋気候変動適応情報プラットフォーム（以下、AP-PLAT）」の

プロトタイプ版について 2020 年までの公開を目指し影響評価データや情報コンテ

ンツの拡充を行うとともに、アジア太平洋諸国における気候リスク情報をまとめ

るプラットフォームの立ち上げを支援するために、平成 30 年 12 月にインドネシ

ア及びタイから研修生を招聘し、プラットフォーム構築に必要な知識等を提供す

ることを目的とした技術研修を実施し、平成 31 年２月には両国において技術研修

を実施した。 

低炭素研究プログラム及び統合研究プログラムの活動では、タイ・タマサート

大学において、技術選択モデルと応用一般均衡モデルを対象としたトレーニング

ワークショップを、それぞれ平成 30 年 6月、平成 30 年 6-7 月に実施し、タイ等

参加者の出身国における自国が決定する貢献（NDC（Nationally Determined 

Contribution））の評価や対策の深掘りに向けたモデルの改良と改良したモデルを

用いたシナリオ開発を行った。また、平成 30 年 11 月に行われた第 24 回 AIM 国際

ワークショップでは、アジアの長期低炭素発展戦略や 2℃目標の実現に向けた議

論を行った。 

 

【災害環境マネジメントに関する研究事業（災害環境マネジメント戦略推進オフ

ィス）】 

地方公共団体の職員を対象とした災害廃棄物処理に係る研修会や、関連する公

共団体・学術団体が主催する複数のセミナーにおいて講演・ファシリテーション

を行い、災害廃棄物処理に係る人材と人的ネットワークの醸成を進めた。連携プ

ラットフォームの体制づくりを検討し、既に整備・運用中の災害廃棄物情報プラ

ットフォームの充実化等も進めた。また、（一社）廃棄物資源循環学会における災

害廃棄物に係る専門部会の設置に協力し、連携を進めた。 

- 80 -



項目別調書 No.4  国内外機関とのネットワーク・橋渡しの拠点としてのハブ機能強化 

 

【社会対話・協働推進オフィス】 

専任のコミュニケーター3名と兼任研究者等スタッフの中で、次第に対話型の

コミュニケーションについてのノウハウが蓄積してきている。また、より広い所

内研究者のコミュニケーション経験を共有するワークショップを毎年行い、共有

された経験のまとめを行っている。今年度は科学技術振興機構、日本学術会議、

所外の研究者等との連携の機会があり、所外にパートナーを見つけながら対話の

機会を広げていくことができた（図 4-2）。 

図 4-2 所外の研究者と対談形式の対話イベントを実施した様子 

 

＜関連する資料編＞ 

（資料 12）研究事業の実施状況及びその評価 

 

 

 

 項目別評定（自己評価） Ａ 

 環境研究の中核的機関として、国内外機関とのネットワーク・橋渡しの拠点としてのハブ機能を一層強化する等研究開発成果の最大化に向けて顕著な成果の創出が認

められる。特に、気候変動適応策支援を通じたハブ機能創出、地環研との共同研究を引き続き進めるとともに、福島支部、琵琶湖分室を研究連携拠点とした産官学民

の協働、地方公共団体職員への研修会等を通じた災害廃棄物処理に係る人材育成、フィンランド国立環境研究所（SYKE）との研究協力協定を活用した国際連携を進め

た。 
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 主務大臣による評価 

 評定 Ａ 

 ＜評定に至った理由＞ 
①中核的研究機関としての役割を発揮しているか 

  ・国立研究開発法人、大学、環境研究機関、民間企業等と実施した共同研究 55 件は、第３期平均と同等。 
  ・地方環境研究所との共同研究を通じ、全国の地方環境研究所をつなぐハブ機能して大きな役割。 
②プラットフォーム形成による国内外機関との連携 

  ・衛星観測センターは、GOSAT データの解析から成果普及まで、国内外研究機関と連携し順調に実施。 
  ・エコチル調査コアセンターは、エコチル調査の中心機関として全国 15 のユニットセンターと連絡調整や意見交換役を担い、また、ガバナンス、リスク管理、

個人情報管理の研修を実施。 
  ・リスク評価科学事業連携オフィス、気候変動戦略連携オフィス、災害環境マネジメント戦略連携オフィス、社会対話・協働推進オフィスにおいても、国、地方

公共団体、国内外の研究機関等と連携し、順調に業務を推進。 
 
＜項目別評定Ａの判断根拠となる主要な事例＞ 

○平成 29 年４月に設置した琵琶湖分室は、琵琶湖の保全・再生の環境研究拠点としての役割を果たすとともに、これまでの湖沼環境研究実績と地方環境研究所と

のネットワークを活かし、全国的な湖沼研究の中核機関としての機能を強く期待。  
 ○UNEP、IPCC、OECD 等の国際機関の活動や国際研究プログラムや、POPs 条約や水俣条約等の条約対応等に、引き続き積極的に参画。IPCC については、国

環研の研究者が、1.5℃特別報告書、土地関係特別報告書、インベントリガイドライン方法論報告書の執筆に参加するとともに、第６次評価報告書の執筆者とし

て選出。 
 
＜今後の課題＞ 

・平成 28 年に設置した福島支部、平成 29 年に設置した琵琶湖分室については、引き続き関係機関との連携強化及び成果の社会還元に努められたい。 
 

 

４．その他参考情報 

＜審議会の意見等＞ 
 ・中核的研究機関としての研究連携の強化、プラットフォーム形成による国内外機関との連携については共に円滑に進行していると評価される。 

 ・国内における環境研究の中核組織としての役割を、しっかりと果たしていると考えられる。また、国内外の連携についても積極的に推進しており評価できる。しか

しながら、その連携が研究の最大化に貢献したという点がわかりにくい。 
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２．主要な経年データ 

 主な評価指標及びモニタリング指標 

   達成目標 参考値等 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 （参考情報） 

 

（評価指標） 

誌上発表数 

652 － 669 725 648   

国環研全体の誌上発表数。達成目

標は第 3 期中期目標期間の年度平

均。 

査読付き発表論文数 

451 － 490 528 473   

国環研全体の査読付き発表論文

数。達成目標は第 3 期中期目標期

間の年度平均。 

口頭発表件数 

1,347 － 1,330 1,396 1,375   

国環研全体の口頭発表件数。達成

目標は第 3 期中期目標期間の年度

平均。 

 

（モニタリング指標） 

発表論文の相対被引用度の平均値 
－ － 1.36 1.48 1.60   

過去 10 年間（2007～2016 年）に発表さ

れた論文に係る値。平成 25～27 年度年

平均値は、1.25。 

招待講演数 
－ 166 211 179 208   参考値は第 3 期中期目標期間の年

度平均。 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

項目別調書 No.５ 研究成果の積極的な発信と政策貢献・社会貢献の推進 

当該事務実施に係る根拠 

（個別法条文など） 

国立研究開発法人国立環境研究所法 第 11 条第 1項 

（第一号、第二号省略） 

三 前二号の業務に附帯する業務を行うこと。 

当該項目の重要度、難易度 【重要度：高】 

環境研究の成果は社会に還元されるべきものであり、また国立研究開発法人として国民の理解を得るための成果発信やアウトリ

ーチ活動は重要であるため。また、政策貢献は国環研の重要なミッションのひとつであり、着実に取り組む必要があるため。 

４ 項目別評価調書（第３．研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項） 
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誌上発表に対する受賞数 － 7 4 5 8   同上 

口頭・ポスター発表に対する受賞数 － 9 11 14 19   同上 

長年の研究業績に対する受賞数 － 10 13 9 11   同上 

ホームページから新たに提供したコンテ

ンツの件数 － 9 19 14 12   

同上※新規公開のホームページの

ほか、既存ページのリニューアル

も含む。 

ホームページのアクセス件数（万件） 
－ 4,613 4,357 5,314 4,544   

参考値は第 3 期中期目標期間の年

度平均。 

プレスリリース件数 － 45 65 57 72   同上 

研究成果に関するプレスリリースの件数 － 16 25 28 29   同上 

マスメディアへの国環研関連の記載記事数 － 353 415 463 368   同上 

国環研関連の放映番組数 － 159 116 136 128   同上 

環境標準物質の外部研究機関等への提供件数 － 141 185 181 198   同上 

微生物保存株の外部研究機関等への提供件数 － 383 412 359 329   同上 

実験水生生物等の試料等の外部研究機関

等への提供件数 
－ 95 141 155 116   

同上 

国の審議会等への参加件数 
－ 609 580 604 771   

フェロー等契約職員を含めた平成

30 年度の参加件数は 871 件 

研究者一人当たりの国の審議会等への 

参加件数 
－ 3.1 2.9 3.0 3.7   

参考値は第 3 期中期目標期間の年

度平均。 

職務発明の認定件数 － 5 23 8 9   同上 

特許出願の件数 － 9 15 7 18   同上 

一般公開の見学者数 
－ 4,639 5,906 6,062 6,069   

同上 

※春・夏の一般公開の合計。 

ワークショップ等の開催件数 
－ 32 44 66 71   

参考値は第 3 期中期目標期間の年

度平均。 

国環研視察・見学受入人数 － 5,758 7,493 7,789 7,763   同上 
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主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 

  平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 （参考情報） 

予算額（千円） 12,347,221 12,737,424 13,375,194     研究業務全体額 

決算額（千円） 12,112,213 13,041,247 12,517,773     研究業務全体額 

従事人員数 202  201 208     研究系常勤職員数 

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 

 （４）研究成果の積極的な発信と政策貢献・社会貢献の推進 
国環研で実施した環境研究の成果について、積極的に発信・提供し、環境政策の立案等に貢献するとともに、それらの普及・還元を通じて社会貢献を推進するも

のとする。 
 
①研究成果の発信・提供 
研究成果の発信・提供について、具体的に以下の取組を行うものとする。 
・個別の研究成果について、誌上発表及び口頭発表を推進する。 
・研究活動や研究成果に関する情報を、マスメディアや新しいメディアを通じて積極的に発信する。 
・研究所の最新の動向を正確かつ迅速に発信するとともに、利用者が必要とする情報に効率的にアクセスできるよう、ホームページの機能強化に努める。 
・オープンサイエンスを推進するため、研究成果等を蓄積し、利用しやすい形で提供するシステムについての検討を行う。 
・刊行物等の様々な広報手段を活用し、研究活動・研究成果の解説・普及に努める。 
これらの取組により、国民の環境研究への理解の促進に貢献する。 

 
②研究成果の政策貢献と活用促進等 
研究成果の政策貢献と活用促進等について、具体的に以下の取組を行うものとする。 
・国内外の環境政策の立案や実施、見直し等に活用されるよう、研究成果を積極的に発信・提供する。 
・関係審議会等への参画をはじめ、環境政策の決定や現場の課題解決に必要となる科学的な事項の検討に参加する。 
・データベースや保存試料等の外部研究機関への提供に努める。 
・知的財産については、財務の効率化及び権利化後の実施の可能性を重視して、研究所が保有する特許権等を精選し活用を図る。 
これらの取組により、研究成果の活用促進や環境政策の立案等に貢献する。 
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③社会貢献活動の推進 

社会貢献活動として、具体的に、公開シンポジウム、施設の一般公開、見学受入れ、各種イベントや講演会、講師派遣等のアウトリーチ活動を推進することと

する。 
これらの取組により、国民への環境研究等の成果の普及・還元を通じた社会貢献をする。 
 

 中長期計画 
 （４）研究成果の積極的な発信と政策貢献・社会貢献の推進 

国環研で実施した環境研究の成果について、積極的に発信・提供し、環境政策の立案等に貢献するとともに、それらの普及・還元を通じて社会貢献を推進する。 
 
①研究成果の発信・提供 

ア．個別の研究成果の発表については、査読付き発表論文数、誌上発表件数及び口頭発表件数について第 3 期中期目標期間中と同程度の水準を目安として、誌

上発表及び口頭発表を推進する。 
その際、国内外の学会等で高い評価を得る、多くの関連研究で参照されるなど、学術的・社会的貢献の観点から質の高い研究成果の発信に努める。 

イ．研究活動や研究成果に関する情報を、マスメディアや新しいメディアを通じて積極的に発信する。 
国環研で行われている研究活動や研究成果について、正確かつ関心度の高い情報をタイムリーにマスメディアや新しいメディアを通じて積極的に発信す

る。情報を発信する際には、写真や動画などを有効に活用するよう努める。 
ウ．研究所の最新の動向を正確かつ迅速に発信するとともに、利用者が必要とする情報に効率的にアクセスできるよう、ホームページの機能強化に努める。 
エ．オープンサイエンスを推進するため、研究成果等を蓄積し、利用しやすい形で提供するシステムについての検討を行う。 
オ．刊行物等の様々な広報手段を活用し、研究活動・研究成果の解説・普及に努める。 

これらの取組により、国民の環境研究への理解の促進に貢献する。 
 
②研究成果の政策貢献と活用促進等 
研究成果の政策貢献と活用促進等について、具体的に以下の取組を行う。 
ア．国内外の環境政策の立案や実施、見直し等に活用されるよう、前項に記述したように研究成果を積極的に発信・提供する。 
イ．関係審議会等への参画をはじめ、環境政策の決定や現場の課題解決に必要となる科学的な事項の検討に参加する。なお、毎年度、研究分野ごとに政策貢献

の状況を把握する。 
ウ．データベースや保存試料等の外部研究機関への提供に努める。 
エ．知的財産については、財務の効率化及び権利化後の実施の可能性を重視して、研究所が保有する特許権等を精選し活用を図る。 
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これらの取組により、研究成果の活用促進や環境政策の立案等に貢献する。 
 
③社会貢献活動の推進 

研究成果の発表会である公開シンポジウムや施設の一般公開においてインパクトのある研究成果を直接国民に発信する。また、視察者や見学者の希望を把握

し、研究活動に支障がないよう留意しつつ、わかりやすい説明に努める。さらに研究所主催の各種イベントや講演会、研究者の講師派遣等のアウトリーチ活動を

積極的に実施し、国民への環境研究等の成果の普及・還元を通じた社会貢献に努める。 
 年度計画（該当箇所を抜粋して記載） 

 （４）研究成果の積極的な発信と政策貢献・社会貢献の推進 

国環研で実施した環境研究の成果について、積極的に発信・提供し、環境政策の立案等に貢献するとともに、それらの普及・還元を通じて社会貢献を推進する。 

 

①研究成果の発信・提供 

ア．個別の研究成果の発表については、査読付き発表論文数、誌上発表件数及び口頭発表件数について第 3期中期目標期間中と同程度の水準を目安として、誌上

発表及び口頭発表を推進する。  

その際、国内外の学会等で高い評価を得る、多くの関連研究で参照されるなど、学術的・社会的貢献の観点から質の高い研究成果の発信に努める。  

イ．研究活動や研究成果に関する情報を、マスメディアやソーシャル・ネットワーキング・サービス（ＳＮＳ）等を通じて積極的に発信する。  

国環研で行われている研究活動や研究成果について、正確かつ関心の高い情報をタイムリーにマスメディアやＳＮＳ等を通じて積極的に発信する。情報を発

信する際には、写真や動画などを有効に活用するよう努める。  

ウ．国民が気軽に国環研を知ることができる有効な手段の一つであるホームページの役割を踏まえ、国環研の最新の動向を正確かつ迅速に発信するとともに、利

用者が必要とする情報に効率的にアクセスできるよう、ウェブアクセシビリティの改善を含めたホームページの機能強化に努める。また、研究活動支援及び社

会貢献の観点から、研究者向けの有用なデータや、社会的に関心の高いテーマについて、関連情報の提供に努める。  

エ．オープンサイエンスを推進するため、研究成果等の蓄積を続けるとともに、これらの情報を提供する上で、利用者にとって利用しやすい形での提供のあり方

を検討する。  

オ．刊行物・メールマガジン等の様々な広報手段を活用し、研究活動・研究成果の普及に努める。なお、刊行物については広報への展開を見据え、図表の活用や

表現の工夫等、内容の伝わりやすさに留意する。  

これらの取組により、国民の環境研究への理解の促進に貢献する。  

 

 

②研究成果の政策貢献と活用促進等 

研究成果の政策貢献と活用促進等について、具体的に以下の取組を行う。  
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ア．国内外の環境政策の立案や実施、見直し等に活用されるよう、前項に記述したように研究成果を積極的に発信・提供する。  

イ．関係審議会等への参画をはじめ、環境政策の決定や現場の課題解決に必要となる科学的な事項の検討に参加する。なお、研究分野ごとに政策貢献の状況を把

握する。  

ウ．データの公開に関する基本方針により、データ公開に努める。  

エ．環境標準試料等の外部研究機関への提供に努める。  

オ．知的財産については、財務の効率化及び権利化後の実施の可能性を重視して、研究所が保有する特許権等を精選し活用を図る。  

これらの取組により、研究成果の活用促進や環境政策の立案等に貢献する。 

 

③社会貢献活動の推進 

研究成果の発表会である公開シンポジウムや施設の一般公開においてインパクトのある研究成果を直接国民に発信する。また、視察者や見学者の希望を把握し、

研究活動に支障がないよう留意しつつ、わかりやすい説明に努めるとともに、視察者や見学者に研究所を紹介する場として「研究所紹介スペース」の構築を進め

る。さらに研究所主催の各種イベントや講演会、研究者の講師派遣等のアウトリーチ活動を積極的に実施し、国民への環境研究等の成果の普及・還元を通じた社会

貢献に努める。 

 

 評価軸、指標 業務実績 評価軸ごとの自己評価 

 ①研究成果の発信・提供 

○研究成果を論文、インターネッ

ト、マスメディア等を通じて適

切に発信しているか 

【評価指標】 

・誌上・口頭発表件数 

・情報発信の取組状況 等 

 

 

【モニタリング指標】 

・招待講演数 

・プレスリリース件数 

・HP のアクセス数 

【発表論文、誌上発表及び口頭発表の推進】 

○研究成果の発表について、誌上発表件数、査読付き発表論文数及び口頭発表件

数を第 3 期中期目標期間中と同程度を確保できるように努めた。論文の数に関

する実績については、平成 30 年度の誌上発表件数と査読付き発表論文数はそ

れぞれ 648 件と 473 件であり、第 3 期中期目標期間の年平均値（誌上 652 件、

査読付き 451 件）と同等の達成率であった。また、口頭発表の件数は 1,375 件

であり、第 3期中期目標期間の年平均値（1,347 件）と同等であった（資料

15）。 

 

○英語論文の質等に関しては、Web of Science Core Collection 収録の 2008 年

から 2017 年（10 年間）に出版された原著論文及び総説論文を用いて分析した

（資料 26）。国環研の研究者が主著者となっている論文に関して、被引用数上

位 10%論文の割合は 11.1%、被引用数上位 1%論文の割合は 1.3%と日本平均（そ

○研究成果の発表実績のうち、誌上発表件

数と査読付き発表論文数は、口頭発表の

件数は、第 3期中期目標期間の年平均値

と同等であり、順調に研究成果を発表し

た。 

 

 

 

 

○論文の被引用数も多く、Q1 雑誌からの出

版も増え、研究成果が広く発信されるよ

うな質の高い研究を実施できている。 
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 評価軸、指標 業務実績 評価軸ごとの自己評価 

・HP から新たに提供したコンテン

ツの件数 

・マスメディア等への当研究所関

連の掲載・放映数 等 

 

 

 

れぞれ 8.1%、0.9%）と比べて高かった。インパクトファクターが上位 25%の雑

誌（Q1 雑誌）に掲載された論文割合は上昇傾向で、2017 年に出版された論文

466 報のうち、61.5%（日本平均は 39.6%）に当たる 286 報が Q1 雑誌から出版

された。 

 

○発表論文等の受賞状況については、国内外の学会等で高い評価を得る等、学術

的・社会的貢献の観点から質の高い研究成果の発信に努めた。受賞に関する実

績については、論文賞等誌上発表に対する受賞が 8件（第 3期中期目標期間の

年平均 7 件）、口頭・ポスター発表に対する受賞が 19 件（同 9件）、また、対

象分野への長年の研究業績に対する受賞（功労賞、学術賞等）は 11 件（同 10

件）を数えた（資料 25）。 

 

 

 

 

【インターネットを通じた研究成果等の発信・普及】 

○環境情報部が所内研究センター等と連携し、国環研ホームページを通じて国環

研の最新情報や研究成果の提供を行った。平成 30 年度中に公開を開始したコ

ンテンツは、以下のとおりであり（資料 27）、気候変動適応センターホームペ

ージの開設をはじめ、化学物質データベース「Webkis－Plus」のリニューアル

等、より充実した情報を提供することにより、産学官の研究者等の期待に応え

られるように努めた。 

①気候変動適応センターホームページ 日本語版・英語版（気候変動適応センタ

ー）※新規 

②化学物質データベース「Webkis－Plus」（環境リスク・健康研究センター）※

リニューアル 

③地球環境研究センターウェブサイト（地球環境研究センター）※リニューアル 

④ゲノムデータベース（生物・生態系環境研究センター）※新規 

 

 

 

 

 

○発表論文等の受賞に関する実績について

は、口頭・ポスター発表に対する受賞が

第 3期中期目標期間の 2倍を超えてお

り、論文賞等誌上発表に対する受賞と対

象分野への長年の研究業績に対する受賞

（功労賞、学術賞等）に関しても 11 件の

受賞があり、学術的・社会的貢献の観点

からも評価されていることがうかがわれ

る。 

 

○平成 30 年度にホームページから新たに提

供した主なコンテンツ（リニューアル等

を含む）は 12 件であり、国環研の最新情

報や研究成果等をユーザーに分かりやす

く提供することに努めた。ホームページ

は、今年度も引き続き高い水準で利用さ

れているおり、情報の発信に努めた。 
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⑤環境研究総合推進費 戦略的研究開発課題 S-17 災害・事故に起因する化学物

質リスクの評価・管理手法の体系的構築に関する研究（環境リスク・健康研究

センター）※新規 

⑥アジア太平洋適応情報プラットフォーム（AP-PLAT）：WebGIS（データの追加）

（社会環境システム研究センター）※リニューアル 

⑦生態毒性予測システム KATE2017 on NET（環境リスク・健康研究センター）

※β 版から正式版への機能拡張 

⑧気候変動適応情報プラットフォーム（A-PLAT）全国・都道府県情報 WEBGIS

（社会環境システム研究センター）※リニューアル 

⑨環境リスク・健康研究センターHP 旧組織アーカイブ リスクセンター四季報

（環境リスク・健康研究センター）※リニューアル 

⑩The 15th International Workshop on Greenhouse Gas Measurement from 

Space（地球環境研究センター）※新規 

⑪国立環境研究所福島支部 研究記事ナビゲーションシステムバナーの掲載（福

島支部）※リニューアル 

⑫ビタミン D生成・紅斑紫外線量情報 モバイル端末向け、気候値表示コンテン

ツ（地球環境研究センター）※リニューアル 

 

○国環研の紹介、情報の提供のサイトとして、国環研ホームページを適切に管

理・運用した。具体的には、報道発表やイベント情報、国環研の各種刊行物や

受賞情報などの記事を引き続き提供・更新するとともに、動画共有サイト

「YouTube」上の「国立環境研究所動画チャンネル」に公開シンポジウムの講

演等を掲載し、環境儀の紹介ビデオ制作を進めた。 

 

○昨年度のウェブアクセシビリティ調査結果を踏まえ、ガイドラインの作成や講

習会の実施に取り組んだ。 

○平成 30 年度における国環研のホームページのアクセス件数（ページビュー）

は、約 4,544 万件であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○国環研ホームページの作成用に活用して

いるテンプレートを改修する等のウェブ

アクセシビリティ対応を進めた。今後

も、年齢的・身体的条件に関わらず、ウ
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【オープンサイエンスの推進】 

○研究資源の利活用を促進するため、研究データ管理についての国環研の姿勢を

示す所信表明として、「国立研究開発法人国立環境研究所データの公開に関す

る基本方針（データポリシー）」を策定し、平成 29 年 4 月より一般に公開し

た。また、平成 29 年度に引き続き、所内研究者からの意見聴取結果や、国内

外の動向を踏まえ、その推進方策の検討を行った。研究データへのデジタルオ

ブジェクト識別子(DOI：Digital Object Identifier)の付与を平成 28 年度よ

り開始し、平成 30 年度は新たに 1 件のデータセットに DOI を付与し、3 件のデ

ータセットを更新した。 

 

【刊行物による研究成果等の普及】 

○国環研の研究成果等を刊行する際の刊行規程に基づき、研究報告書等を刊行し

た（資料 31）。 研究成果をわかりやすく普及するための研究情報誌「環境

儀」については、年 3 回発行した。専門的な用語についてはコラムを使って解

説し、さらに理解しやすい編集に努めた。国立環境研究所ニュースについて

は、年 6 回発行し、国環研における最新の研究活動を紹介した。 

 

 

○刊行物については、紙の使用量節減を目的とし、平成 24 年度から原則として

電子情報により提供することとした。なお、紙媒体での提供が広報資料として

必要なものについては、発行部数の見直しを行いつつ、電子情報での提供と並

行して紙媒体の発行も行った。 

○国環研の活動について理解を深めていただくことを目的に、一般市民を対象と

したメールマガジンを平成 24 年 12 月から毎月発行している。 

ェブで提供されている情報にアクセスし

利用することができるよう、ウェブアク

セシビリティ対応を進めていく。 

 

○研究資源の利活用を促進するため、研究

データ管理についての国環研の姿勢を示

す所信表明として、データポリシーを策

定、公開した。また、オープンサイエン

ス推進 WG において、研究論文のオープン

アクセス推進施策などについて検討し

た。平成 30 年度は 1件のデータセットに

DOI を付与し、3件のデータセットを更新

した。 

 

○刊行物については、研究報告や環境儀、

国環研ニュース等の刊行等により、研究

成果の解説、普及に努めており評価でき

る。メールマガジンによるタイムリーな

情報配信等により、研究成果の解説・普

及に努めた。引き続き、刊行物の充実に

努めていく。 
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【マスメディアを通じた研究成果等の普及】 

○「第 4 期中長期計画期間における広報戦略」（資料 29）並びに「平成 30 年度広

報・成果普及等業務計画」（資料 30）に基づき、成果の最大化を目指して、研

究活動や研究成果に関する情報をマスメディアや SNS を活用し積極的に発信し

た。特に、海外への情報発信として、新たに EurekAlert を活用し、海外の科

学系マスメディアへの配信を積極的に実施した。 

 

○平成 30 年度のプレスリリース件数について、第 3期中期目標期間の年間平均

件数 45 件に対し平成 30 年度実績は 72 件、うち研究成果に関する発表件数は

第 3期中期目標期間の年間平均件数 16 件に対し平成 30 年度実績は 29 件とな

っており、前期平均値を大きく上回った（資料 32）。 

プレスリリースに際しては写真や図表等を有効に活用し、分かりやすく効果的 

な発信に努めた。 

 

 

○国環研が紹介・言及されたテレビ等の報道・出演は 128 件（平成 29 年度 136

件）、新聞報道は 368 件（平成 29 年度 463 件）であった（資料 33）。 

 

 

 

 

＜関連する資料編＞ 

（資料 15）誌上・口頭発表件数等 

（資料 25）誌上発表・口頭・ポスター発表・長年の研究業績に対する受賞一覧 

（資料 26）論文の被引用数等の評価 

（資料 27）国立環境研究所ホームページから提供したコンテンツ（H３０） 

（資料 28）国立環境研究所ホームページのアクセス件数（ページビュー）等 

 

○平成 30 年度広報・成果普及等業務計画 

（資料 30）に基づき、国環研の研究成果

について、マスメディアを通じた積極的

な発信を進めており評価できる。 

 

 

 

○プレスリリースについては、第 3 期中期

目標期間の年間平均件数 45 件に対し平成

30 年度実績は 72 件で 160％、うち研究成

果に関する発表件数は第 3期中期目標期

間の年間平均件数 16 件に対し平成 30 年

度実績は 29 件となっており、前中期を大

きく上回った。 

 

○国環研が紹介・言及されたテレビ等の報

道・出演と新聞報道の合計は、昨年度に

引き続き 500 件前後となっており、研究

成果について、マスメディアを通じて積

極的に発信した。 

 

- 92 -



項目別調書 No.5 研究成果の積極的な発信と政策貢献・社会貢献の推進 

 評価軸、指標 業務実績 評価軸ごとの自己評価 

（資料 29）第４期中長期計画期間における広報戦略 

（資料 30）広報・成果普及等業務計画 

（資料 31）国立環境研究所刊行物 

（資料 32）プレスリリース一覧 

（資料 33）マスメディアへの当研究所関連の掲載記事・放映番組の状況 

 

②研究成果の政策貢献と活用促

進等 

○成果普及による社会貢献に向

け、環境政策への貢献、成果の

外部機関への提供、知的財産の

精選・活用等、研究成果の活用

促進等に適切に取り組んでいる

か 

【評価指標】 

・環境政策への主な貢献事例の状

況 

・データベース・保存試料等の提

供状況 

・特許取得を含む知的財産の活用

等の取組状況 等 

 

【モニタリング指標】 

・環境政策や総合的な地域政策に

ついての国のガイドライン・指

針・要領策定等や地方自治体に

よる条例・計画・指針・手法策

定等への研究成果の貢献状況 

○国や地方公共団体の審議会等への参画、各種委員会で指導的役割を果たすこと

等を通じ、国環研の科学的知見を環境政策の検討に活かすように努めた（資料

34、35）。平成 30 年度においては 570 の審議会等に延べ 771 件の参加があり、

一人当たりの参加件数は 3.7 件であった。いずれも第 3 期中期目標期間の年平

均値を大きく上回った（資料 34）。 

 

○研究分野ごとの研究成果と政策貢献の関係について、資料 35-1 に示すとおり、

貢献の結果（アウトカム）について分類・整理を行った結果、研究分野によっ

て傾向は異なるものの、研究分野全体としては制度面での貢献が多くを占める

ことが示された（表 5-1）。 

 

表 5-1 政策貢献別の研究成果件数 

 

 

なお、気候変動適応については、気候変動適応法の成立や気候変動適応計画

策定等に貢献するとともに、気候変動適応センター設置後直ちに地方公共団体

○国や地方公共団体等の審議会、検討会、委

員会等の政策検討の場に参画し、国環研の

研究成果や知見等を提示し、また、参加件

数等も第 3中期目標期間を大きく上回り、

研究成果の活用を適切かつ有効に行った。 

 

○国や地方公共団体の審議会等への参画、各

種委員会で指導的役割を果たすこと等を

通じ、国環研の科学的知見を環境政策の検

討に活かすように努めた。今後とも関連学

会や研究機関等と連携しつつ引き続き積

極的に環境省等の政策立案等に貢献して

いく。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜平成３０年度の貢献    集計結果＞

反映がなされたもの 105

反映に向けて貢献中のもの 129

反映がなされたもの 33

反映に向けて貢献中のもの 25

 ＊貢献対象が重複しているものがある。　　

Ⅱ：制度面
以外

58

件数貢献の結果（アウトカム）の分類※1

Ⅰ：制度面 234
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・各種審議会等の委員数 

・環境標準物質等の外部研究機関

等への提供件数 

・職務発明の認定件数 

・知的財産の保有状況 等 

 

担当者との意見交換会を開催したほか、環境省主催の広域協議会にアドバイザ

ーとして参加し助言を行うなど、地方公共団体における取組に貢献した。 

また、平成 31 年１月には環境大臣、環境副大臣、環境大臣政務官がそれぞれ

国環研を視察し、理事長等と環境研究及び環境政策に関して意見交換を行った。

加えて、平成 31 年 1 月～2 月を中心に、推進戦略の各領域に関係する環境省部

局との意見交換会を順次開催し、各研究プログラムと政策検討との連携に努め

た。なお、外部研究評価委員会においては政策貢献等成果の活用状況を評価軸と

した評価を受けており、平成 30 年 12 月に開催された外部研究評価委員会では、

評点は 3.58 であった。 

 

○研究基盤としての様々なデータ（地球環境モニタリングデータ、温室効果ガス

排出量、化学物質の安全情報や測定法、全国の大気・水質に関する環境数値情

報、侵入生物の生態学的情報等）について、国環研のホームページからデータ

ベース等として提供した。平成 30 年度においては、『化学物質データベース

「Webkis－Plus」』、『ゲノムデータベース』、『生態毒性予測システム KATE2017 

on NET 正式版』の提供を新たに開始した（資料 27）。 

 

○教育、研究開発のリソースとして、平成 30 年度に、環境計測研究センターでは

環境標準物質（198 件）、微生物系統保存施設では微生物保存株（329 件）、水環

境実験施設では実験水生生物（116 件）の分譲を行った。 

 

 

 

 

○知的財産ポリシー（平成 24 年度制定）及び知的財産取扱規程に基づき、機関一

元管理の原則の下で、平成 30 年度は知的財産審査会を 7回開催し、9 件の職務

発明の認定、18 件の特許出願を行った。知的財産審査会では保有する特許の維

持や活用についても審査を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○データベースについては、国環研の公開

電子情報管理提供規程に基づき適切に公

開した。また、引き続き、データベース

の充実を図り、研究成果の活用に努め

た。 

 

 

○環境標準物質、微生物保存株、実験水生

生物等の試料等の外部研究機関等への提

供総件数は、環境標準物質と実験水生生

物について、第 3期中期目標期間の平均

を超える水準であり、教育や研究のリソ

ースとして、研究成果の活用を行った。 

 

○知的財産の取得・活用を支援し、知的財産

取扱規程に基づく知的財産審査会の運営

を行っており、順調に研究成果を社会に還

元した。また、知的財産審査会では、特許
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○特許等の保有状況については、平成 30 年度末現在で、国内及び外国特許 47 件

（国内 46 件、外国 1 件）、商標権 2 件を登録している（資料 36）。また、知的財

産の取得・活用のための支援として、特許事務所と契約し、特許等の取得や実

施許諾に係る法的な判断が必要な事項について、また取得された特許等の活用

等のための契約内容について、相談等が可能な体制を整備している。 

 

＜関連する資料編＞ 

（資料 27）国立環境研究所ホームページから提供したコンテンツ 

（資料 34）各種審議会等委員参加状況 

（資料 35-1）環境政策への主な貢献事例 

（資料 36）登録知的財産権一覧 

 

保有の継続に際し費用対効果を考慮した

審議も行い、精選と活用に努めた。 

 

③社会貢献活動の推進 

○公開シンポジウム、見学受入

れ、講師派遣等のアウトリーチ

活動に適切に取り組んでいるか 

【評価指標】 

・アウトリーチ活動への取組状況 

等 

【モニタリング指標】 

・公開シンポジウム等の開催状

況・参加者数 

・研究所の施設公開など主催イベ

ントの開催状況・参加者数 

・見学受け入れや講師派遣等のア

ウトリーチ活動の状況 

・その他イベントへの参画状況・

【公開シンポジウム】 

○平成 30 年度の公開シンポジウムについては、6月 15 日（金）神戸新聞 松方ホ

ール（神戸市）において、また 6月 22 日（金）にはメルパルクホール（東京

都港区）において、公開シンポジウム 2018「水から考える環境のこれから」を

開催した。神戸会場では 224 名、東京会場では 698 名の参加者があった。 

 

○公開シンポジウムでは、第 4期中長期計画の下で、これまで重要な環境問題に

対し展開してきた研究プログラムを中心に研究成果の発表を行った。今回は、

私たちにとってかけがえのない「水」をテーマに、水が私たちの生存・生活、

持続可能性にとって持つ意味、豊かな水環境を維持する新たな技術について、

研究所の最近の成果を分かりやすく紹介した。また、講演会、ポスターセッシ

ョンとも活発で有意義な意見交換を行われ、講演に用いた資料や動画は過去の

ものも含め、分かりやすく整理してホームページに掲載し、成果の普及に努め

た。 

 

○公開シンポジウム（東京及び神戸）で

は、分かりやすく効果的な講演等を心が

けたことにより、研究成果について参加

者から高い関心が示され、講演内容につ

いても好評を得た。 
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 評価軸、指標 業務実績 評価軸ごとの自己評価 

参画件数 

・研究所視察・見学受け入れ数 等 

 

【研究所の施設公開】 

○平成 30 年 4月 21 日(土)及び同 7 月 21 日（土）に、つくば本部内で国環研の

一般公開を行った。来訪者数は、それぞれ 749 名及び 5,320 名であり、合計は

6,069 人であった（資料 38）。 

○7月 21 日（土）に開催した夏の大公開では、子供から大人まで幅広い年齢層を

対象に、楽しみながら環境問題や環境研究について学んでいただけるイベント

として、講演や研究施設の説明に加え、体験イベントや環境学習に資する展示

等を実施した。また、今まで以上に公共交通機関を利用した来所を促進するた

め、前年度に引き続き産業技術総合研究所と連携して、TX つくば駅と結んだ無

料循環バス「環境研・産総研号」を運行するとともに、JR ひたち野うしく駅と

の間で無料バスの運行を行い、自家用車の使用抑制を図った。 

 

 

 

【見学受入や講師派遣等】 

○平成 30 年度における視察者・見学者の受入状況（一般公開を除く）は、次の

とおりである（資料 38）。 

国内（学校・学生、市民、企業、官公庁等） ： 88 件 1,147 人 

海外（政府機関、研究者、国際協力機構（JICA）研修員等）： 49 件  547 人 

 

○見学対応による研究者への負担を軽減し、一層の効率化を図りつつ対応能力を

向上させる必要があることから、基本的な見学コースを設定し、企画部スタッ

フによる説明対応を充実させるとともに、施設見学用のパンフレット、パネ

ル、展示物等の整備、改善を進めた。また、展示スペースの活用について検討

を進めた。 

 

○次代を担う青少年を対象とした「つくば科学出前レクチャー」や各種団体等の

主催する講演会・学習会等に研究者を講師として派遣し、環境保全活動を行う

○国環研の施設公開を春と夏の 2回開催し

ている。特に、夏に開催する「夏の大公

開」では、全所一丸となって対応し、多

くの来場者に国環研の活動成果の普及を

図っている。また、公開に際し、産業技

術総合研究所との交通連携を引き続き実

施し、公共交通機関を利用した環境負荷

の少ない来所を推進することにより来場

者に環境への関心を高めている。さら

に、アンケート結果からは、大部分の来

場者から「夏の大公開」について満足し

たとの回答が得られており、分かりやす

く効果的な一般公開が実施できた。 

 

○市民団体等の見学を積極的に受け入れ、

「つくば科学出前レクチャー」や各種団

体等の主催する講演会・学習会等に研究

者を講師として派遣、その他イベントへ

の参画等各種関係主体と協力して実施

し、研究成果の国民への普及・還元活動

について分かりやすく、効果的な社会貢

献活動が実施できた。 
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 評価軸、指標 業務実績 評価軸ごとの自己評価 

学校や市民を支援した。 

 

○さらに、市民団体等の見学を積極的に受け入れ、研究成果の紹介や環境保全活

動のための助言等を行った。 

 

【その他のイベント】 

○研究成果の普及・還元の一環として、主催、共催による各種シンポジウム、ワ

ークショップ等を 71 件開催した（資料 37）。特に、平成 30 年度においては、

第 17 回世界湖沼会議（いばらき霞ケ浦 2018）が開催され、ブース出展等にも

協力した。 

 

＜関連する資料編＞ 

（資料 37）ワークショップ等の開催状況 

（資料 38）研究所視察・見学受入状況 

 

 

 

 

 

 

○各種シンポジウムやワークショップの開

催や、見学受け入れや講師派遣等のアウ

トリーチ活動を引き続き活発に行った。 

 

 項目別評定（自己評価） Ａ 

 評価軸毎の自己評価欄に記載のとおり、研究開発成果の最大化に向けて優れた成果の創出が認められる。特に、研究成果の誌上・口頭発表は第 3期中期目標期間と

同等の件数を維持するとともに、発表論文の相対被引用度の高い論文を発表することができた。また、国や地方公共団体の 570 の審議会等に延べ 771 件参加するな

ど、環境政策の貢献に引き続き努めている。 

 主務大臣による評価 

 評定 Ａ 

 ＜評定に至った理由＞ 

①研究成果の発信・提供 

  ・平成 30 年度にホームページから新たに提供した主なコンテンツは 12 件であり、国環研の最新情報や研究成果等を提供。 

  ・誌上発表数 648 件、査読付き発表論文数 473 件、口頭発表件数 1,375 件は、第３期平均と同等程度。 
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 ②研究成果の政策貢献と活用促進等   

  ・570 の審議会等に延べ 771 人の職員が参画（一人あたり約 3.7 件） 

  ・環境標準物質（198 件）、微生物保存株（329 件）、実験水生生物（116 件）等の試料等の外部機関への提供総件数は、環境標準物質と実験水生生物が第３期平

均を上回っている。 

  ・知的財産審査会において、9件の職務発明の認定、18 件の特許出願を行った。 

 

 ③社会貢献活動の推進 

  ・公開シンポジウムを開催し、神戸（6/15）では 224 名、東京（6/22）では 598 名が参加。 

  ・春と夏につくば本構内で一般公開を行い、4月は 749 名、7 月は 5,320 名が来訪。 

 

＜項目別評定Ａの判断根拠となる主要な事例＞ 

○Web of Science Core Collection に格納されている国環研の論文に係る相対被引用度の平均値 1.60 は世界標準（1.0）を大きく上回っており、質の高い論文を

発表している。 

 ○プレスリリース件数は 72 件（第３期平均 45 件）、うち研究成果に関する発表件数は 29 件（第３期平均 16 件）と、第３期平均を大きく上回った。 

 
 

４．その他参考情報 

＜審議会の意見等＞ 

・発表論文の相対被引用度の平均値が年々上昇していることは、高く評価する。また、招待講演数や受賞数の増加、環境政策立案への多数の貢献、ワークショップ開

催や一般公開見学等の社会貢献も良い傾向にある。 

 ・研究成果の発信、政策・社会貢献への取り組みは、質・数ともに高く評価できる。Ａ評価に異存ない。相対被引用度 1.60 は世界標準を大きく上回っているばかり

か、年々の増加も顕著である。プレスリリースや講演会、一般公開等、一般へのアウトリーチにも相変わらず積極的であり、また、審議会への参加数や環境政策への

貢献も顕著である。 
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項目別調書 No.6 環境情報の収集、整理及び提供に関する業務 

 

２．主要な経年データ 

 

主な評価指標及びモニタリング指標 

  達成目標 参考値等 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 （参考情報） 

（評価指標） 

新たに収集、整理及び提供を行った

情報源情報（メタデータ）件数 
12,000 件 

2,400 件/

年 
3,518 件 3,123 件  3,313 件     

（モニタリング指標） 

                  

 

主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

  平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 （参考情報） 

予算額（千円） 1,086,344 1,089,458 1,096,073     情報業務全体額 

決算額（千円） 856,896 1,147,351 1,022,774     情報業務全体額 

従事人員数 6 8  8     情報業務に従事した常勤職員数 

  

１．当事務及び事業に関する基本情報 

項目別調書 No.６ 環境情報の収集、整理及び提供に関する業務 
当該事務実施に係る根拠 
（個別法条文など） 

国立研究開発法人国立環境研究所法 第 11 条第 1項 

（第一号省略） 

二 環境の保全に関する国内及び国外の情報（水俣病に関するものを除く。）の収集、整理及び提供を行うこと。 

（第三号省略） 

当該項目の重要度、難易度 【重要度：高】 

環境分野の基盤的な情報や知見は、情報利用者のニーズに応じて活用しやすい形で適切に提供を行う仕組みの構築が求められて

いることから、わが国の環境行政の科学的、技術的基盤を提供する機関として、環境情報の収集、整理及び提供について着実に

取り組む必要があるため。 

４ 項目別評価調書（第３．研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項） 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 

 ２．環境情報の収集、整理及び提供に関する業務 

様々な環境の状況等に関する情報や環境研究・技術等に関する情報について収集・整理するとともに、以下のことを実施し、環境情報を発信する総合的なウェブ

サイトである「環境展望台」の充実を図り、運用することにより、環境情報を国民にわかりやすく提供する。 

 

・他機関が保有する情報を含め、利用者が知りたい情報に辿りつくことができるようにするための案内機能を充実させるとともに、幅広い環境情報の理解を容易

にするため、環境情報に関するメタデータ（以下、「メタデータ」という。）を引き続き整備し、利用者が必要な情報（1 次情報）を入手できるようにする。 

・国内各地の環境の状況に関する情報や大気汚染の予測情報等を地理情報システム（ＧＩＳ）等の情報技術を活用しながら分かりやすく提供する。 

・オープンサイエンスを進めるため、利用者が使いやすい形での環境数値データの提供を行う。 

・情報の訴求力を向上させるため、提供する解説記事等の作成に当たり、分かりやすい図表、写真等を活用する。 

 

本業務の目標を達成するため、メタデータについては、第 3 期中期目標期間中（目標 10,000 件）の実績を勘案し、更なる情報の充実を図るものとし、5 年間で

新たに 12,000 件の整備を目指すこととする。 

これらの取組により、国民の環境問題や環境保全に対する理解を深め、知識の普及を図るとともに、国、地方公共団体、企業、国民等の環境保全への取組を支援

し研究開発の成果の最大化に貢献する。 

 中長期計画 

 ２．環境情報の収集、整理及び提供に関する業務 

様々な環境の状況等に関する情報や環境研究・技術等に関する情報について収集・整理するとともに、以下のことを実施し、環境情報を発信する総合的なウェブ

サイトである「環境展望台」の充実を図り、運用することにより、環境情報を国民にわかりやすく提供する。 

 

（１）他機関が保有する情報を含め、利用者が知りたい情報に辿りつくことができるようにするための案内機能を充実させるとともに、幅広い環境情報の理解を容

易にするため、環境情報に関するメタデータ（以下、「メタデータ」という）を引き続き整備し、利用者が必要な情報（1次情報）を入手できるようにする。 

（２）国内各地の環境の状況に関する情報や大気汚染の予測情報等を地理情報システム（ＧＩＳ）等の情報技術を活用しながら分かりやすく提供する。 

（３）オープンサイエンスを進めるため、利用者が使いやすい形での環境数値データの提供を行う。 

（４）情報の訴求力を向上させるため、提供する解説記事等の作成に当たり、分かりやすい図表、写真等を活用する。 

 

本業務の目標を達成するため、メタデータについては、第 3期中期目標期間中（目標 10,000 件）の実績を勘案し、更なる情報の充実を図るものとし、5 年間で新

たに 12,000 件の整備を目指す。 

- 100 -



項目別調書 No.6 環境情報の収集、整理及び提供に関する業務 

これらの取組により、国民の環境問題や環境保全に対する理解を深め、知識の普及を図るとともに、国、地方公共団体、企業、国民等の環境保全への取組を支援

し研究開発の成果の最大化に貢献する。 

 年度計画（該当箇所を抜粋して記載） 

 ２．環境情報の収集、整理及び提供に関する業務 
様々な環境の状況等に関する情報や環境研究・技術等に関する情報について収集・整理するとともに、以下のことを実施し、環境情報を発信する総合的なウェブサ

イトである「環境展望台」の充実を図り、運用することにより、環境情報を国民にわかりやすく提供する。  

 

（１）他機関が保有する情報を含め、利用者が知りたい情報に辿りつくことができるようにするための案内機能の充実に向けた検討を行うとともに、幅広い環境情報

の理解を容易にするため、環境情報に関するメタデータ（以下「メタデータ」という。）を引き続き整備し、利用者が必要な情報（1 次情報）を入手できるよう

にする。  

（２）国内各地の環境の状況に関する情報や大気汚染の予測情報等を地理情報システム（ＧＩＳ）等の情報技術を活用しながら分かりやすく提供する。平成 30 年度

は、「環境 GIS」の機能・システムの再点検を行い、操作性の向上、効率的な管理・運用等を実現するための改修に向けた検討を行う。  

（３）オープンサイエンスを進めるため、ウェブアクセシビリティ等にも配慮しつつ、利用者が使いやすい形での環境数値データの提供に向けた検討を行う。  

（４）情報の訴求力を向上させるため、提供する解説記事等の作成に当たり、分かりやすい図表、写真等を活用する。  

 

本業務の目標を達成するため、メタデータについては、平成 30 年度も引き続き 2,400 件の整備を目指す。  

これらの取組により、国民の環境問題や環境保全に対する理解を深め、知識の普及を図るとともに、国、地方公共団体、企業、国民等の環境保全への取組を支援し

研究開発の成果の最大化に貢献する。 

 
 

 評価軸、指標 業務実績 評価軸ごとの自己評価 

 ○環境の状況等に関する情報

や環境研究・技術等に関す

る情報は、適切に収集、整

理され、わかりやすく提供

されているか 

【評価指標】 

・地理情報システム（GIS）等

を活用するなどした、わかり

 環境の状況等に関する情報や環境研究・環境技術等に関する情報をはじめとし

た、様々な環境に関する情報を環境情報の総合的ウェブサイト「環境展望台」にお

いて分かりやすく提供することに努めた。 

 

 「環境展望台」で提供しているコンテンツ・機能は次のとおりである。 

・ニュース・イベント･･･国内・海外ニュース、イベント情報 

・研究・技術･･･環境研究・環境技術に関する情報 

・政策・法令･･･環境政策・環境法令に関する情報 
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 評価軸、指標 業務実績 評価軸ごとの自己評価 
やすい方法での提供状況 

・新たに収集、整理した情報源

情報の件数等 

 

 

 

・環境学習･･･環境学習に役立つ情報 

・環境 GIS･･･環境の状況、環境指標・統計等に関する情報 

・検索・ナビ･･･様々な環境情報の検索サービス 

「環境展望台」の利用者が必要とする情報にたどり着きやすいよう、分かりやす

い情報提供を行うため、平成 30 年度は以下の業務を実施し、「環境展望台」の充実

化に努めた。 

 

（１） 環境情報の案内機能の充実化等 

情報の分かりやすさ、見やすさを向上させ、利用者が必要な情報にたどり着きや

すいようにするため、トップページに表示されるニュースの並び替え化などの見直

し等を行った。 

 さらに、「環境展望台」の各コンテンツにおいて、継続的に最新の情報に更新を行

う等、発信する情報の充実に努めた。 

 

① ニュース・イベント 

 国内（行政、研究機関、企業等）及び海外（欧米を中心とする関係政府機関や国

際機関）から、環境研究・技術に関する最新ニュースを収集し、オリジナル情報へ

のリンクとともに紹介した。また、それぞれのニュースには、関連性のある「環境

展望台」内コンテンツの「環境技術解説」へのリンクを追加する等、効率的な利用

ができるよう配慮した。 

 

② 研究・技術 

 日本国内において環境研究を実施している、国・独立行政法人や地方環境研究機

関の取組等を紹介しており、これらの環境研究に関する情報の更新等を行った。 

 

③ 政策・法令 

 「環境法令ガイド」のコンテンツにおいては、環境に関する法律について、法

令・条文を平易な文章や図解を用いて解説し、分かりやすい記事の提供に努めた。

 

 

 

 

 

 

 

○「環境展望台」において、利用者が必要と

する環境情報にたどり着きやすいよう、ト

ップページに表示されるニュースの並び

替え化等を行った。また、継続的に最新情

報の追加・更新を行う等、発信する情報の

充実に努めた。 
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 評価軸、指標 業務実績 評価軸ごとの自己評価 
また、「環境政策法令ナビ」のコンテンツにおいては、審議会・研究会等議事録、パ

ブリックコメント等を 496 件追加し、情報提供の充実に努めた。 

 

④ 環境学習 

 環境学習の副教材としての活用を意図した資料や、環境学習を実践している高校

の取組、環境分野の研究を行っている大学研究室の事例等について、引き続き関連

情報を提供した。 

 

⑤ 検索・ナビ 

 環境情報の検索システムとして、中央省庁や研究機関の環境情報を収集し、「環境

展望台」サイトに蓄積された情報源情報（メタデータ）を含めた横断的な検索が可

能となる機能を引き続き提供するとともに、同義語を含む形で検索結果を表示する

機能を追加し、操作性の向上に努めた。 

 

（２） 情報源情報（メタデータ）の整備 

 利用者が必要な情報にたどり着きやすいようにするため、環境情報に関するメタ

データを平成 30 年度は新たに 3,313 件整備した。 

 

（３） 環境 GIS による情報提供 

① 環境の状況に関する下記の情報についてデータの収集、整理、提供を行った。 

ア． 大気汚染状況の常時監視結果 

イ． 公共用水域の水質測定結果 

ウ． 有害大気汚染物質調査結果 

エ． 酸性雨調査結果 

オ． 自動車騒音の常時監視結果 

カ． ダイオキシン調査結果 

キ． 騒音・振動・悪臭規制法施行状況調査結果 

ク． 海洋環境モニタリング調査結果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○「環境展望台」でのメタデータについて、

3,313 件を整備、提供し、平成 30 年度目標

（2,400件）を昨年度に引き続き上回った。 

 

○環境 GIS の「環境の状況」では、平成 30 年

度に収集したデータの追加更新を着実に

行うとともに、「環境指標・統計」において

も、追加更新するなど、環境の状況に関す

る情報の収集、整理及び提供を着実に行っ

た。 
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 評価軸、指標 業務実績 評価軸ごとの自己評価 
② 「環境 GIS」の操作性、利便性等の向上、提供情報の充実のため、以下の対応を

行った。 

ア． 大気汚染予測システムについて、環境省による「PM2.5 に関する総合的な取

組」の一環として、平成 26 年度よりシステムの高度化を行っている。平成

30 年度は、従来から公開していた当日、翌日、翌々日の予測に加え、過去

一週間に作成された予測結果図が表示出来るよう改修を行った。 

イ． 環境指標・統計について、統計情報がまとめられた「熱中症発生数 2018 夏

期確定値」を提供情報に追加した。 

 

（４） オープンサイエンスの推進 

 オープンサイエンス推進の一環として、全国の大気汚染状況について最新かつ長

期間のデータを視覚的に確認できるよう、環境省が公開している「そらまめ君」の

データを日本地図上に表示した画像を掲載する「そらまめ君ギャラリー」に、提供

情報を追加した。また、国立環境研究所ホームページ内の「環境数値データベー

ス」サイトにおいて、大気汚染状況の常時監視結果と公共用水域の水質測定結果の

データ閲覧や集計値データ等のダウンロードによる提供を行った。 

 

（５） 図表、写真等の活用による分かりやすい記事等の提供 

 「環境技術解説」のコンテンツでは、環境技術の背景・仕組み・適用事例などを

紹介しており、現在、計 96 件の記事を提供している。掲載記事は、技術革新の動向

を踏まえ、図表、写真等を活用しながら最新の情報を分かりやすく提供できるよう

逐次改訂しており、平成 30 年度は、「コージェネレーション」等 4件の改訂、及び

「DNA 検出技術」の記事作成を進めた。 

 

（６） その他 

 「環境展望台」の利用者への適切な情報提供に努める観点から、各種アクセス解

析に加え、サイト上のアンケートページを活用した。 

 また、利便性向上の一環として、新着情報メール配信サービスを引き続き実施す

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○環境展望台のコンテンツ「環境 GIS」にお

いて、環境省のリアルタイム大気汚染デー

タ配信システム「そらまめ君」の時間値デ

ータを独自に地図化した画像を追加し、視

覚的にわかりやすい提供情報を行った。 

 

 

 

○訴求力向上のため、「環境技術解説」では、

図表、写真等を活用しながら情報を分かり

やすく提供した。 

 

 

 

 

○「環境展望台」の安定運用のため、適切な

対応を行った。 
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 評価軸、指標 業務実績 評価軸ごとの自己評価 
るとともに、話題性のある環境に関連した情報を「ピックアップ」に表示した。デ

ータ更新や新規コンテンツ公開の際には、トップページの「お知らせ」に掲載する

など、利用者へ向けた積極的な情報発信に努めた。 

 このほか、「環境展望台」で使用している各種ソフトウェア等のバージョンアップ

を行うことでセキュリティ対策を高める等、引き続き安定運用を図った。 

 

＜関連する資料編＞ 

（資料 39）「環境展望台」トップページ 

 

 項目別評定（自己評価） Ａ 

 環境情報の収集、整理及び提供に関する業務については、環境の状況等に関する情報や環境研究、環境技術等に関する情報ともに適切に実施しており、また、情報

更新等のほか、分かりやすい情報提供のため、「環境展望台」の各コンテンツにおいて改修も実施している。特に、利用者が環境情報にたどり着きやすくするために

収集、整理及び提供している情報源情報（メタデータ）については新たに 3,313 件を提供し、年度目標である 2,400 件を大きく超えて達成することができた。今後

もこれらの業務を適切に実施し、環境情報を国民に分かりやすく提供していく。 

 主務大臣による評価 

 評定 Ａ 

 ＜評定に至った理由＞ 

○環境の状況等に関する情報や環境研究・技術等に関する情報は、適切に収集、整理され、わかりやすく提供されているか 

  ・環境情報の収集、整理及び提供業務を適切に実施し、「環境展望台」において、トップページに表示されるニュースの並び替え等を行い、利用者がより情報が

分かりやすく、見やすいものとなるように見直したほか、継続的に最新情報の追加・更新等を行い、利便性を向上。 

  ・環境展望台のコンテンツ「環境 GIS（地理情報システム）」において、環境省のリアルタイム大気汚染データ配信システム「そらまめ君」の時間値データを独

自に地図化した画像を公開し、視覚的にわかりやすい提供情報を実施。  

 

＜項目別評定Ａの判断根拠となる主要な事例＞ 

○「環境展望台」でのメタデータについて、3,313 件を提供し、目標（2,400 件/年）を大きく上回った。 

 
 

- 105 -



項目別調書 No.6 環境情報の収集、整理及び提供に関する業務 

４．その他参考情報 
＜審議会の意見等＞ 

・「環境展望台」におけるコンテンツを利用者の目線から、常に分かり易く見易く改善・向上させている点は大いに評価できる。また、メタデータも引き続き高い水準

で整備・提供している 
・利用者目線での業務推進が顕著である。メタデータが大きく目標値を越えて達成されており、Ａ評価に異存ない。 
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２．主要な経年データ 

 主な評価指標及びモニタリング指標 

   達成目標 参考値等 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 （参考情報） 

 

（評価指標） 

外部評価における評点（総合） － －          

 

（モニタリング指標） 

地方公共団体や地域気候変動適応センタ 

ーへの技術的援助の件数 
－ －   73    

気候変動適応情報プラットフォーム（A-

PLAT）へのアクセス数 
－ －   539,260   

日本語ページのページビュ

ー数 

気候変動適応情報プラットフォームの更

新回数 
－ －   246   

日本語トップページの更新

回数 

各種審議会等の委員数 － －   33    

誌上発表数（査読あり）件数 － －   5    

誌上発表数（査読なし）件数 － －   3    

口頭発表（国内）件数 － －   34    

口頭発表（国外）件数 － －   8    

招待講演数 － －   14    

１．当事務及び事業に関する基本情報 

項目別調書 No.７ 気候変動適応に関する業務 

当該事務実施に係る根拠 
（個別法条文など） 

国立研究開発法人国立環境研究所法 第 11 条第 2項 

研究所は、前項の業務のほか、気候変動適応法（平成 30 年法律第 50 号）第 11 条第 1項に規定する業務を行う。 

当該項目の重要度、難易度 【重要度：高】【難易度：高】 

喫緊の課題として法制化された気候変動適応に関する取組であり重要度は高い。また、気候変動適応は、気候変動の不確実性や、

その地域差、適応策実装可能性等を考慮しながら段階的に展開していく必要があるため難易度が高い。 

４ 項目別評価調書（第３．研究開発の成果の最大化その他の業務の質の向上に関する事項） 
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主要なインプット情報（財務情報及び人員に関する情報） 

 

  平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和 2年度 （参考情報） 

予算額（千円）   688,857     適応業務全体額 

決算額（千円）   645,744     適応業務全体額 

従事人員数    107     

気候変動適応プログラム

に従事した延べ人数及び

適応業務に従事した常勤

職員数 
 
３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 

 ３．気候変動適応に関する業務 

適応法による新たな国環研の業務及び気候変動適応に関する研究に一体的に取り組む。 

 具体的には、気象、防災、農林水産業、人の健康等、気候変動等に関する調査研究又は技術開発を行う機関や地域気候変動適応センター（地域の大学や地方公共団

体の研究機関等がこれを担うことが想定される）等と連携して気候変動影響及び気候変動適応に関する内外の情報の収集・整理及び分析を実施する。また、気候変動

に関する観測・監視研究、社会経済・気候シナリオの整備、気候変動影響及び脆弱性評価手法の高度化を行い、政府による気候変動影響の総合的な評価についての報

告書の作成や気候変動適応計画の変更に貢献する。その際、国民一人一人が日常生活において得る気候変動影響に関する情報の有用性に留意する。 

 これらの情報及び調査研究・技術開発の成果について、気候変動適応情報プラットフォームを通じて提供する。また、都道府県又は市町村による地域気候変動適応

計画の策定及び推進に係る技術的助言その他の技術的援助、地域気候変動適応センターに対する技術的助言その他の技術的援助、並びに気候変動適応広域協議会から

の求めに応じた資料の提供、意見の開陳、これらの説明その他の協力を行う。さらに、これらを通じて、気候変動適応に関する情報及び調査研究・技術開発の成果の

活用を図るとともに、地域気候変動適応センターや地域におけるその他の研究機関との共同研究や研修等により、気候変動影響予測や適応策に関する研究人材の育成

にも取り組み、気候変動適応の推進に貢献する。本目標期間中は、特に幅広い地域の活動を担う都道府県及び政令指定都市を中心に積極的な働きかけを実施し、気候

変動適応の推進に向けた技術的なニーズを把握するとともに、それを踏まえた技術的援助を実施する。 

また、主にアジア太平洋地域の途上国に対する気候変動影響及び気候変動適応に関する情報を提供する基盤として、2020 年までにアジア太平洋気候変動適応情報プ

ラットフォーム（AP-PLAT）を構築し、情報を発信することにより適応に関する国際的連携・国際協力に努める。  

これらの取組を通じて、適応法及び同法の規定により策定される気候変動適応計画に基づく気候変動適応に関する施策の総合的かつ計画的な推進に貢献する。 
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 中長期計画 

 ３．気候変動適応に関する業務 

 気候変動適応計画（平成 30 年 11 月 27 日閣議決定）に基づき、適応法による新たな国環研の業務及び気候変動適応に関する研究に一体的に取り組む。 

 具体的には、環境大臣を議長とする気候変動適応推進会議により確保される関係行政機関相互の緊密な連携協力体制の下で、気象、防災、農林水産業、自然生態系、

人の健康等、気候変動等に関する調査研究又は技術開発を行う機関や地域気候変動適応センター（地域の大学や地方公共団体の研究機関等がこれを担うことが想定さ

れる）等と連携して気候変動影響及び気候変動適応に関する内外の情報を収集・整理し、それらを総合的に用いて気候変動の地域への影響・脆弱性の評価、評価を踏

まえた適応策などの整理・分析を行う。また、気候変動に関する観測・監視研究、社会経済・気候シナリオの整備、気候変動影響及び脆弱性評価手法の高度化を行い、

政府による気候変動影響の総合的な評価についての報告書の作成や気候変動適応計画の変更に貢献する。その際、国民一人一人が日常生活において得る気候変動影響

に関する情報の有用性に留意する。 

 これらの情報及び研究・技術開発の成果について、気候変動適応情報プラットフォームを通じて提供する。また、都道府県又は市町村による地域気候変動適応計画

の策定及び推進に係る技術的助言その他の技術的援助、地域気候変動適応センターに対する技術的助言その他の技術的援助、並びに気候変動適応広域協議会からの求

めに応じた資料や解説の提供、また意見の表明等を行う。さらに、これらを通じて、気候変動適応に関する情報及び調査研究・技術開発の成果の活用を図るとともに、

地域気候変動適応センターや地域におけるその他の研究機関との共同研究や研修等により、気候変動影響予測や適応策に関する研究人材の育成にも取り組み、気候変

動適応の推進に貢献する。本目標期間中は、特に幅広い地域の活動を担う都道府県及び政令指定都市を中心に積極的な働きかけを実施し、気候変動適応の推進に向け

た技術的なニーズを把握するとともに、それを踏まえた技術的援助を実施する。 

また、主にアジア太平洋地域の途上国に対する気候変動影響及び気候変動適応に関する情報を提供する基盤として、2020 年までにアジア太平洋気候変動適応情報プ

ラットフォーム（AP-PLAT）を構築し、情報を発信することにより適応に関する国際的連携・国際協力に努める。 

これらの取組を通じて、適応法及び気候変動適応計画に基づく気候変動適応に関する施策の総合的かつ計画的な推進に貢献する。 

なお、本業務における具体的な取組及び達成目標等は別紙 6に示す。 

 

 年度計画（該当箇所を抜粋して記載） 

 ３．気候変動適応に関する業務  

１２月に新たに設立する気候変動適応センターを中心として、気候変動適応法（平成 30 年法律 50 号。以下「適応法」という。）による新たな国環研の業務及び気

候変動適応に関する研究に一体的に取り組む。  

具体的には、環境大臣を議長とする気候変動適応推進会議により確保される関係行政機関相互の緊密な連携協力体制の下で、気象、防災、農林水産業、生物多様性、

人の健康等、気候変動等に関する調査研究又は技術開発を行う機関や地域気候変動適応センター等と連携して気候変動影響及び気候変動適応に関する内外の情報の収

集・整理及び分析を実施する。また、気候変動に関する観測・監視研究、社会経済・気候シナリオの整備、気候変動影響及び脆弱性評価手法の高度化を行う。その際、

国民一人一人が日常生活において得る気候変動影響に関する情報の有用性に留意する。 
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これらの情報及び研究・技術開発の成果について、気候変動適応情報プラットフォームを通じて提供する。また、都道府県又は市町村による地域気候変動適応計画

の策定及び推進に係る技術的助言その他の技術的援助、地域気候変動適応センターに対する技術的助言その他の技術的援助、並びに気候変動適応広域協議会からの求

めに応じた資料や解説の提供、また意見の表明等を通じて、気候変動適応に関する情報及び調査研究・技術開発の成果の活用を図り、気候変動適応の推進に貢献する。 

また、主にアジア太平洋地域の途上国に対する気候変動影響及び気候変動適応に関する情報を提供する基盤として、アジア太平洋気候変動適応情報プラットフォー

ム（AP-PLAT）の構築を進める。  

これらの取組を通じて、適応法及び同法の規定により策定される気候変動適応計画に基づく気候変動適応に関する施策の総合的かつ計画的な推進に貢献する。 

 

 
 評価軸、指標 業務実績 評価軸ごとの自己評価 

 ○気候変動適応法及び気候変動適

応計画に基づく気候変動適応に

関する施策の総合的かつ計画的

な推進に貢献しているか。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【評価指標】 

・地方公共団体による気候変動適応

○気候変動適応法により位置づけられた国環研の新たな業務を実施するために、

平成 30 年 12 月に気候変動適応センターを設立した（図 7-1）。 

○気候変動適応法や気候変動適応計画に基づき、気候変動適応に関する情報の収

集・整理・分析・提供や地方公共団体等への技術的援助、気候変動適応に関す

る研究を推進した。なお、気候変動適応法の成立にあたっては、平成 30 年 4

月の衆議院環境委員会における気候変動適応法案の審議において、研究担当理

事が参考人として招致され、意見陳述と質疑応答を行った。また、各種審議会

等において委員を務める等、気候変動適応計画策定等にも貢献した。 

 

 

 

 

 

 

 

図 7-1 気候変動適応センターロゴマーク（左）と開所式（右） 

 

【地方公共団体等への技術的援助の状況】 

○地方公共団体等に対してアンケートや意見交換会、個別の訪問を実施し、技術

○気候変動適応に関する研究や情報の収集・

整理・分析が進められ、得られた科学的知

見や情報の提供等を通じて、地方公共団体

等への技術的援助を着実に実施している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○技術的援助のニーズの把握や気候変動適

応広域協議会への参画を進めるなど、地方
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 評価軸、指標 業務実績 評価軸ごとの自己評価 
計画の策定及び推進や地域気候変

動適応センターに対する技術的援

助の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・収集、整理及び分析した気候変動

適応情報の分かりやすい方法での

提供状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

的援助のニーズを把握・整理し、気候変動適応広域協議会の場等で国立環境研

究所としての支援策を提示した。 

○地方公共団体等の求めに応じ講演会等に講師を派遣し、気候変動適応に関する

知見を提供した。また、地域の主催する検討会や地域気候変動適応センターの

審査会に委員として参画するとともに、地方公共団体が策定する地域気候変動

適応計画やパンフレット等に対し科学的見地から助言や図表の提供を行うなど

して、地域の気候変動政策推進に貢献した。加えて、気候変動適応法に基づき

環境省が主催する気候変動適応広域協議会にアドバイザーとして参画し、地方

公共団体等の広域的な連携に貢献した。 

○また、気象、防災、農林水産業、自然生態系、人の健康等に関する研究開発を

行う機関と協力し、あらゆる分野の気候変動影響や適応に関する科学的知見を

地方公共団体等に提供することを通じ、地域の気候変動政策の推進に貢献する

ため、気候変動適応に関する連携方策について個別に調査研究等機関と意見交

換を行った。 

 

【気候変動適応情報の収集・整理・分析・提供】 

○気候変動の影響への適応に関する情報を一元的に発信するためのポータルサイ

トとして構築・運営している気候変動適応情報プラットフォーム（A-PLAT）

（図 7-2）について、WebGIS 機能の充実や過去から現在までの気象観測データ

のグラフ化、地方公共団体の政策動向・適応事例紹介などの地方公共団体向け

コンテンツの拡充だけでなく、個人向け情報や適応ビジネス情報を充実させ

た。日本語トップページの更新回数（平成 30 年度）が平成 31 年３月末時点で

246 回を数え、アクセス数（閲覧ページ数）は約 54 万回に達し、開設以来、増

加傾向にある。また、A-PLAT によって情報提供している影響予測データ等が地

方公共団体で策定される地域気候変動適応計画やパンフレット、ウェブサイト

等に引用されるなど、発信した情報は地域の気候変動政策に活用されている。 

公共団体等との連携強化に努め、ニーズに

基づいて必要とされる支援を着実に進め

ている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○政府や地方公共団体、研究機関、企業、地

域住民といった気候変動適応策を進める

上でのステークホルダーにとって有用な

情報を提供するために、A-PLAT の掲載情

報の拡充や利便性の向上を進めている。 
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 評価軸、指標 業務実績 評価軸ごとの自己評価 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・アジア太平洋気候変動適応情報プ

ラットフォーム（AP-PLAT）の構

築状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7-2  A-PLAT トップページと全国・都道府県情報（Web-GIS） 

 

○パリ協定を受けて途上国の適応策を支援するために、気候変動枠組条約

（UNFCCC）第 23 回締約国会議（COP23）にて公開した「アジア太平洋気候変動

適応情報プラットフォーム（AP-PLAT）」のプロトタイプ版（図 7-3）について

2020 年までの公開を目指し影響評価データや適応関連情報コンテンツの拡充を

行うとともに、UNFCCC 第 24 回締約国会議（COP24）や国連適応委員会

（Adaptation Committee）、アジア太平洋適応ネットワーク（APAN）の場でそ

の取組を紹介した。加えて、アジア太平洋諸国における気候リスク情報をまと

めるプラットフォームの立ち上げを支援するために、平成 30 年 12 月にインド

ネシアやタイから研修生を招聘し、プラットフォーム構築に必要な知識等を提

供することを目的とした技術研修を実施、平成 31 年２月には両国において技

術研修を実施し、当該国の適応策の推進に貢献した。また、平成 30 年 12 月に

アジア太平洋諸国を含む世界のプラットフォーム関連機関と意見交換を実施し

た。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○AP-PLAT の 2020 年までの公開に向けた、

影響評価データや適応関連情報コンテン

ツの拡充だけでなく、アジア太平洋諸国に

おける適応策の推進への貢献を目的とし

た研修等の実施を進めている。 
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 評価軸、指標 業務実績 評価軸ごとの自己評価 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・具体的な研究開発成果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7-3  AP-PLAT のコンテンツ例（Climate Impact Viewer） 

 

 

【気候変動適応に関する研究】 

 ○気候変動適応に関する研究開発を一体的に進め、政府や地方公共団体等の気候

変動適応に関する取組を科学的に支援するため、気候変動影響・適応に関する

研究をパッケージ化し、気候変動適応研究プログラムを編成した（図 7-4）。プ

ログラムは、気候変動影響に関する観測・監視、気候変動影響評価手法及び適

応戦略（適応計画策定の基礎となる適応の方向性）に関する 3 つの研究プロジ

ェクトから成る。具体的な研究開発成果は以下のとおりである。 

○気候変動及びその影響に関する観測・監視・検出に関する研究については、気

候変動影響の観測・監視システムの構築、及び長期的な気候変動傾向とその影

響の関連性を分析し、その原因を特定するための理論（メカニズム）と手法の

確立に関する調査・研究を実施することを目的として、７つのテーマ別研究に

取り組んだ。例えば、陸域・サンゴ礁生態系分野では、文献等で公表されてい

る温暖化影響情報の収集・整理に加え、過去に行われた生物の分布調査情報の

整備を開始するなど、様々な分野において過去からの観測情報の収集と整理に

よる長期変動の抽出と、気候変動影響抽出のためのモニタリング体制の整備に

着手した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○気候変動影響や適応に関する研究をパッ

ケージ化し、適応研究プログラムを編成し

て、各プロジェクトが相互連携しながら、

一体的に研究を進めている。 
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 評価軸、指標 業務実績 評価軸ごとの自己評価 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○気候変動影響評価手法の高度化に関する研究については、全球、アジア・太平

洋地域、日本全国、地方公共団体スケールを対象に、様々な分野（例えば水資

源、陸域生態系、作物生産性、人の健康）の気候変動影響評価を実施すること

を目的として、７つのテーマ別研究に取り組んだ。具体的には、分野横断的な

気候変動影響評価を実施するため、共通の気候シナリオを策定した。現在入手

可能な気候シナリオを広範に調査し、利用可能性の検討を行ったうえで、全

球・アジア・太平洋地域の影響評価を実施する研究で共通に使う「全球版」

と、日本全国・地方公共団体スケールの研究で使う「日本版」の二種類を決定

した。加えて、上記の気候シナリオをプロジェクトメンバー全員に効率的に配

布するための所内サーバの開発を行った。また将来的に所外の関係者にも配布

可能にしていくため、サーバの更新やコードの改良・拡張に関する基本設計を

行った。 

○社会変動を考慮した適応戦略に関する研究については、適応計画、科学的知

見、及び適応実践の間に存在しうるギャップや阻害条件等を明らかにするとと

もに、効果的な適応戦略立案に必要な方策について検討することを目的とし

て、8 つのテーマ別研究に着手した。一例として「気候変動影響・適応評価の

ための日本版社会経済シナリオの構築」では、世界規模の社会経済シナリオ、

日本の将来見通しと都道府県レベルの諸条件を考慮して、日本全体及び地方公

共団体での適応策・緩和策評価に利用可能な社会経済シナリオの開発に取り組

み、世界 SSP（共通社会経済シナリオ）叙述のスケッチをもとに、日本の SSP

叙述のスケッチを明らかにした。また「自然保護区における気候変動適応オプ

ションと管理策」では、気候変動下で国立公園等の自然保護区において利用と

保全を両立させるための施策政策評価に取り組み、適応の手引きを作成した。 
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 評価軸、指標 業務実績 評価軸ごとの自己評価 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・外部研究評価委員会からの主要意

見 

 

 

 

 

 

 

 

・地域気候変動適応センターや地域

におけるその他の研究機関との共

同研究や、研修等の人材育成に関

する取組の状況 等 

 

 

 

図 7-4  気候変動適応研究プログラム 

 

【外部研究評価委員会からの主要意見】 

○国環研のこれまでの研究資産を活用して新しい気候変動適応に関する情報収集

や研究を組織的に行う体制が組まれており、A-PLAT や AP-PLAT の取組も先行し

て進められているといった意見が得られた。また、極端現象による災害が頻発

している今、気候変動適応の取組は必須であり、横断的な実効ある取組を展開

することを期待された。なお、外部研究評価委員会の直近となる平成 30 年 12

月 1日に気候変動適応センターが設立されたこともあり、平成 30 年度の外部研

究評価委員会では評点による評価は受けなかった。 

 

【地域との共同研究や人材育成】 

○地域の行政担当者や市民等に気候変動の影響とその適応に関して、海外事例も

交えながらその理解を深めることを目的として環境省と共催で国際シンポジウ

ムを開催した。また、地方公共団体の担当者を対象として、地域の気候変動適

応に関する政策を立案するための知見の共有を目的とした意見交換会を開催し

た（図 7-5）。国環研が事務局を務める全国地方環境研究所交流シンポジウムに

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○気候変動適応センター発足後間もないこ

とから、外部研究評価委員会では評点によ

る評価は受けず、意見のみ頂戴した。頂い

た意見を踏まえながら、業務の充実を図っ

ていきたい。 

 

 

 

 

○地域の適応策推進に向けた知見を提供す

る形で、地域の人材育成に努めた。共同研

究については、気候変動適応センター発足

後間もないこともあり、実績は無いが、次

年度以降の実施に向け、枠組みの検討など

準備を進めている。 
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 評価軸、指標 業務実績 評価軸ごとの自己評価 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【モニタリング指標】 

・地方公共団体や地域気候変動適応

センターへの技術的援助の件数 

 

 

 

 

・気候変動適応情報プラットフォー

ム等への、地方公共団体、地域気

候変動適応センター、調査研究等

機関、国民等からのアクセス数 

ついて、平成 30 年度は気候変動適応をテーマとして開催し、地方環境研究所に

対して関連研究等の共有を図った。加えて、地方公共団体等の求めに応じ講演

会等に講師を派遣し延べ約 1,300 人に対して、気候変動適応に関する知見を提

供し、地域の人材育成に貢献した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 7-5  地方公共団体の適応推進に関わる意見交換会 

○地方公共団体等への技術的援助の件数は 73 件であり、その内訳は、シンポジ

ウムや意見交換会、研修等の実施が３件、講演会への講師派遣が 18 件、検討

会や勉強会、気候変動適応広域協議会への委員やアドバイザーとしての参画が

９件、適応に関する科学的知見や情報の個別提供が 25 件、地方公共団体等が

作成した計画やパンフレットに対する助言が４件、研修教材やパンフレットの

提供が 14 件であった。 

 

 ○A-PLAT の年間のアクセス数（閲覧ページ数）は約 54 万回であった。また、A-

PLAT やセンターウェブサイトへの問合せ件数は延べ 105 件であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○地方公共団体等のニーズに合わせて、様々

な形で技術的援助を進めている。 

 

 

 

 

 

○ポータルサイトによる情報発信以外にも、

個別に問合せを受け、要望や問合せ等に応

えている。 
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 評価軸、指標 業務実績 評価軸ごとの自己評価 
 

・新たに収集・整理し、気候変動適

応情報プラットフォームに掲載し

た情報の件数 

 

 

 

 

 

・誌上・口頭発表件数、研究データ

の報告件数 等 

 

 

○A-PLAT の日本語トップページの更新回数は平成 31 年３月末時点で 246 回であ

った。具体的には、WebGIS について気象庁の地球温暖化予測第９巻に基づく

12 指標の追加、適応計画や適応策の事例を紹介する記事９本の掲載、過去から

現在までの気象観測データ 47 都道府県分の掲載、企業による気候リスク管理

や適応ビジネス事例 22 件の掲載、適応関連イベント 146 件の掲載等の情報の

充実に加え、地域気候変動適応計画や地域気候変動適応センターに関するペー

ジの新設、閲覧者の利便性向上のためのページ改修等を行った。 

 

○研究成果の発表として、誌上発表（査読あり）５件、誌上発表（査読なし）、

３件、口頭発表（国内）34 件、口頭発表（国外）８件を行った。 

 

 

 

 

＜関連する資料編＞ 

（資料 15）誌上・口頭発表件数等 

（資料 34）各種審議会等委員参加状況 

（資料 35-2）気候変動適応政策への主な貢献事例 

（資料 40）気候変動適応に関する業務の実施状況 

 

 

○気候変動適応策を進める上での各ステー

クホルダーに有益な情報を提供するため、

A-PLAT に掲載する情報の充実や利便性の

向上を進めている。 

 

 

 
 
○気候変動適応研究プログラムの編成から

短期間の間に誌上発表（査読あり）５件、

誌上発表（査読なし）３件、口頭発表（国

内）34 件、口頭発表（国外）８件を行うな

ど着実に成果を上げはじめている。 

 
 項目別評定（自己評価） Ａ 

 平成 30 年 4 月の衆議院環境委員会の気候変動適応法案の審議において研究担当理事が参考人として意見陳述等を行う等、気候変動適応法の成立に寄与したことに

加え、各種審議会等への参画を通じて気候変動適応計画策定等にも貢献する等、環境政策に貢献をした。 

気候変動適応情報プラットフォーム（A-PLAT）において WebGIS 機能の充実、地方公共団体向けコンテンツの拡充を行うなど、気候変動影響や気候変動適応に関す

る情報の収集・整理・分析・提供を進めるとともに、個別に調査研究等機関と意見交換を行うなど気候変動適応に関する連携方策の検討を進めた。地方公共団体等へ
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の技術的援助として地域気候変動適応計画策定等への助言や気候変動適応広域協議会へのアドバイザー参画、地方公共団体との意見交換会の開催等を実施し、地域に

おける気候変動適応政策推進に貢献した。加えて、地域の求めに応じ講演会等に講師を派遣し、延べ約 1,300 人に対して気候変動適応に関する知見を提供する等、地

域の人材育成に貢献した。また、「アジア太平洋気候変動適応情報プラットフォーム（AP-PLAT）」の影響評価データや適応関連情報コンテンツの拡充を行うととも

に、気候変動枠組条約（UNFCCC）第 24 回締約国会議（COP24）や国連適応委員会（Adaptation Committee）等でその取組を紹介した。気候変動適応に関する研究につ

いては、気候変動適応研究プログラムを編成し、気候変動影響抽出のためのモニタリング体制の整備や共通の気候シナリオの策定、適応策・緩和策評価に利用可能な

社会経済シナリオの開発等に取り組んだ。気候変動適応法に基づく新規業務に対応するため、全所的に準備・検討を進め法施行と同時に気候変動適応センターを設置

するとともに、設置後短期間で気候変動適応情報の収集・整理・分析・提供、地方公共団体等への技術的援助、気候変動適応に関する研究を着実に実施した。 

 主務大臣による評価 

 評定 Ａ 

 ＜評定に至った理由＞ 
〇気候変動適応法及び気候変動適応計画に基づく気候変動適応に関する施策の総合的かつ計画的な推進に貢献しているか 

  ・気候変動適応法により位置付けられた新たな業務である気候変動適応情報の収集・整理・分析・提供や地方公共団体等への技術的助言等を行うため、平成 30
年 12 月に気候変動適応センターを設立。 

  ・気候変動の影響への適応に関する情報を一元的に発信するためのポータルサイト「気候変動適応情報プラットフォーム（A-PLAT）」を構築・運営。アクセス

数は約 54 万回に達し、開設以来増加傾向。 
  ・パリ協定を受けて途上国の適応策を支援するため、2020 年の公開を目指し「アジア太平洋気候変動適応情報プラットフォーム（AP-PLAT）」の影響評価デー

タや適応関連情報コンテンツを拡充。 
 
＜項目評定Ａの判断根拠となる主要な事例＞ 

○適応に関する科学的知見や情報の提供、検討会や気候変動適応広域協議会への参画など、地方公共団体等に対して 73 件の技術的援助を実施。 
○地方公共団体等の求めに応じ、講演会等に講師を派遣し延べ約 1,300 人に対して、気候変動適応に関する知見を提供し、地域の人材育成に貢献。 

 
 
４．その他参考情報 
＜審議会の意見等＞ 

 ・適応法の施行に伴って、気候変動適応センターを設立し、気候変動適応情報の収集・整理・分析やユーザへの提供・助言等においてきわめて重要な役割を果たすこ

とが期待されている。適応センターの設立は H30 年 12 月であるが、A-PLAT のアクセス数や技術援助、講師派遣実績等から順調に活動が開始されていると評価で

きる。 
 ・多岐にわたる業務を４つの研究室と３つの研究プログラムに分けて効率的にマネージメントする工夫がなされている。 
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２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目

標 

参考値

等 
平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 （参考情報） 

運営費交付金に係る業務費のうち、業務経費の

削減率（対前年度比） 

1％ 

以上 

－ 

 

1％ 

 

1％ 

 

1％ 

 

  平成 29 年度業務実績等

報告書までは決算ベース

の数値を記載 

運営費交付金に係る業務費のうち、一般管理費

の削減率（対前年度比） 

3％ 

以上 

－ 3％ 

 

3％ 

 

3％ 

 

  平成 29 年度業務実績等

報告書までは決算ベース

の数値を記載 

総人件費（百万円） － 2,160 2,415 2,431 2,496   参考値は前中期平均値 

研究系職員の給与水準（ラスパイレス指数） － 103.7 105.2 105.0 103.1   参考値は前中期平均値 

事務系職員の給与水準（ラスパイレス指数） － 104.7 108.5 106.8 108.0   参考値は前中期平均値 

関連公益法人等との契約件数 － － 19 28 37    

関連公益法人等との契約金額(百万円) － － 172 145 175    

 

 

 

 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

項目別調書 No.８ 業務改善の取組に関する事項 

当該項目の重要度、難易度 （重要度及び難易度は未設定のため記載しない） 

４ 項目別評定調書（第４．業務運営の効率化に関する事項） 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 

 １．業務改善の取組に関する事項 

（１）経費の合理化・効率化 

国環研の環境研究の取組の強化への要請に応えつつ、業務の効率化を進め、運営費交付金に係る業務費（「衛星による地球環境観測経費」及び「子どもの健康と

環境に関する全国調査経費」を除く。）のうち、毎年度業務経費については 1％以上、一般管理費については 3％以上の削減を目指す。なお、一般管理費について

は、経費節減の余地がないか自己評価を厳格に行った上で、適切な見直しを行うものとする。 

（２）人件費管理の適正化 

給与水準については、国家公務員の給与水準も十分考慮し、厳しく検証を行った上で、給与の適正化に速やかに取り組むとともに、その検証結果や取組状況を公

表する。 

また、総人件費について、政府の方針を踏まえ、必要な措置を講じる。 

（３）調達等の合理化 

「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について（平成 27 年 5月 25 日総務大臣決定）を踏まえ、国環研が毎年度策定する「調達等合理化計画」に基

づく取組を着実に実施する。原則として調達は、一般競争入札によるものとしつつ、研究開発業務の特殊性を考慮した随意契約を併せた合理的な方式による契約手

続きを行うなど、公正性・透明性を確保しつつ契約の合理化を推進するとともに、内部監査や契約監視委員会等により取組内容の点検・見直しを行う。 

また、他の研究開発法人等の検討状況も踏まえながら物品の共同調達の実施や間接業務の共同実施について、検討を進め、適切に対応する。 

 中長期計画 

 １．業務改善の取組に関する事項 

（１）経費の合理化・効率化 

国環研の環境研究の取組の強化への要請に応えつつ、業務の効率化を進め、運営費交付金に係る業務費（「衛星による地球環境観測経費」及び「子どもの健康と

環境に関する全国調査経費」を除く。）のうち、毎年度業務経費については 1％以上、一般管理費については 3％以上の削減を目指す。なお、一般管理費について

は、経費節減の余地がないか自己評価を厳格に行った上で、適切な見直しを行う。 

（２）人件費管理の適正化 

給与水準については、国家公務員の給与水準も十分考慮し、手当を含め役職員給与の在り方について厳しく検証した上で、給与改定に当たっては、引き続き、国

家公務員に準拠した給与規定の改正を行い、その適正化に速やかに取り組むとともに、その検証結果や取組状況を公表する。 

また、総人件費について、政府の方針を踏まえ、必要な措置を講じる。 

（３）調達等の合理化 

「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について（平成 27 年 5月 25 日総務大臣決定）を踏まえ、国環研が毎年度策定する「調達等合理化計画」に基
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づく取組を着実に実施する。原則として調達は、一般競争入札によるものとしつつ、研究開発業務の特殊性を考慮した随意契約を併せた合理的な方式による契約手

続きを行うなど、公正性・透明性を確保しつつ契約の合理化を推進するとともに、内部監査や契約監視委員会等により取組内容の点検・見直しを行う。 

また、他の研究開発法人等の検討状況も踏まえながら物品の共同調達の実施や間接業務の共同実施について、検討を進め、適切に対応する。 

 年度計画 

 １．業務改善の取組に関する事項 

（１）経費の合理化・効率化 

国環研の環境研究の取組の強化への要請に応えつつ、業務の効率化を進め、運営費交付金に係る業務費（「衛星による地球環境観測経費」、「子どもの健康と環境

に関する全国調査経費」、国環研が新たに注力する研究として新規拡充が予算計上されたものを除く。）のうち、業務経費については 1％以上、一般管理費について

は 3％以上の削減を目指す。なお、一般管理費については、経費節減の余地がないか自己評価を厳格に行った上で、適切な見直しを行う。 

（２）人件費管理の適正化 

給与水準については、国家公務員の給与水準も十分考慮し、手当を含め役職員給与の在り方について厳しく検証した上で、給与改定に当たっては、引き続き、

国家公務員に準拠した給与規定の改正を行い、その適正化に速やかに取り組むとともに、その検証結果や取組状況を公表する。 

また、総人件費について、政府の方針を踏まえ、必要な措置を講じる。 

（３）調達等の合理化 

「独立行政法人における調達等合理化の取組の推進について（平成 27 年 5 月 25 日総務大臣決定）を踏まえ、国環研が毎年度策定する「調達等合理化計画」に

基づく取組を着実に実施する。原則として調達は、一般競争入札によるものとしつつ、研究開発業務の特殊性を考慮した随意契約を併せた合理的な方式による契

約手続きを行うなど、公正性・透明性を確保しつつ契約の合理化を推進するとともに、内部監査や契約監視委員会等により取組内容の点検・見直しを行う。 

  また、他の研究開発法人等の検討状況も踏まえながら物品の共同調達の実施や間接業務の共同実施について、引き続き検討する。 

 

 

 評価の視点、指標等 業務実績 自己評価 

 （１）経費の合理化・

効率化 

○経費節減に適切に取

り組んでいるか 

【主な指標】 

・業務経費及び一般管

理費の削減状況 等 

○運営費交付金のうち業務経費（「衛星による地球環境観測経費」、「子どもの健康と環境に関する

全国調査経費」、国環研が新たに注力する研究として新規拡充が予算計上されたもの（以下「対

象外経費」という。）を除く。）については、対前年度 1％減、一般管理費分を対前年度 3％減を

基本とする独立行政法人共通の算定ルールに基づき算定された運営費交付金が予算化されてお

り、その範囲内での執行を行った。 

  なお、対象外経費を除いた業務経費の決算額は前年度に比べて 11.06%（479 百万円）増加

し、一般管理費は 26.29％（128 百万円）増加となっている。一般管理費が増加した主な要因

○運営費交付金算定ルールに従い、効

率化係数（業務費の対前年度 1％削

減、一般管理費の対前年 3％削減）

の範囲内で、予算の効率的な執行を

図り、経費の節減に努めていると認

められる。 
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 評価の視点、指標等 業務実績 自己評価 

は、会計システムが更新時期を迎えたことにより新・会計システムの導入経費等を計上したこ

とによる。 

・光熱水費については前年比で 6.2％(36 百万円)増加となった。（資料 41）要因としては、夏季

に記録的な猛暑日が続き、空調稼働に伴う電力消費が大幅に増えたことによる。 

・効率的な運営体制の確保を図り管理部門の簡素化を推進するために設置された、「業務効率

化のための各種管理システム検討ワーキンググループ」を中心として、新・会計システム導

入に関する所内職員アンケート調査、ヒアリング及びシステムデモンストレーションを行

い、効率化に資する多くの意見を仕様要件に反映させるなど、業務効率化に関する取組を推

進した。 
  

・国環研では経費削減と効果的な執行に向け、以下の取組を行っている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

〈関連する資料編〉 

（資料 41）光熱水費の推移 

 

経費 取組事例 

業務経費 ・所内予算の配分に当たっては、全体の配分枠を見積もった上で、前

年度からの増減要因などをユニットからヒアリングし詳細に査定。 

・共同研究など外部研究機関と連携して実施し効率化を図る 

・定型的作業などのアウトソーシングの活用 

一般管理費 ・ピーク時の電力の発生要因分析と対策をすすめ、契約電力増加を抑制 

・昼休みにおける執務室の消灯など光熱費の削減 

・コピー裏面利用や会議のペーパーレス化を進め、紙等の消耗品を節約 

（２）人件費管理の適

正化 

【主な指標】 

○給与水準の適正化等

平成 30 年度の人件費（退職手当、法定福利費を除く。）の執行額は 2,496 百万円であった。 

○「公務員の給与改定に関する取扱いについて」（平成 29 年 11 月 17 日閣議決定）に基づき、「独

立行政法人改革等に関する基本的な方針」（平成 25 年 12 月 24 日閣議決定）を踏まえ、適正な給

与水準を確保できるよう給与改定を行った。 

 

○国家公務員に準拠した給与規定の改

正に適切に対応しており評価でき

る。 
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は適切に実施されて

いるか  

・給与水準の適正化の

ための取組状況 

・国家公務員と比べた

給与水準の状況（ラ

スパイレス指数） 

等 

 

○国環研の平成 30 年度の給与水準（ラスパイレス指数）は、国家公務員を 100 として研究系職員

が 103.1、事務系職員が 108.0 であった。 

なお、ラスパイレス指数は、計算対象が年度を通じて給与が満額支給されている職員に限定さ

れるなどの諸要件があるため、他機関との人事異動による影響を受けやすく、特に国との人事交

流者が多い事務系職員は、年度ごとの変動が大きいという特性がある。国との人事交流者の多数

は地域手当上位級地からの転入者であるため、その経過措置等が給与水準に影響している。 

○ラスパイレス指数が 100 を越えてい

るものの国家公務員準拠の給与体系

をベースとしており、研究系職員の

大半が博士号取得者であることと人

事交流の影響を考慮すれば、適正な

給与水準であると認められる。 

（３）調達等の合理化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【主な指標】 

○調達等の合理化は適

切に実施されているか 

 

 

 

 

 

 

国立環境研究所では契約における競争性・客観性・透明性・公正性を確保するため、「国立研究

開発法人国立環境研究所契約事務細則」において、随意契約によることができる限度額、契約情

報の公表に係る基準等を国に準拠して定めている。一般競争入札や企画競争等で行う個々の契約

案件については、理事（企画・総務担当）を委員長とする契約審査委員会において、仕様書、積

算、応募要件、評価基準等について競争性・客観性・透明性・公正性が確保されているかという

観点から審査を行い、適正な発注を行った。平成 30 年度においても「独立行政法人改革等に関す

る基本的な方針」（平成 25 年 12 月 24 日閣議決定。）及び「独立行政法人における調達等合理化の

取組の推進」（平成 27 年 5月 25 日総務大臣決定）に基づき、調達等合理化計画を策定し、同計画

に基づく取組を着実に実施した。 

 

○調達等合理化計画の実施 

（１）契約の状況 

平成 30 年度の契約状況（表１）は、契約件数 475 件、契約金額 79.7 億円に対し、競争性の

ある契約は 313 件（65.9％）、57.6 億円（72.3％）、競争性のない随意契約は 162 件（34.1％）、

22.0 億円（27.7％）となり、前年度と比較して、競争性のない随意契約全体の割合は減少した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○調達合理化計画に基づき、随意契約

の適正化に関する取組、一者応札調

達の低減に向けた取組、調達に関す

るガバナンスの徹底について、適切

になされたと評価する。 

 また、物品の共同調達の実施や間接

業務の共同実施について、他の研究

開発法人における取組事例等も参考

に引き続き検討していく。 
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（表１）平成 30 年度の国立環境研究所の調達全体像 

（単位：件、億円） 

 
平成 29 年度 平成 30 年度 比較増△減 

件数 金額 件数 金額 件数 金額 

競争入札等 
(57.3％) 

254 

(64.0％) 

38.2 

(61.3％) 

291 

(66.8％) 

53.2 

(+4.0) 

37 

(+2.8) 

15.0 

企画競争・ 

公募 

(4.3％) 

19 

(2.0％) 

1.2 

(4.6％) 

22 

(5.6％) 

4.4 

(+0.3) 

3 

(+0.6) 

3.2 

競争性のある

契約（小計） 

(61.6％) 

273 

(66.0％) 

39.4 

(65.9％) 

313 

(72.3％) 

57.6 

(+4.3) 

40 

(+6.3) 

18.2 

競争性のない

随意契約 

(38.4％) 

170 

(34.0％) 

20.3 

(34.1％) 

162 

(27.7％) 

22.0 

(△4.3) 

△8 

(△6.3) 

1.7 

合 計 
(100％) 

443 

(100％) 

59.7 

(100％) 

475 

(100％) 

79.7 

 

32 

 

19.9 

（注１）計数は、それぞれ四捨五入しているため、合計において一致しない場合がある。 

（注２）比較増△減の（ ）書きは、平成 30 年度の対平成 29 年度伸率（ポイント）である。 

（注３）少額随意契約を除く 

 

平成 30 年度の競争性のある契約における一者応札・応募の状況（表２）は、契約件数 239 件、

契約金額 33.1 億円であった。 

一者応札・応募の低減に向けた取組として、公告期間の十分な確保及びホームページによる情

報発信等を行ってきたが、一者応札・応募となった割合は、前年度と比較して件数ベースで僅か

に増加した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○一者応札改善に向けた様々な取組を

確実に実施してきたが、結果として

一者応札・応募による契約割合（件数

ベース）が増加した。要因としては、

研究機器の購入（H29：52 件、H30：

66 件）及び新規の労働派遣業務（研

究開発職）（H29:8 件、H30:14 件）等

でその特殊性から供給元が限定され

た案件が増加したことなどがあると

考えられる。 
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（表２）平成 30 年度の国立環境研究所の一者応札・応募状況 

（単位：件、億円） 

 平成 29 年度 平成 30 年度 比較増△減 

２者以上 

件数 
（21.9％） 

57 

（19.5％） 

58 

（△2.4） 

1 

金額 
（31.7％） 

12.3 

（35.1％） 

17.9 

（+3.4） 

5.6 

１者以下 

件数 
（78.1％） 

203 

（80.5％） 

239 

（+2.4） 

36 

金額 
（68.3％） 

26.5 

（64.9％） 

33.1 

（△3.4） 

6.6 

合 計 

件数 
(100％） 

260 

(100％） 

297 

 

37 

金額 
（100％） 

38.9 

（100％） 

50.9 

 

12.0 

（注 1）計数は、それぞれ四捨五入しているため、合計において一致しない場合がある。 

（注 2）合計欄は、競争契約（一般競争、指名競争、企画競争、公募）を行った計数である。 

（注 3）比較増△減の（ ）書きは、平成 30 年度の対平成 29 年度伸率（ポイント）である。 

（注 4）参加者確認公募及び入札可能性調査は除外した計数である。 

 

（２）随意契約の適正化に関する取組 

競争性のない随意契約については、国立環境研究所契約審査委員会が定める「随意契約の基

準」に合致しているかについて、公平性・透明性を確保しつつ、適正に審査した。 

また、随意契約を行った案件について、監事及び外部有識者によって構成される契約監視委

員会において事後点検を行うとともに、その透明性を確保するため契約の相手方の名称、契約

金額、随意契約によることとした理由等を国立環境研究所ホームページで公表するなど、より

一層の適正化に努めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○競争性のない随意契約については、

全体の割合としては減少を確保した

ところであり、このほか、2 度の｢随

意契約の基準｣の見直しを行うこと

により、一層の公平性・透明性を確

保しつつ、適正に審査することがで

きた。 
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（３）一者応札調達の低減に向けた取組 

 ①応札機会の拡大 

入札等参加者の拡大に向け、全ての対象案件について、公告から提案書等の受領期限ま

で、20 日以上の十分な周知・準備期間を確保した（実施件数：313 件、全対象件数に対する

比率：100％）。 

また電子入札システムについては、他法人の導入事例等を調査し最適なシステムとなるよ

う仕様を検討し、システム構築の調達（一般競争入札）を行い、年度内に契約締結した。 

 

  ②契約改善可能性に関する研究者及び調達担当職員によるクロスチェック 

ユニットにおける仕様書案の作成・入札参加資格の設定から、会計課における仕様書案の

確認、予定価格の作成、公告、開札等の一連の契約手続きにおいて、入札参加要件、仕様書

記載の明確化などの改善可能性のある項目についてユニットと会計課の双方によるクロスチ

ェックを行った。 

クロスチェックは一般競争（派遣業務除く）を行ったすべての案件（249 件）について実

施した。そのうち、一者応札の改善数は 2 件であった。（入札公告日の早期化及び十分な準

備期間を設けた。） 

 

③公募（入札可能性調査）の実施 

 調達事務コストを含む全体コストの改善及び事務処理効率化等を図る観点から公募（入札

可能性調査）を 11 件実施した。 

公募した結果、複数の応募がなかった 11 件（全件）について契約金額の適正性を確認のう

え、随意契約を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

○公告から提案書等の受領期限まで、

すべての対象案件で20日以上の十分

な周知・準備期間を確保し、応札機会

の拡大を図ることができた。 

 

 

 

○平成 30 年度の一者応札の改善数は 2

件であったが、クロスチェックプロ

セスの導入により、所内全体におい

て仕様書案作成の段階から一者応札

の改善に対する意識も高まり、研究

者と調達担当者間の認識の共有に効

果があったと考えられる。 

 

 

○公募（入札可能性調査）を実施し、複

数応札が見込まれなかった案件につ

いて形式的な競争入札を不要として

事務処理の効率化を図ることができ

た。 

公募（入札可能性調査）の実施につい

ては、通常の競争入札を実施した場

合と比較し、入札説明書等資料の作

成、研究部門との入札日程調整、開札

執行事務などを省略でき、所内全体

の事務効率化に寄与した。 
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④情報収集 

   一者応札・応募案件において、応札を辞退した事業者に対し、その理由を確認するため、

平成 30 年 7 月よりアンケート調査を実施した。 

   アンケート調査の結果、応札を辞退した事業者 96 者のうち 70 者からの回答を得た。 

 

 

 

 

 

 

（４）複数年度契約の積極的活用 

  契約締結事務の効率化・合理化を図るため、保守業務等の役務契約を中心に 18 件の複数年度

契約を実施した。 

 

（５）総合評価落札方式の積極的活用 

   役務契約についての質の向上を図るため、総合評価落札方式を積極的に活用し、総合評価

落札方式を 39 件（H29：30 件）実施した。 

 

 

（６）調達に関するガバナンスの徹底 

  ①随意契約に関する内部統制の確立 

契約は原則として一般競争を実施しているが、随意契約を必要とする案件については、所

内の契約審査委員会における審査を経て契約を行った（平成 30 年度契約審査委員会の開催

数：14 回、審査件数：96 件（承認 86 件、不承認 10 件））。 

また、審査の基準となる「随意契約の基準」を２度にわたり見直し、一層の公平性・透明

性を確保しつつ適正に審査を実施した。 

また、外部評価として、契約監視委員会を２回開催し、監事及び外部有識者による審査・点

 

○応札を辞退した事業者に対し、その

理由を確認するため、アンケート調

査を実施し、一者応札の主な要因な

どの参考情報を収集することができ

た。 

 アンケート結果を、今後の取組検討

の参考にするとともに、業務担当者

にフィーﾄﾞバックし、更なる改善を

図る。 

 

○複数年度契約を活用することによ

り、事務処理の効率化・合理化を図る

ことができた。 

 

○役務契約について、総合評価落札方

式の活用により、価格だけでなく品

質の更なる向上を図ることができ

た。 

 

○契約審査委員会では随意契約等の可

否について厳格な審査が実施され、

適正な内部統制の確保の下、契約の

透明性・適正性を確保することがで

きた。 

また、契約監視委員会では、随意契約

等及び一者応札・応募となった契約

の点検・見直し等を行い、その改善状
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○内部監査・契約監視

委員会等の点検・見直

しの状況 

 

 

 

 

○関連公益法人等との

契約状況（件数・金

額）等 

検を行った。 

 

 

②不祥事の発生の未然防止・再発防止のための取組 

所全体として調達等の更なる適正化を図るとともに、研究活動における不祥事発生の未然

防止等のための取組として、①コンプライアンス研修、②調達担当職員等に対する事務説明会

を実施した。コンプライアンス研修は、インターネットを利用した e-learning 教材を新たに

作成し、受講率を高めるとともに、理解度テストの実施により研修効果の向上を図った。 

 

  ③発注者以外の職員の立会いによる検収の徹底 

   納品される全ての物品について、調達担当職員等が検収を実施することとし、遠隔地を含

めて当研究所に納品された全ての物品について検収を実施した（契約件数：9,141 件）。 

 

 

○内部監査・契約監視委員会等の点検・見直しの状況 

内部監査については、毎年度の内部監査計画に基づき、所内業務の実施状況等に係る監査を

実施することにより、指摘事項に係る対応状況の確認等のフォローアップを実施し、物品の調

達等の適正性などの確認を行った。また、外部評価として、契約監視委員会を 2回開催して、

随意契約や一者応札などの点検・見直しを行い、その改善状況についてフォローアップを行っ

た。 

 

○関係公益法人等との契約状況 

一般財団法人地球・人間環境フォーラム及び一般社団法人泥土リサイクル協会の二法人につ

いては、事業収入に占める国環研との取引に係る額の割合が三分の一以上であるため、独立行

政法人会計基準で定める「関連公益法人等」に該当している（なお、資金拠出や人事等の要件

には該当していない）。 

平成 30 年度の当該法人との契約はすべて一般競争入札によるものであり（少額随意契約を除

く。）、各種の研究支援業務を中心とした計 9件・166 百万円であった。 

況等についてフォローアップを適切

に実施した。 

 

○①コンプライアンス研修、②調達担

当職員等に対する説明会を適切に実

施し、不祥事の発生の未然防止に寄

与することができた。 

 

 

○調達担当職員等による調達物品の全

品検収を確実に実施し、不祥事の発

生防止を図ることができた。 

 

 

○契約審査委員会、内部監査、及び外

部有識者等による契約監視委員会に

おいて点検・見直しを着実に進めて

おり、契約の適正化は着実に実施さ

れている。 

 

 

○独立行政法人会計基準で定める「関

連公益法人等」に該当している法人

との契約はすべて一般競争入札によ

るものであり（少額随意契約を除

く）、これらについて適切に契約が実

施されている。 
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 項目別評定（自己評価） Ｂ 

 運営費交付金算定ルールに基づく予算の範囲内において、効率的な執行を図り、経費節減に努めるとともに、国家公務員に準拠した給与水準で適切な人件費の管理

を行っている。また調達に関して、公正性・透明性を確保しつつ調達等合理化計画に基づく取組を着実に実施している。 

 

 主務大臣による評価 

 評定 Ｂ 

 ＜評定に至った理由＞ 
 ①経費の合理化・効率化 
  ・運営費交付金の算定ルールに従い、効率化係数（業務費の対前年度１％削減、一般管理費の対前年度３％削減）の範囲内での効率的な予算執行、経費節減に

努めている。 
  ・「業務効率化のための各種管理システム検討ワーキンググループ」において、新・会計システム導入に係る所員の意見を集約し、効率化に資する意見を仕様

要件に反映させる等して業務効率化を推進。 
  ・引き続き適切な予算の執行・管理体制の維持に努められたい。 
 
 ②人件費管理の効率化 
  ・国家公務員に準拠し、適切に給与規定を改正。 
  ・ラスパイレス指数（研究系職員 103.1、事務系職員 108.0）が基準値（100）を上回ったものの、研究系職員の大半が博士号取得者であることや人事交流の影

響等を考慮すれば妥当な水準と考えられる。引き続き適正化に向けた取組には注視。 
 
 ③調達等の合理化 
  ・「平成 30 年調達等合理化計画」に基づき、クロスチェックプロセスを導入したことにより一者応札の改善意識が向上。 
  ・随意契約の審査基準となる「随意契約の基準」の見直しを２度行い、一層の公平性・透明性を確保。 
  ・契約審査委員会、内部監査、及び外部有識者による契約監視委員会において点検・見直しを行い、契約の適正化を着実に実施。 
  ・ガバナンス徹底のため、コンプライアンス研修及び調達担当職員等に対する事務説明会の開催、調達担当職員等による調達物品の全品検収等を実施。 
 
＜今後の課題＞ 
 ・引き続き適切な予算の執行・管理体制の維持に努められたい。 
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４．その他参考情報 

＜審議会の意見等＞ 

 ・所内の意見聴取を基盤とし経費の合理化・効率化を進めていることは評価できる。 

 ・予算の範囲内で、効率的な執行や経費節減に努めたと思われる。また、随意契約についても、全体の割合は減少し、一層の公平性・透明性を確保している。 
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２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 参考値等 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 （参考情報） 

         

         

         

         

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 

 ２．業務の電子化に関する事項 

「国の行政の業務改革に関する取組方針～行政のＩＣＴ化・オープン化、業務改革の徹底に向けて～」（平成 26 年 7 月 25 日総務大臣決定）を踏まえ、以下 

の取組を行う。 

（１）各種業務を効率化するため、コンピュータシステム、所内ネットワークシステム、人事・給与システム、会計システム等の基幹システムについて必要な見 

直しを行いつつ、適切な管理・運用を行う。 

（２）業務の効率化に資するため、研究関連情報データベースについて必要な見直しを行いつつ、適切に運用する。 

（３）つくば本構と福島支部においてＷＥＢ会議システムを導入することにより経費の節減及び連絡調整の効率化を図る。 

 中長期計画 

 ２．業務の電子化に関する事項  

「国の行政の業務改革に関する取組方針～行政のＩＣＴ化・オープン化、業務改革の徹底に向けて～」（平成 26 年 7月 25 日総務大臣決定）を踏まえ、以下の取組

を行う。  

１．当事務及び事業に関する基本情報 

項目別調書 No.９ 業務の電子化に関する事項 

当該項目の重要度、難易度 （重要度及び難易度は未設定のため記載しない） 

４ 項目別評定調書（第４．業務運営の効率化に関する事項） 

- 131 -



項目別調書 No.9 業務の電子化に関する事項 

（１）各種業務を効率化するため、コンピュータシステム、所内ネットワークシステム、人事・給与システム、会計システム等の基幹システムについて必要な見 

直しを行いつつ、適切な管理・運用を行う。  

（２）業務の効率化に資するため、研究関連情報データベースについて必要な見直しを行いつつ、適切に運用する。  

（３）つくば本構と福島支部において WEB 会議システムを導入することにより経費の節減及び連絡調整の効率化を図る。 

 年度計画（該当箇所を抜粋して記載） 

 ２．業務の電子化に関する事項 

「国の行政の業務改革に関する取組方針」（平成 28 年 8 月 2 日総務大臣決定）を踏まえ、業務のプロセス全体について、分析・評価・改善を検討しつつ、以下の

取組を行う。  

 

（１）各種業務を効率化するため、コンピュータシステム、所内ネットワークシステム、人事・給与システム、会計システム等の基幹システムについて必要な見直

しを行いつつ、適切な管理・運用を行う。  

（２）業務の効率化に資するため、研究関連情報データベースについて必要な見直しを行いつつ、適切に運用する。  

（３）つくば本構、福島支部及び琵琶湖分室において導入したＷＥＢ会議システムを活用することにより、経費の節減及び連絡調整の効率化を図る。 

 

  

 評価の視点、指標等 業務実績 自己評価 

 ○情報技術等を活用した各種業

務（研究業務除く）の効率化

は適切に実施されているか 

 

【主な指標】 

・イントラネット等、所内ネッ

トワークシステムの管理・運

用状況 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

○コンピュータシステム（スーパーコンピュータ）及びネットワークシステムに

ついては、前年度に引き続き、安定運用を行うとともに、次期システムの導入

検討を行った。次期ネットワークシステムは、製品寿命の観点から、保守延長

が可能な機器を再リースによる分離調達とした上で、各種サービスを提供する

サーバに関しては、クラウドの活用や仮想化基盤環境の導入も含めた最適配

置・サーバの集約化を行い、運用面での効率化を図りながら、平成 31 年 3月

から新システムの運用を開始した。次期コンピュータシステムについても、平

成 31 年度中に業者が決定し、新システムへ更新予定である。 

外部ネットワーク回線については、引き続き「学術情報ネットワーク

（SINET5）」を利用するとともに、福島支部及び琵琶湖分室に対しても SINET5

の VPN（バーチャルプライベートネットワーク）サービスを用いることで、ネ

 

○前年度に引き続き、各システムの安定運

用を行うとともに、次期システムの導入

検討を着実に実施し、ネットワークシス

テムについては新システムでの運用を開

始した。 

外部ネットワーク回線については、福

島支部及び琵琶湖分室に対しても「学術

情報ネットワーク（SINET5）」の VPN サ

ービスを用いるなど、セキュリティ対策

も考慮したうえでの適切な管理・運用を

行った。 

- 132 -



項目別調書 No.9 業務の電子化に関する事項 

 評価の視点、指標等 業務実績 自己評価 

 

 

 

 

 

・人事・給与システム、会計シ

ステム等の業務システムの管

理・運用状況  

 

  

ットワーク出口を 1本に集約しており、セキュリティ対策も考慮したうえで、

適切な管理・運用を行った。 

また、会議のペーパーレス化、効率化を推進するため、引き続きタブレット

端末の提供を行った。 

 

○人事・給与システム及び会計システムについては、安定的な運用ができるよう

設定等の適宜見直しを随時行うことにより、業務の効率化・最適化を図った。 

  また、改訂独立法人会計基準への対応や予算執行管理機能等を充実させた

新・会計システムの令和 2年度導入を目指し、業務効率化ワーキンググループ

と連携しながら、所内職員を対象にアンケート調査、システムのデモンストレ

ーション等を実施した上で要件定義を作成し、平成 30 年 12 月から開始した意

見招請の結果を踏まえ、平成 31 年 2月に入札公告を行った。 

さらに、入札や物品管理等の事務の効率化を図るため、電子入札システムや

物品等管理システムの導入も進め、平成 31 年 3月に業者が決定した。 

また、会議開催時のペーパーレス化、 

効率化を推進した。 

 

 

 

○人事・給与システム及び会計システムに

ついては、システムを適正かつ安定的に

稼働させ、業務の効率化・最適化を図っ

た。 

  また、所内関係職員の意見を積極的に

取り入れ、効率的なシステムの導入も進

めた。 

○情報技術等を活用した研究業

務の効率化は適切に実施され

ているか 

【主な指標】 

・研究関連データベースの運用

状況 

・電子ジャーナルシステムの利

用促進状況 等 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

○主として企画部及び総務部等の管理部門を対象として、情報技術を活用した業

務の効率化を図るための支援を実施した。なかでも、研究関連情報データベー

スについては、平成 30 年度も前年度に引き続き、適切に運用した。 

○電子ジャーナル等を研究者が円滑に検索・利用できるようイントラネット上の

「国立環境研究所ジャーナルポータル」を適正に運用するとともに、非購読ジャ

ーナルについても論文単位で入手できるように整備する等、サービス向上と事

務の効率化を図った。利用の多いジャーナルのアーカイブを購入したことで、電

子ジャーナルのダウンロード数は上昇し、文献複写依頼の申込み件数は減少し

た。また、文献検索サービスの契約方式を見直し、これらに要する費用の抑制と

ともに、より利便性の高い利用環境への改善を図った。 

 

○関係部署との連携のうえ着実に実施し、

適切に運用した。 

 

○サービス向上と事務の効率化を図った。

また、利用の多いジャーナルのアーカイ

ブを購入したことによるコスト削減を図

り、適切に業務効率化を実施した。 
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 評価の視点、指標等 業務実績 自己評価 

○WEB 会議システム導入により

業務の効率化は図れたか 

【主な指標】 

・WEB 会議システムの導入・運

用状況 等 

 

  

＜主要な業務実績＞ 

○福島支部（平成 28 年度開設）及び琵琶湖分室（平成 29 年度開設）との WEB 会議

や所内研修の開催に際して、簡単操作でより高品質で安定した通信が可能なシ

ステムを引き続き活用したことにより、本部・支部・分室間のコミュニケーショ

ンの更なる円滑化に貢献した。 

平成 30 年度の福島支部及び琵琶湖分室とつくば本部との WEB 会議等は、全体

で約 250 回開催（平成 29 年度は約 240 回、平成 28 年度は約 100 回）されてお

り、経費の節減及び連絡調整の効率化を図った。 

○WEB 会議や研修の開催に際して、より高品

質で安定した通信が可能なシステムを引

き続き活用したことにより、本部・支部・

分室間のコミュニケーションの更なる円

滑化に貢献した。また、WEB 会議等は、全

体で約 250 回開催され、経費の節減及び

連絡調整の効率化が図られた。 

 

 項目別評定（自己評価） Ａ 

 情報技術等を活用した各種業務の効率化や研究業務の効率化等を推進した。特に、次期ネットワークシステムへの更新対応、所員の意見を積極的に取り入れた

新・会計システムの検討、会議のペーパーレス化への対応、電子ジャーナル等の費用抑制かつ利便性の向上、WEB 会議システムによる本部・支部間のコミュニケ

ーションの円滑化など、研究成果の創出等において貢献している。 

 主務大臣による評価 

 評定 Ａ 

 ＜評定に至った理由＞ 
○情報技術等を活用した各種業務（研究業務除く）の効率化は適切に実施されているか 
 ・コンピュータシステム及びネットワークシステムの安定運用を実施。 
 ・外部ネットワーク回線は、福島支部及び琵琶湖分室に対しても「学術情報ネットワーク（SINET5）」の VPN サービスを用いるなど、セキュリティ対策も

考慮したうえで適切な管理・運用を実施。 
 ・人事・給与システム及び会計システムを適切かつ安定的に稼働させ、業務を効率化・最適化。 
 ・新・会計システムの導入（2020 年度予定）にあたっては、業務効率化ワーキンググループとの連携や所員意見を積極的に取り入れるなどにより、効率的な

システムの導入を推進。 
 
○情報技術等を活用した研究業務の効率化は適切に実施されているか 
 ・電子ジャーナル等を研究者が円滑に検索・利用できるようイントラネット上の「国立環境研究所ジャーナルポータル」を適切に運用。 
 ・利用頻度の高いジャーナルのアーカイブ購入、文献検索サービスの契約方式見直しによりコスト削減と利便性向上。 
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○Web 会議システム導入により業務の効率化は図れたか 
 ・高品質で安定した通信が可能なシステムの活用により、つくば本部・福島支部・琵琶湖分室間の Web 会議が約 250 回開催し、経費及び業務量（移動時 

間）の削減と連絡調整の効率化・円滑化を実現。 
 

 

 

４．その他参考情報 

＜審議会の意見等＞ 

 ・ジャーナルのアーカイブ購入、文献検索サービスの見直しや web 会議システムによる経費削減の努力が顕著である。Ａ評価が妥当と判断する。 

 ・Web 会議やジャーナルの契約方式の見直しにより、限られた資源を効率的に活用している。 
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２．主要な経年データ 

 
評価対象となる指標 

達成目

標 

参考値

等 
平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 （参考情報） 

自己収入全体の獲得額（百万円） 3,641 － 3,490 3,476 3,653   
達成目標は第 3 期中期目標期間の

年平均額 

競争的な外部資金等の獲得額（百

万円） 
－ 1,415 1,322 1,292 1,439   

参考値は第 3期中期目標期間の年

平均額 

競争的外部資金等を除く受託収入

の獲得額（百万円） 
－ 2,163 2,118 2,129 2,137   

参考値は第 3期中期目標期間の年

平均額 

運営費交付金（百万円） － － 12,997 13,082 13,370    

  

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 

 第５ 財務内容の改善に関する事項 

通則法第 35 条の 4 第 2 項第 4 号の財務内容の改善に関する事項は次のとおりとする。 

第 4 の１「業務改善の取組に関する事項」で定めた事項に配慮した中長期計画の予算を作成し、当該予算による運営を行う。 

なお、独立行政法人会計基準の改訂（平成 12 年 2 月 16 日独立行政法人会計基準研究会策定、平成 27 年 1 月 27 日改訂）等により、運営費交付金の会計処理

として、業務達成基準による収益化が原則とされたことを踏まえ、収益化単位の業務ごとに予算と実績を管理する体制を構築するとともに、一定の事業等のまと

まりごとに適切なセグメントを設定し、セグメント情報の開示に努める。 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

項目別調書 No.１０ 財務内容の改善に関する事項 

当該項目の重要度、難易度 （重要度及び難易度は未設定のため記載しない） 

４ 項目別評定調書（第５．財務内容の改善に関する事項） 
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（１）バランスのとれた収入の確保 

健全な財務運営と業務の充実の両立を可能とするよう、交付金の効率的・効果的な使用に努めるとともに、競争的な外部研究資金、受託収入、寄附金等運 

営費交付金以外の収入についても引き続き質も考慮したバランスの取れた確保に努める。 

 

（２）保有財産の処分等 

研究施設の現状や利用状況を把握し、施設の利用度のほか、本来業務に支障のない範囲での有効利用性の多寡、効果的な処分、経済合理性といった観点に 

沿って、保有資産の保有の必要性について、継続的に自主的な見直しを行う。 

 

 中長期計画 

 第３ 財務内容の改善に関する事項 

第 2の 1「業務改善の取組に関する事項」で定めた事項に配慮した中長期計画の予算を作成し、当該予算による運営を行う。 

なお、独立行政法人会計基準の改訂（平成 12 年 2月 16 日独立行政法人会計基準研究会策定、平成 27 年 1月 27 日改訂）等により、運営費交付金の会計処理と

して、業務達成基準による収益化が原則とされたことを踏まえ、収益化単位の業務ごとに予算と実績を管理する体制を構築するとともに、一定の事業等のまとま

りごとに適切なセグメントを設定し、セグメント情報の開示に努める。 

 

（１）バランスの取れた収入の確保 

健全な財務運営と業務の充実の両立を可能とするよう、交付金の効率的・効果的な使用に努めるとともに、競争的な外部研究資金、受託収入、寄附金等、

運営費交付金以外の収入についても、全体として第 3期中期目標期間中と同程度の水準を目安として、引き続き質も考慮したバランスの取れた確保に努め

る 。競争的な外部資金の獲得については、環境研究に関する競争的外部資金の動向を踏まえつつ、国環研のミッションに照らして、申請内容や当該資金の妥

当性について審査・確認する。 

 

（２）保有財産の処分等 

研究施設の現状や利用状況を把握し、施設の利用度のほか、本来業務に支障のない範囲での有効利用性の多寡、効果的な処分、経済合理性といった観点に

沿って、保有資産の保有の必要性について、継続的に自主的な見直しを行う。 

 

第４ 予算(人件費の見積りを含む)、収支計画及び資金計画 

（１）予算   平成２８年度～平成３２年度収支予算  
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（２）収支計画 平成２８年度～平成３２年度収支計画 

（３）資金計画 平成２８年度～平成３２年度資金計画 

 

 年度計画 

 第３ 財務内容の改善に関する事項 

第 2の 1「業務改善の取組に関する事項」で定めた事項に配慮した中長期計画の予算を作成し、当該予算による運営を行う。 

 なお、独立行政法人会計基準の改訂（平成 12 年 2月 16 日独立行政法人会計基準研究会策定、平成 27 年 1月 27 日改訂）等により、運営費交付金の会計処理とし

て、業務達成基準による収益化が原則とされたことを踏まえ、収益化単位の業務ごとに予算と実績を管理する体制を構築するとともに、一定の事業等のまとまりご

とに適切なセグメントを設定し、セグメント情報の開示に努める。 

 

（１）バランスの取れた収入の確保 

健全な財務運営と業務の充実の両立を可能とするよう、交付金の効率的・効果的な使用に努めるとともに、競争的な外部研究資金、受託収入、寄附金等運営費

交付金以外の収入についても、引き続き質も考慮したバランスの取れた確保に努める。平成 30 年度の運営費交付金以外の収入の額は、全体として第 3 期中期目

標期間中と同程度の水準を確保することを目指す。競争的な外部資金の獲得については、環境研究に関する競争的外部資金の動向を踏まえつつ、国環研のミッシ

ョンに照らして、申請内容や当該資金の妥当性について審査・確認する。 

 

（２）保有財産の処分等 

研究施設の現状や利用状況を把握し、施設の利用度のほか、本来業務に支障のない範囲での有効利用性の多寡、効果的な処分、経済合理性といった観点に沿っ

て、保有資産の保有の必要性について、継続的に自主的な見直しを行う。 

 

第４ 予算（人件費の見積りを含む）、収支計画及び資金計画 

（１）予算   平成３０年度収支予算  

（２）収支計画 平成３０年度収支計画 

（３）資金計画 平成３０年度資金計画 
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 評価の視点、指標等 業務実績 自己評価 

 (１）バランスの取れた収入

の確保 

○自己収入は質も考慮した

適切なバランスで確保さ

れているか 

【主な指標】 

・自己収入全体の獲得額 

・競争的外部資金等の獲得

額 

・受託収入の獲得額 

・競争的外部資金等、受託

収入の運営費交付金に対

する割合 等 

 

○自己収入全体の獲得額については 3,653 百万円で、下記に示したように競争的外部資金等

および受託収入の獲得額がそれぞれ若干増加したため、第 3期中期目標期間の年平均額

（3,641 百万円）を若干上回った。 

 

○自己収入の一部である競争的外部資金等については 1,439 百万円で、第 3期中期目標期間

の年平均額（1,415 百万円）を若干上回った。この要因としては、競争的外部資金等の大半

を占める環境研究総合推進費委託費の獲得額 1,279 百万円が、平成 29 年度の 1,112 百万円

を上回ったこと等があげられる。環境研究総合推進費委託費の代表実行件数は平成 28 年度

28 件、平成 29 年度 29 件であり平成 30 年度の実行件数は 34 件と増加している。一方、獲

得額は平成 28 年度 1,013 百万円、平成 29 年度 976 百万円、平成 30 年度は 1,113 百万円と

増加しているが、１件あたりの獲得額は若干少なくなっている。 

平成 30 年度の競争的外部資金等の運営費交付金に対する割合は 10.7％であり、平成 29

年度（9.9％）より上回った。 

 

  なお、科学研究費補助金（間接経費を除き、法人の収入に算入しない。）の交付件数は、

資料 44 に示すとおり、平成 28 年度 165 件、平成 29 年度 180 件、平成 30 年度 178 件と推移

しており、昨年度より微減している。交付額は、平成 30 年度は 320 百万円で、平成 28 年度

の 342 百万円、平成 29 年度の 348 百万円から減少している。 

  

○競争的資金等を除く受託収入の獲得額は 2,137 百万円で、第 3期中期目標期間の年平均額

（2,163 百万円）を若干下回ったものの、平成 29 年度の 2,129 百万円から微増した。文部

科学省一般会計、環境省一般会計、環境省エネルギー対策特別会計予算による研究業務分は

合計して 1,543 百万円であり、平成 29 年度の 1,816 百万円から減少した。一方、戦略的イ

ノベーション創造プログラム「次世代海洋資源調査技術」や「地域復興実用化開発等促進事

業費補助金」を含む民間等受託が 451 百万円と平成 29 年度（180 百万円）から増加したこ

と等が受託収入の獲得額増加の理由と考えられる。 

  平成 30 年度の競争的資金等を除く受託収入の運営費交付金に対する割合は 15.9％であ

○平成 30 年度の自己収入全体の獲

得額は第 3期中期目標期間の年

平均額の 100.3％であり、第 3期

中期目標期間中と同程度の水準

を確保した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○気候変動への適応策といった社

会からの緊急の要請に対応する

業務委託を獲得した。 
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 評価の視点、指標等 業務実績 自己評価 

り、平成 29 年度（16.3％）とほぼ同水準であった。 

 

＜関連する資料編＞ 

（資料 42）平成 30 年度自己収入の確保状況 

（資料 43）平成 30 年度受託一覧 

（資料 44）研究補助金の交付決定状況 

 

（２）保有財産の処分等 

○保有資産について継続的

に自主的な見直しを行っ

ているか 

【主な指標】 

・研究所における大型研究

施設や高額な研究機器に

係る現状把握及び見直し

等の状況 

・奥日光フィールド研究ス

テーションの撤去及び林

野庁への返地 等  

 

○研究所における大型研究施設や高額な研究機器に係る現状把握及び見直し等の状況 

 平成 28 年度に設置された「運営戦略会議」において研究施設や高額な研究機器について計

画的・効率的な利活用を図るための議論を行うとともに、同会議において設置された「エネ

ルギー供給システム検討ワーキンググループ」において研究施設の光熱水料等に関連する議

論を進めた。また、「大型施設検討委員会」において今後の長期的な大型研究施設の在り方や

将来計画に係る議論を開始した。 

 

○奥日光フィールド研究ステーションの撤去及び林野庁への返地 

 平成 29 年度に施設の撤去工事を完了し、平成 30 年度に植栽工事を実施した上で、林野庁

への返地を行った。 

 

 

 

 

  

 

 

○運営戦略会議で研究所の運営方

針を考慮しつつ大型研究施設の

計画的・効率的な利活用に向け

た議論を進めた。 

 

 

 

○撤去及び林野庁への返地を適切

に実施した。 
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 評価の視点、指標等 業務実績 自己評価 

年度計画 第４ 

予算（人件費の見積りを含

む）、収支計画及び資金計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

○運営費交付金の会計処理が原則業務達成基準による収益化を行うこととされたことに伴

い、「研究業務（業務達成基準）」、「情報業務（業務達成基準）」、「適応業務（業務達成基

準）」及び「法人共通（期間進行基準）」に分類し、20 の収益化単位（中長期計画上の業務単

位）毎に適切に予算の執行・管理を行った。 

なお、管理部門の活動等に対応する法人共通（期間進行基準）の経費については、予算額

1,059 百万円に対して執行額 957 百万円であり、残額は 102 百万円となった。 

 

過去 5年間の執行状況は、次のとおりである。            （単位：百万円） 

区   分 26年度 27年度 28年度 29年度 30年度 

運営費交付金 

 

 

業務経費 

 

 

人 件 費 

 

 

一般管理費 

 

11,543 

 (11,782) 

 

9,200 

(8,149) 

 

2,855 

(3,207) 

 

488 

(459) 

16,199 

 (12,051) 

 

12,781 

(8,555) 

 

2,942 

 (3,050) 

 

476 

(445) 

9,788 

 (11,695) 

 

6,332 

(8,041) 

 

2,957 

(3,222) 

 

498 

    (432) 

12,592 

(12,216) 

 

9,092 

(8,541) 

 

3,012 

(3,216) 

 

488 

(458) 

12,502 

(13,370) 

 

8,898 

(9,568) 

 

2,987 

(3,316) 

 

617 

(487) 

受託経費等 
3,599 

(3,688) 

3,735 

(3,703) 

4,848 

(3,456) 

3,594 

(3,568) 

3,476 

(3,655) 

施設整備費 

補助金 

1,198 

(363) 

363 

(330) 

276 

(223) 

436 

(317) 

109 

(370) 

合    計 
16,340 

(15,791) 

20,297 

(16,084) 

14,911 

(15,374) 

16,622 

(16,101) 

16,087 

(17,395) 
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 評価の視点、指標等 業務実績 自己評価 

注 1） 上段が、決算報告書に基づく執行額であり、下段括弧書きが年度計画に基づく予算額

である。（なお、受託経費等の下段括弧書きは予算額ではなく収入額である。） 

注 2） 業務経費については「衛星による地球環境観測経費」、「子どもの健康と環境に関する

全国調査経費」を含む。 

注 3） 施設整備費補助金については、繰越が執行額の一部に含まれている。 

 

その他の状況は、財務諸表に示す。 

 

○当期総利益について 

平成 30 年度の当期総利益は 330 百万円である。その主な発生要因は、平成 29 年度の運

営費交付金の一部（3,804 百万円）が平成 30 年 4月に交付されたことにより、平成 30 年度

の経常収益額が計画を上回ったことによるものである。この当期総利益 330 百万円のう

ち、119 百万円を前期繰越欠損金に補填して解消し、残額の 212 百万円を当期未処分利益と

した。 

  なお、平成 30 年度の利益剰余金は 290 百万円であり、内訳は次のとおりである。 

前中期目標期間繰越積立金：    79 百万円 

当 期 未 処 分 利 益：   212 百万円 

 

＜参考＞ 目的積立金等の状況                  （単位：百万円、%） 

 

平成28年度
（初年度）

平成29年度 平成30年度 31年度
平成32年度

（最終年度）

- 151 79

- 0 0

- 53 0

うち経営努力認定相当額

- 0 0

- 0 4,401

- 9,278 17,175

うち年度末残高（b） - 0 4,401

- 0% 26%当期運営費交付金残存率（b÷a）

前期中（長）期目標期間繰越積立金

目的積立金

積立金

当期の運営費交付金交付額（a）

運営費交付金債務

その他の積立金等
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 評価の視点、指標等 業務実績 自己評価 

 

＜関連する資料編＞ 

（資料 42）平成 30 年度自己収入の確保状況 

（資料 43）平成 30 年度受託一覧 

 

 項目別評定（自己評価） Ｂ 

 自己収入は第 3 期中期目標期間と同水準の金額を確保し、保有資産については今後の大型研究施設等の計画的・効率的な利活用に向けた議論を進めており、財務

内容の改善について適切な取組が行われている。 

 主務大臣による評価 

 評定 Ｂ 

 ＜評定に至った理由＞ 
 ① バランスのとれた自己収入の確保 
  ・自己収入の獲得額は 3,653 百万円であり、第３期平均 3,641 百万円の 100.3％と同程度の水準を確保。 
  ・自己収入のうち、競争的資金の獲得額は 1,439 百万円であり、第３期平均 1,415 百万円の 101.7％と同程度の水準を確保。 
  ・平成 29 年度第４四半期分の運営費交付金が国の出納整理期間（平成 30 年 4 月）に交付されたことにより発生した繰越欠損金は、平成 30 年度において 

適切に処理をして解消。 
  
 ② 保有財産の処分等 
  ・大型研究施設や高額な研究機器についての計画的・効率的な利活用や、今後の長期的な大型研究施設の在り方などついて議論を実施。 
  ・奥日光フィールド研究ステーションの撤去工事等を完了し、林野庁への返地を適切に実施。 
 

 

 

４．その他参考情報 

＜審議会の意見等＞ 

 ・財政逼迫の中、前中期目標期間と同水準の自己収入が確保されていることは評価できる。保有財産の処分等についても適正に取り組まれている。 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 

 １．内部統制の推進 

（１）内部統制に係る体制の整備 

「独立行政法人の業務の適正を確保するための体制等の整備について」（平成 26 年 11 月 28 日総管査第 322 号。総務省行政管理局長通知）に基づき、業 

務方法書に記載した事項の運用を確実に行うとともに、「業務の適正を確保するための基本規程」及び関連規程に基づき、業務の効率化との両立に配慮しつ 

つ、内部統制委員会の設置、モニタリング体制など内部統制システムの整備・運用を推進する。また、全職員を対象に内部統制に関する研修を実施するなど、 

職員の教育及び意識向上を積極的に進める。 
 

（２）コンプライアンスの推進 

「国立研究開発法人国立環境研究所コンプライアンス基本方針」（平成 22 年 9 月 8 日 国環研決定）に基づく取組を推進し、コンプライアンスの徹底を図

る。特に、コンプライアンス委員会の体制強化、取組状況のフォローアップを着実に行い、業務全般の一層の適正な執行を確保する。研究不正・研究費不正使

用については、「国立研究開発法人国立環境研究所における研究上の不正行為の防止等に関する規程」（平成 18 年 9 月 11 日 平 18 規程第 22 号）及び「国立

研究開発法人国立環境研究所における会計業務に係る不正防止に関する規程」（平成 19 年 9 月 12 日平 19 規程第 17 号）等に基づき、管理責任の明確化、教

育研修など事前に防止する取組を推進するとともに、万一不正行為が認定された場合は厳正な対応を図る。 
 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

項目別調書 No.１１ 内部統制の推進 

当該項目の重要度、難易度 （重要度及び難易度は未設定のため記載しない） 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 参考値等 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 （参考情報） 

         

         

         

         

４ 項目別評定調書（第６．その他の業務運営に関する重要事項） 
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（３）ＰＤＣＡサイクルの徹底 

業務の実施に当たっては、組織横断的な研究プログラムを含め、年度計画に基づき各階層における進行管理や評価、フォローアップ等を適切に実施し、 

PDCA サイクルを徹底するものとする。研究業務については、妥当性を精査しつつ毎年度研究計画を作成するとともに、外部の専門家・有識者を活用するな 

どして適切な評価体制を構築し、評価結果をその後の研究計画にフィードバックする。 
 

（４）リスク対応のための体制整備 

業務実施の障害となる要因を事前にリスクとして、識別、分析及び評価し、適切な対応を図るための体制等を整備する。 

 中長期計画 

 １．内部統制の推進 

（１）内部統制に係る体制の整備 

「独立行政法人の業務の適正を確保するための体制等の整備について」（平成 26 年 11 月 28 日総管査第 322 号。総務省行政管理局長通知）に基づき、業務方

法書に記載した事項の運用を確実に行うとともに、「業務の適正を確保するための基本規程」（平成 27 年 4月 1日 平成 27 規程第 1号）及び関連規程に基づき、

業務の効率化との両立に配慮しつつ、内部統制委員会の設置、モニタリング体制など内部統制システムの整備・運用を推進する。また、全職員を対象に内部統

制に関する研修を実施するなど、職員の教育及び意識向上を積極的に進める。 
 

（２）コンプライアンスの推進 

「国立研究開発法人国立環境研究所コンプライアンス基本方針」（平成 22 年 9月 8 日）に基づく取組を推進し、コンプライアンスの徹底を図る。特に、コン

プライアンス委員会の体制強化、取組状況のフォローアップを着実に行い、業務全般の一層の適正な執行を確保する。 

研究不正・研究費不正使用については、「国立研究開発法人国立環境研究所における研究上の不正行為の防止等に関する規程」（平成 18 年 9月 11 日 平成 18

規程第 22 号）及び「国立研究開発法人国立環境研究所における会計業務に係る不正防止に関する規程」（平成 19 年 9 月 12 日 平成 19 規程第 17 号）等に基づ

き、管理責任の明確化、教育研修など事前に防止する取組を推進するとともに、万一不正行為が認定された場合は厳正な対応を図る。 
 

（３）ＰＤＣＡサイクルの徹底 

業務の実施にあたっては、組織横断的な研究プロジェクトを含め、年度計画に基づき各階層における進行管理や評価、フォローアップ等を適切に実施し、Ｐ

ＤＣＡサイクルを徹底する。研究業務については、妥当性を精査しつつ毎年度研究計画を作成するとともに、外部の専門家・有識者を活用するなどして適切な

評価体制を構築し、評価結果をその後の研究計画にフィードバックする。 
 

（４）リスク対応のための体制整備 

上記（１）の業務方法書及び基本規程に基づき、業務実施の障害となる要因を事前にリスクとして識別、分析及び評価し、適切な対応を図るための規程やリ

スク管理委員会の設置など体制等を整備する。 
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 年度計画（該当箇所を抜粋して記載） 

 １．内部統制の推進 

（１）内部統制に係る体制の整備・運用 

「独立行政法人の業務の適正を確保するための体制等の整備」について（平成 26 年 11 月 28 日総管査第 322 号。総務省行政管理局長通知）に基づき、業務方

法書に記載した事項の運用を確実に行うとともに、「国立研究開発法人国立環境研究所における業務の適正を確保するための基本規程」（平成 27 年 4月 1日 平成

27 規程第 1号）及び関連規程並びに内部統制推進に関する基本方針に基づき、業務の効率化との両立に配慮しつつ、内部統制委員会、モニタリング体制など内部

統制システムの運用を推進する。また、全職員を対象に内部統制に関する研修を実施するなど、職員の教育及び意識向上を積極的に進める。 

 

（２）コンプライアンスの推進 

「国立研究開発法人国立環境研究所コンプライアンス基本方針」（平成22年9月8日）に基づく取組を推進し、コンプライアンス実践の一層の徹底・強化を図

る。このため、基本方針の定めに基づき設置しているコンプライアンス委員会において、コンプライアンスの実践の推進や取組状況のフォローアップを着実に

行い、業務全般の一層の適正な執行を確保する。具体的には、コンプライアンス研修にe-learningを導入するなど、更に効果的な研修の実施に努める。  

研究不正・研究費不正使用については、「国立研究開発法人国立環境研究所における研究上の不正行為の防止等に関する規程」（平成 18 年 9月 11 日 平成 18

規程第 22 号）及び「国立研究開発法人国立環境研究所における会計業務に係る不正防止に関する規程」（平成 19 年 9 月 12 日 平成 19 規程第 17 号）等に基づ

き、管理責任の明確化、教育研修など事前に防止する取組を推進するとともに、万一不正行為が認定された場合は厳正な対応を図る。 

 

（３）PDCA サイクルの徹底 

業務の実施にあたっては、組織横断的な研究プロジェクトを含め、年度計画に基づき各階層における進行管理や評価、フォローアップ等を適切に実施し、ＰＤ

ＣＡサイクルを徹底する。研究業務については、妥当性を精査しつつ毎年度研究計画を作成するとともに、外部の専門家・有識者を活用するなどして適切な評価

体制を構築し、評価結果をその後の研究計画等にフィードバックする。具体的には、内部研究評価委員会の他、各研究分野の専門家からなる外部研究評価委員会

を設置し、課題解決型研究プログラム、災害環境研究プログラム、環境研究の基盤整備、及び研究事業とその連携を中心に年度評価を実施し、中長期計画期間を

通して成果の最大化に資することを念頭に置き、その後の年度計画や研究活動に評価結果を反映させる。また、外部研究評価の結果に対する対応を公表する。さ

らに、国外の有識者から助言を受けるため国際アドバイザリーボードを設置し、課題解決型研究プログラム等に係る分科会を開催して、得られた助言をその後の

年度計画や研究活動に反映させる。 

 

（４）リスク対応のための体制整備 

リスク管理基本方針及び関係規程等に基づきリスク管理委員会を開催するなど、国環研が抱える多様なリスクを的確に把握し、リスクの発生の防止、発生の可

能性の低減、発生した場合の被害の最小化、早期復旧及び再発防止に努める。 
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 評価の視点、指標等 業務実績 自己評価 

 （１）内部統制に係る体制の整備 

○内部統制システムは適切に整

備・運用されているか 

【主な指標】 

・内部統制委員会の設置等内部統

制システムの整備・運用状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

・内部統制に関する研修等の実施

状況（受講率） 等 

 

＜主要な業務実績＞ 

○「国立研究開発法人国立環境研究所内部統制推進規程」（平成 28 年 4 月 1日 規

程第 1号）に基づく「法令等の違反事案及び重大なリスクの発生時における対

応方針マニュアル」（平成 29 年 4 月１日策定）を改正するとともに、内部統制

委員会や内部統制に資するリスク管理委員会等を開催するほか、内部監査、監

事による監査、会計検査院等による外部の検査など、内部統制が有効に機能し

ていることを継続的に評価するプロセスに適切に対応した。 

○国環研のミッション、課題等を所内各層で共有するとともに、それらの対応を

検討する体制として、理事会に加えて、理事長をトップとした幹部会、運営戦

略会議等を定期的（原則毎月）に開催した。このほか、理事長のマネジメント

を支援する体制として、理事長、理事及び管理部門の長等による定例会議を開

催し、理事長のリーダシップの下、その時々の課題やリスク等について、対応

の方向性を検討した。 

 

○全職員を対象に内部統制に関する研修を実施するなど、職員の教育及び意識向

上を積極的に進めた。 

 

 

 

 

○国環研の業務の有効性、効率性、適正性やガバナンスを確保するために監事

監査及び内部監査を計画的に実施し、円滑な業務執行の確保を図った。 

 

 

〈関連する資料編〉 

（資料 45）内部統制の推進に関する組織体制 

 

 

 

○国立研究開発法人国立環境研究所内部統

制推進規程に基づく「国立研究開発法人

国立環境研究所法律等の違反事案及び重

大なリスクの発生時における対応方針マ

ニュアル」を改正するとともに、内部統

制委員会をはじめとした委員会を開催す

るほか、監査等に適切に対応などして、

国環研における内部統制システムを適切

に整備・運用した。 

 

 

 

 

○「国立研究開発法人国立環境研究所内部

統制推進規程」に基づき、全職員を対象

に内部統制に関する研修を実施し、職員

に対して内部統制についての理解を深

め、意識の向上を図った。 

 

○平成 30 事業年度の監査結果について

は、重大な法令違反等の事実は認められ

ず、円滑な業務執行が行われたものと考

える。 
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 評価の視点、指標等 業務実績 自己評価 
（２）コンプライアンスの推進 

○コンプライアンスは確実に実施

されているか 

【主な指標】 

・コンプライアンス委員会の取組

状況 

・研究不正・研究費不正使用防止

のための取組状況（研修受講

率） 等  

 

 

＜主要な業務実績＞ 

○外部有識者を含む委員で構成するコンプライアンス委員会において、各種法

令等の手続きが適正に行われているか確認した。また、コンプライアンスの

確実な実践に資するため、研究業務等の遂行上関係する法令等に基づく許

可・届出・報告状況を一覧表に整理した上で所内に周知し、適正な履行の徹

底を図るとともに、平成 30 年度より所員を対象としたコンプライアンス研修

に e-learning（テーマは①研究費の不正使用防止に関する研修、②研究活動

における不正行為等への対応等）を導入し受講率を向上させるなど、更に効

果的な研修を実施。なお、受講対象者は、①については職員（273 人）及び契

約職員等（521 人）、その他希望者（38 人）②については研究系職員（195

人）、契約職員等（312 人）、その他希望者（23 人）で、合計 798 人（重複除

く）、うち、受講者は 798 人（受講率 100％）であった（資料 46）。 

 

〈関連する資料編〉 

（資料 46）研修の実施状況（H30） 

 

 

○外部有識者を含む委員で構成するコンプ

ライアンス委員会で各種法令等の手続き

が適正に行われているか確認した。ま

た、コンプライアンスの確実な実践に資

するため、研究業務等の遂行上関係する

法令等に基づく許可・届出・報告状況を

一覧表に整理した上で所内に周知し、適

正な履行の徹底に努めた。 

○平成 30 年度よりコンプライアンス研修

に e-learning を導入し、対象者の受講

100%を達成した。 

（３）PDCA サイクルの徹底 

○PDCA サイクルを徹底し、業務の

進行管理を適切に実施している

か 

【主な指標】 

・階層的な所内会議等を活用した

進行管理や評価、フォローアッ

プ等の実施状況 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

○国環研では役員及び各ユニット長等の参画する研究所の運営に関わる事項を

論じる「幹部会」（平成 30 年度 11 回開催）において、ユニットごとの業務進

捗状況等を報告した。ユニット内ではユニット内会議を開催するなど業務の

進捗状況のモニタリング及び管理を行った。ユニットのモニタリング結果は

毎年度の職務業績評価の実施及び監事による監査等を通じて各ユニットの業

務の進捗管理に活用されている。 

また、業務実績評価における主務大臣指摘事項は各ユニットへ還元し、年

度計画へ反映させるなど対応方針を定め、所内への PDCA サイクルの実施に

活用した。 

 

 

 

○法人全体や所内のユニット単位ごと等、

階層的に業務の進捗管理やフォローアッ

プ等を適切に実施した。 
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 評価の視点、指標等 業務実績 自己評価 
・研究業務に対する研究責任者の

研究内容の調整・進行管理の実

施状況 

 

 

 

 

・研究評価や助言会合の実施状況 

・外部の専門家による研究評価・

助言を受けた対応状況 等 

 

 

 

 

○各ユニットにおける職務業績評価の実施等を通して、室長、ユニット長等研

究責任者が各研究者の研究業務の進行状況、成果の詳細を把握するととも

に、研究内容の調整や指導を実施した。 

また、研究プログラム及び研究事業等については各プログラム総括、代表

がそれぞれの研究内容を総括して進めており、その実施体制については変更

の都度に幹部会で報告した。 

 

○研究評価は「国立研究開発法人国立環境研究所研究評価実施要領」（平成 18

年 4月 1 日制定、平成 29 年 4月 14 日一部改正。以下「評価要領」という。

（資料 5））及び「国の研究開発評価に関する大綱的指針」（平成 24 年 12 月 6

日内閣総理大臣決定。/平成 28 年 12 月 21 日内閣総理大臣決定）を踏まえ、

役員及び各ユニット長等の参画する「研究評価委員会」（平成 30 年度 11 回開

催）において、国環研の研究の評価等を適切に実施した。 

  また所内公募型研究及び研究プログラム、研究事業等を対象とした内部研

究評価を実施して、その結果を国環研内に公表するとともに各人の研究活動

及び研究プログラム等の研究計画にフィードバックすることを求めた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

国立環境研究所の研究評価体制（資料 4） 

 

○研究業務に対する室長、ユニット長ある

いはプログラム総括、代表による研究内

容の調整・進行管理を適切に実施した。 

 

 

 

 

○内部研究評価を適切に実施し、その結果

を活用して，研究の質の向上を促進し

た。 
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 評価の視点、指標等 業務実績 自己評価 
○評価要領に基づき、外部専門家を評価者とする外部研究評価委員会（資料

6）を平成 30 年 12 月 14 日に開催して、研究プログラム等、基盤的調査・研

究、環境研究の基盤整備、研究事業に関して平成 30 年度の年度評価を受け

た。 

また、平成 30 年 8 月 28 日から 3日間の日程で国際アドバイザリーボード

分科会を開催し、世界各国で活躍している 3名の学識経験者から、災害環境

研究プログラムについて研究成果と今後の方向性についての助言を頂いた。

なお、令和元年度では子どもの健康と環境に関する全国調査（エコチル調

査）を対象として分科会の開催を予定している。 

 

〈関連する資料編〉 

（資料 4）国立環境研究所の研究評価体制について 

（資料 5）国立環境研究所研究評価実施要領 

（資料 6）国立環境研究所外部研究評価委員会委員 

 

○外部研究評価の結果については、内部の

研究評価委員会等において検討を行い、

国環研の考え方をとりまとめ，公表する

とともに、平成 31 年度の年度計画・研

究計画に反映させた。 

また、海外学識有識者から、国際的な

協力関係や今後研究展開などへの助言を

受けた。 

 

 

（４）リスク対応のための体制整備 

○業務実施の障害となる要因の把

握と対応体制等の整備は適切に

実施されているか 

【主な指標】 

・リスク管理体制の整備・運用状

況 等 

 

＜主要な業務実績＞ 

○「国立研究開発法人国立環境研究所リスク管理規程」（平成 28 年 4 月 1日 平

28 規程第 2号）に基づき研究所のリスクを適時的確に把握するとともに、リ

スク管理委員会を開催し、「法令等の違反事案及び重大なリスクの発生時にお

ける対応方針マニュアル」（平成 29 年 4月１日）に規定する「国立環境研究

所の重大なリスク一覧」の見直しを行い、国内外での野外研究活動等におけ

るリスクについて、リスク顕在化防止等の対応等を所内に周知した。 

 

○国立研究開発法人国立環境研究所リスク

管理規程に基づき、「国立環境研究所に

おける重大なリスク一覧」の見直しを行

うなど、国環研におけるリスクに対する

整備・運用を適切に進めた。 
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 項目別評定（自己評価） Ｂ 
 内部統制の推進、コンプライアンスの推進、リスクの管理等についてはそれぞれの委員会等において、ＰＤＣＡサイクルを徹底した。また、これらの会議資料や

議事録について職員等に周知した。さらに、全職員等を対象に関連する研修を実施し、職員等の理解を深め、意識向上を図った。 

 主務大臣による評価 

 評定 Ｂ 

 ＜評定に至った理由＞ 
① 内部統制の推進 

  ・「国立研究開発法人国立環境研究所法律等の違反事案及び重大なリスクの発生時における対応方針マニュアル」（平成 29 年 4 月 1 日策定）の改正、内部統制

委員会等の開催、監査等への対応などを通じ、内部統制システムを適切に整備・運用。 
  ・全職員を対象に内部統制に関する研修を開催し、職員教育を着実に実施。 
 
 ② コンプライアンスの推進 
  ・外部有識者を含むコンプライアンス委員会で、各種法手続が適正に行われているかの確認を実施。 
  ・研究費の不正利用防止等をテーマとしたコンプライアンス研修を e-learning を導入して実施し、対象者の受講率 100％を達成。 
  
 ③ PDCA サイクルの推進 
  ・「幹部会」においてユニットごとの業務進捗状況等を報告し、ユニット内では業務の進捗状況のモニタリング及び管理を行う等など、階層的に業務の進捗管

理やフォローアップを実施。 
  ・各ユニットにおける職務業績評価の実施等を通じて、室長、ユニット長等研究責任者やプログラム総括、代表による、研究内容の調整・進行管理を適切に

実施。 
  ・内部研究評価及び外部研究評価ともに、評価結果を公表するとともに、各人の研究活動や研究計画、年度計画に反映。 
 
 ④ リスク対応のためのコンプライアンスの推進 
  ・「国立環境研究所における重大なリスク一覧」の見直しを行うなど、国環研におけるリスクに対する整備・運用を適切に推進。 
 

 
４．その他参考情報 

＜審議会の意見等＞ 
 ・内部統制に関する整備・運用、コンプライアンスの推進、業務の実施にあたって PDCA サイクルを徹底しており、また、リスク対応のための整備についても適切

に実施している。 
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項目別調書 No.12 人事の最適化 

 

 

 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

項目別調書 No.１２ 人事の最適化 

当該項目の重要度、難易度 （重要度及び難易度は未設定のため記載しない） 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 参考値等 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 （参考情報） 

客員研究員の委嘱・招聘人数 － 231 222 219 232   参考値は前中期平均値 

共同研究員の受入人数 － 77 65 73 78   同上 

研究生の受入人数 － 66 55 49 42   同上 

管理部門における高度技能専門職の人数 － 18 23 25 26   同上 

若手研究者の採用者数 － 14 7 6 8   同上 

女性研究者の採用者数 － 5 4 0 9   同上 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 
 中長期目標 

 ２．人事の最適化 

（１）優れた人材の確保 

「第 5 期科学技術基本計画」（平成 28 年 1 月 22 日閣議決定）を踏まえ、研究者の円滑な人事交流による研究の活性化を促進し、優れた人材の確保を図るた

め、クロスアポイントメント制度及び年俸制を導入する。 

 

（２）若手研究者等の能力の活用 

「研究開発力強化法に基づく人材活用等に関する方針」（平成 23 年 2 月 3 日国環研決定）等に基づき、若手研究者、女性研究者、外国人研究者及び障害をも

つ研究者の能力活用のための取組を一層推進する。 

また、人的資源の最適配置を行うほか、優れた研究者の登用、既存の人材の活性化・有効活用により人事管理を行い、人材の効率的活用を図る。 

さらに各研究部門において、専門的、技術的能力を維持・承継できる体制を保持する。 

４ 項目別評定調書（第６．その他の業務運営に関する重要事項） 
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（３）管理部門の能力向上 

管理部門の事務処理能力の更なる向上を図るため、研修会や関係するセミナーへの参加を奨励するとともに、高度技能専門員の積極的な活用を図る。 

また、研究者の事務負担の軽減に資するよう、管理部門体制の見直しや、関係マニュアルの改訂等により事務手続きの効率化に努める。 

 

（４）適切な職務業績評価の実施 

職務業績評価については、本人の職務能力の向上や発揮に資するよう、また、国環研の的確な業務遂行に資するよう適宜評価方法の見直しを行う。 

また、必ずしも学術論文の形になりにくい研究事業、環境政策対応等の研究活動の実績を適切に評価する。 

 

 中長期計画 

 ２．人事の最適化 

（１）優れた人材の確保 

「第 5期科学技術基本計画」（平成 28 年 1 月 22 日閣議決定）を踏まえ、研究者の円滑な人事交流による研究の活性化を促進し、優れた人材の確保を図るた

め、クロスアポイントメント制度及び年俸制を導入する。 

 

（２）若手研究者等の能力の活用 

「研究開発力強化法に基づく人材活用等に関する方針」（平成 23 年 2 月 3日）等に基づき、若手研究者、女性研究者、外国人研究者及び障害をもつ研究者の

能力活用のための取組を一層推進する。 

また、人的資源の最適配置を行うほか、優れた研究者の登用、既存の人材の活性化・有効活用により人事管理を行い、人材の効率的活用を図る。 

さらに各研究部門において、専門的、技術的能力を維持・承継できる体制を保持する。 

 

（３）管理部門の能力向上 

管理部門の事務処理能力の更なる向上を図るため、研修会や関係するセミナーへの参加を奨励するとともに、高度技能専門員の積極的な活用を図る。 

また、研究者の事務負担の軽減に資するよう、管理部門体制の見直しや、関係マニュアルの改訂等により事務手続きの効率化に努める。 

 

（４）適切な職務業績評価の実施 

職務業績評価については、本人の職務能力の向上や発揮に資するよう、また、国環研の的確な業務遂行に資するよう適宜評価方法の見直しを行う。 

また、必ずしも学術論文の形になりにくい研究事業、環境政策対応等の研究活動の実績を適切に評価する。 
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 評価の視点、指標等 業務実績 自己評価 

 （１）優れた人材の確保 

○クロスアポイントメント制度や

年俸制の導入への取組が適切に

実施されているか 

＜主要な業務実績＞ 

○「第 5 期科学技術基本計画」（平成 28 年 1月 22 日閣議決定）を踏まえ、研究

者の円滑な人事交流による研究の活性化を促進し、優れた人材の確保を図る

ため、クロスアポイントメント制度及び年俸制を導入し、平成 30 年度は研究

 

○優れた人材の確保を図るため、クロス

アポイントメント制度及び年俸制を活

用し、優秀な人材を確保し、研究者の

 年度計画（該当箇所を抜粋して記載） 

 ２．人事の最適化 

（１）優れた人材の確保 

「第 5期科学技術基本計画」（平成 28 年 1月 22 日閣議決定）を踏まえ、研究者の円滑な人事交流による研究の活性化を促進し、優れた人材の確保を図るため、

クロスアポイントメント制度及び年俸制を活用する。 

また、ホームページで次世代育成支援などの所内の取組を紹介するなど、優秀な人材が集まりやすい環境を整える。 

 

（２）若手研究者等の能力の活用 

「研究開発力強化法に基づく人材活用等に関する方針」（平成 23 年 2 月 3 日）等に基づき、若手研究者、女性研究者、外国人研究者及び障害をもつ研究者の

能力活用のための取組を一層推進する。 

また、人的資源の最適配置を行うほか、優れた研究者の登用、シニア研究員制度の活用、既存の人材の活性化・有効活用により人事管理を行い、人材の効率

的活用を図るとともに、ダイバーシティ推進プロジェクトチームなどの議論を踏まえ、より働きやすい労働環境の整備を図る。  

さらに各研究部門において、専門的、技術的能力を維持・承継できる体制を保持する。 

 

（３）管理部門の能力向上 

管理部門の事務処理能力の更なる向上を図るため、研修会や関係するセミナーへの参加を奨励するとともに、高度技能専門員の積極的な活用を図る。  

また、研究者の事務負担の軽減に資するよう、管理部門体制の見直しや、関係マニュアルの改訂等により事務手続きの効率化に努める。 

 

（４）適切な職務業績評価の実施 

職務業績評価については、本人の職務能力の向上や発揮に資するよう、また、国環研の的確な業務遂行に資するよう適宜評価方法の見直しを行う。  

また、必ずしも学術論文の形になりにくい研究事業、環境政策対応等の研究活動の実績を適切に評価する。 
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 評価の視点、指標等 業務実績 自己評価 

【主な指標】 

・クロスアポイントメント制度の

導入・運用状況 

・年俸制の導入・運用状況 等 

 

系常勤職員 2名にクロスアポイントメント制度を適用した。また、研究所外

に籍を有している者であって、高度で専門的な知識・経験を有し、特に優れ

た研究者として認められ、管理職相当の職として、研究所の目的を達成する

ために必要な特任フェロー1 名に対し、年俸制を適用している。なお、クロス

アポイントメント制度を適用して採用した研究者により、新たな学協会との

連携や研究者ネットワークが構築され、また、年俸制を適用して採用した研

究者により、地球環境研究センター等における当研究所の業務を、持続可能

な地球社会実現のための総合的国際研究プラットフォームである Future 

Earth と一層緊密に連携して行うことができるようになった。 

 

円滑な人事交流による研究の活性化の

促進を着実に進めた。 

引き続き、優れた人材の確保を図る

ため、クロスアポイントメント制度及

び年俸制を活用していくとともに、ホ

ームページで次世代育成支援などの所

内の取組を紹介するなど、優秀な人材

が集まりやすい環境を整えていく。 

○研究実施部門における人材の採

用・活用は適切に実施されてい

るか 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

○研究部門における人材活用 

第 4期中長期計画に基づく研究計画を踏まえ、9つの研究分野を担当する 8 研

究センター等の構成に対応する研究者を配置した。 

 

平成 30 年度末の研究部門の人員構成    （単位：人） 

 
常勤職員 契約職員 合計 

研究系 事務系 研究系 その他  

地球環境研究センター 34 2 36 96 168 

資源循環･廃棄物研究センター 25 2 15 37 79 

環境リスク・健康研究センター 34 4 19 76 133 

地域環境研究センター 28 - 17 38 83 

生物・生態系環境研究センター 31 - 24 54 109 

社会環境システム研究センター 21 3 28 46 98 

環境計測研究センター 18 - 6 36 60 

福島支部 15 5 7 21 48 

合計 206 16 152 404 778 
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 評価の視点、指標等 業務実績 自己評価 

 

【主な指標】 

・研究系常勤職員の採用・活用状

況 

 

 

 

 

 

 

・研究系契約職員の採用・活用 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・客員研究員等、外部の研究者の

活用状況等  

 

 

 

（１）研究系常勤職員の採用・転出の状況（人事交流を除く。） 

平成 30 年度においては、研究系常勤職員 24 人（パーマネント研究員 11 人

（うち任期満了となった任期付研究員を 9 人採用）、任期付研究員 13 人）を新

たに採用した。一方で大学等への転出等は 8人であった。平成 30 年度末の研究

所の常勤職員の人数は 208 人（うち、任期付研究員は 49 人）であった（資料

47）。 

 

 

（２）研究系契約職員の状況 

研究業績等により当該分野において優れた研究者として認められており、国

環研の目的を達成するために必要な者を採用するフェロー制度を平成 23 年度に

創設し、平成 30 年度においても 3 人を新たに採用した。これは、専門的・技術

的能力の維持・継承の観点も含めている。また、国環研を定年退職した者が、

その能力及び経験を活かし研究業務に従事するシニア研究員制度を平成 28 年度

に創設し、平成 30 年度において 2 人を採用した。 

研究系契約職員として、特任フェロー・フェローのほか、高度な研究能力を

有する研究者や独創性に富む若手研究者等を、特別研究員、准特別研究員、リ

サーチアシスタントとして採用し、平成 30 年度末の人員は 157 人（*）であっ

た。 

（*）管理部門に配置している研究系契約職員 5 人を含む。 

 

（３）客員研究員等、外部の研究者の状況 

外部の研究者を連携研究グループ長として委嘱し、所内研究者と連携して研

究を推進する制度を平成 24 年度に創設した。平成 30 年度においては大学及び

研究機関の研究者 6人を連携研究グループ長に委嘱し、研究を推進した。 

また、外部との連携を図るため、国内外の大学、研究機関等の優れた研究者

 

○研究実施部門における人材活用を適切

に実施した。  

 

 

 

 

 

 

 

○人的資源を最適配置し、優秀な研究者

の登用を行ったほか、研究系定年退職

者を積極的に活用した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○連携研究グループ長制度、客員研究員

制度等を活用し、外部研究者との円滑

な交流を推進した。 
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 評価の視点、指標等 業務実績 自己評価 

等に国環研においてもその能力を発揮してもらうため、客員研究員 232 人を委

嘱・招へいした。また、大学等からの受入申請に基づき、共同研究員 78 人、研

究生 42 人を受け入れた。 

 

 

＜関連する資料編＞ 

（資料 21）客員研究員等の受入状況 

（資料 47）職員・契約職員採用実績の状況及び人員の構成 

 

 

（２）若手研究者等の能力の活用 

○所内人材の職場環境整備は適切

に実施されているか 

【主な指標】 

・外国人研究者に係る職場環境整

備の状況 

 

 

 

 

・男女共同参画等に係る職場環境

整備の状況等 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

○外国人研究者が生活する上で生じる様々な問題について相談、解決を図るこ

とができるよう、引き続き企画部国際室に担当スタッフを置くとともに、公

益社団法人科学技術国際交流センターと契約しての生活支援を実施した。ま

た、所内の様々な制度等の周知を図るため、主要な規程類を英訳し、イント

ラにて提供した。なお、生活支援制度については、生活立ち上げを主とする

支援の要請が高いことから、雇用 1 ヶ月前から来日 2年以内の外国人研究者

への支援が中心であるが、2 年以上の外国人研究者であっても緊急時対応は可

能とするとともに、継続的な改善を行っている。 

 

○女性研究者等の研究参画推進も含め、男女共同参画等を図るための職場環境

整備の一環として、平成 23 年度に妊産婦が搾乳や休憩ができる休憩スペース

を開設し、更に利便性を図るため平成 26 年度に新たに 1箇所増設するなど適

正に環境整備したことにより、順調に利用されている。また、平成 24 年度に

開設した一時預り保育室についても、多くの職員等に利用されるなど、高い

稼働率で運用されている。 

  また、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成 27 年法律第

64 号）に基づき策定した一般事業主行動計画により所内に設置した「ダイバ

 

○担当スタッフの継続的な配置、外国人

研究者生活立ち上げ支援制度の実施及

び規程類の英訳提供を通じ、外国人研

究者にかかる職場環境整備を適切に進

めた。 

 

 

 

 

○男女共同参画等を図るための職場環境

整備を引き続き順調に運用した。 

＜課題と対応＞ 

「研究開発力強化法に基づく人材活用

等に関する方針」（平成 23 年 2月 3 日）等

に基づき、若手研究者、女性研究者、外国

人研究者及び障害をもつ研究者の能力活

用のための取組を一層推進する。 
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 評価の視点、指標等 業務実績 自己評価 

ーシティ推進プロジェクトチーム」が実施したけアンケート調査により得ら

れた所員の問題意識等の研究所内へのフィードバック、女性職員による意見

交換会の開催、さらに、諸課題を解決するための具体策について検討し、研

究所で働く全ての人が、年齢・性・人種・国籍・言語・宗教・障がいの有

無・ライフステージ等に関わらず、もてる能力を最大限に発揮できる職場環

境の実現を目指すことを同チームの基本方針とし、ダイバーシティに関する

イントラ相談窓口を開設するとともに、職員の理解を深めるための勉強会を

開催した。 

また、人的資源の最適配置を行うほか、

優れた研究者の登用、シニア研究員制度の

活用、既存の人材の活性化・有効活用によ

り人事管理を行い、人材の効率的活用を図

るとともに、「次世代育成支援対策推進法

に基づく行動計画（第 3期目）」（平成 27 年

4 月 1 日）及び「国立研究開発法人 国立

環境研究所行動計画」（平成 28 年 3 月 23

日）に基づき、より働きやすい労働環境の

整備に努める。 

○所内人材の研究能力開発は適切

に実施されているか 

【主な指標】 

・人材活用方針に基づく取組の実

施状況 等 

 

 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

○「研究開発力強化法に基づく人材活用等に関する方針（平成 23 年 2月 3日作

成。以下「人材活用方針」という。）」に基づき、研究系常勤職員として、若

手研究者（平成 30 年度末において 37 歳以下の研究者）を 8 人（パーマネン

ト研究員 4人、任期付研究員 4人）採用する等、研究開発力の強化等を図っ

た。 

人材活用方針に基づき、若年者、女性、外国人の一層の能力活用等を図る

ため、以下の取組を進めた。 

・ 若手研究者等の自立と活躍の機会を与えるため、外部競争的資金の応募に

際し適切な指導助言を与えるとともに、所内公募型研究制度を活用して、

新しい発想とアイデアに基づく研究の奨励を図った。 

・ 若手研究員派遣研修実施要領に基づき、海外の研究機関への派遣研修を実

施した。 

 

＜関連する資料編＞ 

（資料 47）職員・契約職員採用実績の状況及び人員の構成 

（資料 48）職員（契約職員を除く）の年齢別構成 

 

○人材活用方針に基づき、研究系常勤職

員において、テニュアトラックを活用

しつつ、研究活動等の基盤の強化を図

った。 

また、フェロー制度や連携研究グル

ープ長制度等により、優れた研究者の

活用に努めた。 
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 評価の視点、指標等 業務実績 自己評価 

（３）管理部門の能力向上 

○管理部門における事務処理能力

の向上等は適切に実施されてい

るか 

【主な指標】 

・研修等の実施状況（受講率） 

・管理部門における高度技能専門

員等の活用状況（人数）等 

＜主要な業務実績＞ 

管理部門における事務処理等に関する知識及び事務管理能力の向上を図る研

修会を企画、実施し、対象となる職員を各種研修に参加させた（受講率

100％）。 

IT の専門家や翻訳能力に優れた者など、高度な技術又は専門的な能力を有す

る高度技能専門員（契約職員）を、企画部に 5人、総務部に 9 人、環境情報部

に 12 人を配置した。 

 また、事務系職員のあり方について、若手事務系職員を中心とした検討チー

ムを編成し、所内アンケートやユニット長からのヒアリングの結果を踏まえつ

つ検討を進め、「事務系職員採用・育成に関する基本方針」としてとりまとめ

た。 

 

 

＜関連する資料編＞ 

（資料 46）研修の実施状況（H30） 

（資料 47）職員・契約職員採用実績の状況及び人員の構成 

○対象となる職員の全員を各種研修に参

加させており、事務処理能力の向上が

図られている。 

高度な技術又は専門的な能力を有す

る専門要員を確保するため、高度技能

専門員制度を有効に活用している。 

  さらに、研究所の組織運営を担い研

究活動等を支える事務系職員のあり方

について、若手事務系職員を中心に基

本方針としてとりまとめた。今後は、

具体的な制度設計等にあたっていく予

定。 

＜課題と対応＞ 

引き続き、研修内容の見直しを図るな

ど、職員の事務処理等に関する知識及び事

務管理能力の向上を図とともに、IT の専門

家や翻訳能力に優れた者など、高度な技術

又は専門的な能力を有する高度技能専門

員（契約職員）の活用を図る。 
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 評価の視点、指標等 業務実績 自己評価 

（４）適切な職務業績評価の実施 

○職務業績評価等能力向上のため

の取組は適切に実施されている

か 

【主な指標】 

・職務業績評価の実施状況 等 

 

 

 

＜主要な業務実績＞ 

【職務業績評価等能力向上のための取組】 

職員の職務活動について、面接を交えた目標設定と業績評価を行い、職務上

の課題に対する指導や助言を行う職務業績評価を実施した。研究系職員の評価

においては、学術面のみならず、環境政策対応を含めた社会貢献状況について

も、評価の対象としている。平成 29 年度職務業績の評価結果については、平成

30 年度の 6月期業績手当及び昇給に反映させた（資料 49）。 

 

＜関連する資料編＞ 

（資料 49）職務業績評価の実施状況 

 

○研究系職員の評価においては、学術面

のみならず、環境政策対応を含めた社

会貢献状況についても、評価の対象と

している点は、研究所の業務に資す

る。 

引き続き、職務業績評価等能力向上の

ための取り組みを適切に実施するよう

努める。 

 

 項目別評定（自己評価） Ｂ 

 テニュアトラックの活用、適切な職務業績評価の実施等により目標を達成していると認められ、順調に計画を遂行している。また、ダイバーシティに関するイン

トラ相談窓口の開設や「事務系職員採用・育成に関する基本方針」の取りまとめ等、職場環境整備や管理部門等の能力向上のための取組を推進した。 

 主務大臣による評価 

 評定 Ｂ 

 ＜評定に至った理由＞ 
① 優れた人材の確保 

  ・研究系常勤職員２名のクロスアポイントメント制度を適用。 
  ・特認フェロー（管理職相当の職）1 名に対し年俸制を適用。 
  ・研究系常勤職員 24 名（パーマネント研究員 11 名、任期付研究員 9 名）を採用。 
  ・平成 28 年度に創設した「シニア研究員制度」により、研究系の国環研定年退職者 2 名を採用。 
 
 ② 若手研究者等の能力の活用 
  ・「ダイバーシティ推進プロジェクトチーム」が実施したアンケート調査で得られた問題意識等の研究所内へのフィードバック、女性職員による意見交換会の

開催、ダイバーシティに関するイントラ相談窓口の開設など、より働きやすい労働環境の整備に着手。 
  ・人材活用方針に基づき、テニュアトラックを活用しつつ、若手研究者を 8 名採用。 
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 ③ 管理部門の能力向上 
  ・事務処理能力向上を図るための研修会の実施、対象職員の各種研修への参加（受講率 100%）。 
  ・若手事務系職員を中心とした検討チームを編成し、「事務系職員採用・育成に関する基本方針」をとりまとめた。 
 
 ④ 適切な職務業績評価の実施 
  ・面接を交えた目標設定と業績評価を行い、職務上の課題に対する指導や助言を行う職務業績評価を実施。研究系職員は、環境政策対応を含めた社会貢献状 

況も評価の対象。 
 

 

４．その他参考情報 

＜審議会の意見等＞ 
・クロスアポイントメント、年俸制、シニア研究員制度の導入、若手や女性研究者等への配慮、社会貢献も含めた職務業績評価制等様々な角度から適正に取り組ま

れていると評価できる。 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 

 ３．情報セキュリティ対策等の推進 
（１）情報セキュリティ対策の推進 

「サイバーセキュリティ戦略」（平成 27 年 9 月 4 日閣議決定）を踏まえ、情報セキュリティーポリシー及び実施手順書等に従い、情報セキュリティ対策を

適切に進めるとともに、研修を確実に実施し、自己点検等の結果を踏まえ運用の見直しを行う。 
 
（２）個人情報等の管理体制の整備 

個人番号及び特定個人情報含む保有個人情報等については、関係規程等に基づき、関係職員の指定や組織体制の整備などを行うことにより、安全で適切な管

理を確保する。 

 中長期計画 

 ３．情報セキュリティ対策等の推進 
（１）情報セキュリティ対策の推進 

「サイバーセキュリティ戦略」（平成 27 年 9 月 4 日閣議決定）を踏まえ、情報セキュリティーポリシー及び実施手順書等に従い、情報セキュリティ対策を適

１．当事務及び事業に関する基本情報 

項目別調書 No.１３ 情報セキュリティ対策の推進 

当該項目の重要度、難易度 （重要度及び難易度は未設定のため記載しない） 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 参考値等 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 （参考情報） 

         

         

         

         

４ 項目別評定調書（第６．その他の業務運営に関する重要事項） 
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切に進めるとともに、研修を確実に実施し、自己点検等の結果を踏まえ運用の見直しを行う。 
  
（２）個人情報等の管理体制の整備 

個人番号及び特定個人情報含む保有個人情報等については、関係規程等に基づき、関係職員の指定や組織体制の整備などを行うことにより、安全で適切な管

理を確保する。 
 年度計画（該当箇所を抜粋して記載） 

 ３．情報セキュリティ対策等の推進 

（１）情報セキュリティ対策の推進 

「サイバーセキュリティ戦略」（平成 27 年 9月 4日閣議決定）を踏まえ、情報セキュリティーポリシー及び実施手順書等に従い、情報セキュリティ対策を適切

に進めるとともに、研修を確実に実施し、自己点検等の結果を踏まえ運用の見直しを行う。また、毎年度策定する「情報セキュリティ対策推進計画」に基づき、

情報システムに関する技術的な対策の推進を図る。 

 

（２）個人情報等の管理 

個人番号及び特定個人情報含む保有個人情報等については、関係規程等に基づき、当該情報等を取り扱う職員等及びその役割を指定するとともに、個人情報保

護研修や管理状況の点検の実施などを行うことにより、安全で適切な管理を確保する。 

 

 

 評価の視点、指標等 業務実績 自己評価 

 （１）情報セキュリティ対策の推進 

○情報セキュリティ対策は適切

に実施されているのか 

 

 

 

【主な指標】 

・情報セキュリティ研修、自己

点検の実施状況 等 

 

 国立研究開発法人国立環境研究所情報セキュリティポリシー（資料 50）に基づ

き、情報セキュリティ対策を総合的に推進するための計画を毎年度策定し、これ

に基づく教育、自己点検、脆弱性診断、情報セキュリティ監査を実施するととも

に、監査の指摘事項等への対応等、PDCA による情報セキュリティ対策を以下のと

おり実施した。 

 

＜主要な業務実績＞ 

○情報セキュリティ対策を適切に実施し、より浸透させるため、情報セキュリテ

ィポリシー及び実施手順書等に基づく情報セキュリティ教育として、国環研メ

ールアドレスを利用する全所員（客員研究員、共同研究員、常駐業者等を含

 

 

 

 

 

 

 

○情報セキュリティ教育として、全所員を

対象に情報セキュリティ研修を実施し、

受講率 100％を達成した。 
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 評価の視点、指標等 業務実績 自己評価 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

む）を対象に、e-learning による「情報セキュリティ研修」を実施し、受講

率は 100％を達成した。 

所内サーバ上に構築した e-learning は、通年利用が可能であるため、新規

採用者に対して配属直後に研修を受講するよう促すなど、網羅的な教育とし

た。研修は、役職に応じて 2 種類の日本語コースを設けるとともに、外国人研

究者及びスタッフ向けに英語コースも設定した。 

また、各所員がそれぞれの立場に応じて、実施すべき情報セキュリティ対策

を実際に実施しているかどうかを確認するため、「情報セキュリティ対策の自

己点検」を実施し、実施率は 100％を達成した。情報セキュリティ研修と同様

に、日本語版だけでなく外国人研究者及びスタッフ向けの英語版でも実施して

おり、情報セキュリティ対策の重要性が全所員により一層浸透するよう努め

た。 

さらに、平成 30 年度には、情報セキュリティに関する理解を深めることを

目的に、最高情報セキュリティアドバイザー（CISO 補佐）による「情報セキュ

リティ講話」を初めて開催した。 

 

○情報セキュリティインシデントとしては、平成 30 年 6月に、ニュースレター

をメール送信する際に、メールの宛先を「Bcc 欄」に入力するべきところ、誤

って「To 欄」に入力して送信する事案が発生した。宛先の当該メールアドレス

は公用共有アドレスや公用個人アドレスであったが、手順書に基づき監督省庁

へ速やかに報告するとともに、再発防止策を図った。 

情報セキュリティインシデント発生時の対処方法を習得するため、CSIRT 要

員を対象として、実際のインシデント発生を想定した模擬訓練を初めて実施し

たほか、昨年度に引き続き、所外勉強会等に複数回参加し、実践的な対処方法

の知見を集積した。 

その他、従前より、セキュリティログ監視業者からのアラート受信後の一次

対処、二次対処等を実施する業務を外部専門業者に委託しているが、それに加

えて、平成 30 年度より、情報管理室に情報セキュリティ専任の高度技能専門

通年利用が可能な e-learning の導入

により、新規採用者に対して配属直後に

研修を受講するよう促し、網羅的な研修

とした。 

情報セキュリティ対策の自己点検につ

いても、実施率 100％を達成した。ま

た、情報セキュリティ研修、自己点検と

もに、英語版でも実施しており、情報セ

キュリティ対策の重要性が全所員により

一層浸透するよう努めた。 

また、「情報セキュリティ講話」を初

めて開催するなど、情報セキュリティに

関する理解の浸透に努めた。 

 

 

 

○情報セキュリティインシデントの発生に

対し、手順書に基づき適切かつ迅速に対

応し、被害拡大防止に適切に対処した。 

また、CSIRT 要員を対象として、実際

のインシデント発生を想定した模擬訓練

を実施するなど、情報セキュリティイン

シデント発生時における具体的な対処手

順の習得を行った。 

  前年度に引き続き、ログ監視業者から

のアラート受信後の対応を外部専門業者

に委託するとともに、情報セキュリティ

専任の高度技能専門員を配置するなど、
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 評価の視点、指標等 業務実績 自己評価 

 

 

 

・情報システム脆弱性診断及び

情報セキュリティ監査実施状

況 

 

員を配置したことにより、情報セキュリティ全般に関するユーザサポートや指

導等にもきめ細かく対応するなど、セキュリティ体制の強化を行った。 

 

○人事・給与システムサーバ等の機密性が高い情報を取り扱う重要なサーバや管

理サーバに対する脆弱性診断として、外部専門業者による擬似的な攻撃による

侵入テスト（ペネトレーションテスト）を実施した。 

また、情報セキュリティポリシーに基づき、独立性を有する者（監査室長、

外部専門業者）による情報セキュリティ監査を実施しており、監査で指摘を受

けた項目については適切に対応した。 

さらに、サイバーセキュリティ基本法に基づき、平成 29 年度に実施された

「サイバーセキュリティ戦略本部によるペネトレーションテスト及びマネジメ

ント監査」における指摘項目に対する「改善計画」を策定し、これに基づい

て、上述のインシデントを想定した訓練の実施や情報システム台帳の整備など

の対応を進めている。平成 30 年度の内閣サイバーセキュリティセンター

（NISC）によるフォローアップの際に設けた期限に向け、引き続き対応する予

定である。 

 

 

 

 

  

〇さらなるセキュリティ強化策として、メールシステムの所外利用におけるセキ

ュアブラウザの導入を行い、平成 31 年 2月から本格利用を開始したほか、業

務上利用し所内ネットワークに接続される端末等の管理を徹底するために IT

資産運用管理ソフトウェアを導入した。 

 

 

＜関連する資料編＞ 

セキュリティ体制強化も図った。 

 

 

○サーバに対する脆弱性診断として、外部

専門業者による擬似的な攻撃による侵入

テスト（ペネトレーションテスト）の実

施や、独立性を有する者（監査室長、外

部専門業者）による情報セキュリティ監

査を実施し、ペネトレーションテストや

監査で指摘を受けた項目については適切

に対応した。また、平成 29 年度に実施

されたサイバーセキュリティ戦略本部に

よるペネトレーションテスト及びマネジ

メント監査において指摘を受けた項目に

ついては「改善計画」を策定していた

が、改善計画に基づき、インシデントを

想定した訓練の実施や情報システム台帳

の整備などの対応を進めているなど、全

体として PDCA サイクルが機能してい

る。 

 

〇メールシステムの所外利用におけるセキ

ュアブラウザの導入や、業務上利用する

端末等の管理を徹底するために IT 資産

運用管理ソフトウェアを導入するなど、

セキュリティリスクの軽減に努めてい

る。 
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 評価の視点、指標等 業務実績 自己評価 

（資料 50）国立環境研究所情報セキュリティポリシーの概要 

 

（２）個人情報等の管理体制の整備 

○個人番号及び特定個人情報を

含む保有個人情報等を安全で

適切に管理しているか 

 

 

【主な指標】 

・個人番号及び特定個人情報を

含む保有個人情報等管理の取

組状況 等 

  

 個人情報保護管理について、「行政手続における特定の個人を識別するための

番号の利用等に関する法律(平成 25 年法律第 27 号)」及び「特定個人情報の適正

な取扱いに関するガイドライン(平成 26 年特定個人情報保護委員会)」に従い、

管理体制の構築、安全管理措置など国環研における個人番号の適正な取り扱いを

確保する為、以下のとおり関係諸規程に基づき体制構築を図った。 

 

＜主要な業務実績＞ 

○個人番号及び特定個人情報含む保有個人情報等については、個人情報等保護規

程、個人番号関係事務における特定個人情報等取扱要領等に基づき、個人番号

を取り扱う職員の指定や体制の整備を行うことにより、安全で適切な管理に努

めた。また、保有個人情報等の取扱いについて理解を深め、個人情報及び特定

個人情報等の保護に関する意識の高揚を図ることを目的に、規程に基づき保有

個人情報等の取扱いに従事する職員等に対し保有個人情報等保護研修を実施し

た。平成 30 年度は、研修に e-learning を導入し受講率を向上させるなど、更

に効果的な研修を実施した。なお、受講対象者は 1,124 人（受講率 100％）で

あった。（資料 46） 

 

（関連する資料編） 

（資料 46）研修の実施状況（H30） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○個人番号及び特定個人情報を含む保有個

人情報等の管理、利用について、体制の

整備を進めた。また、平成 30 年度は、e-

learning を導入した研修を実施し、保有

個人情報の取扱いに関する周知を行って

おり、保有個人情報の管理を適切に行っ

た。 
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 項目別評定（自己評価） Ａ 

 情報セキュリティ対策等を適切に実施した。特に、情報セキュリティ対策の一環として実施している情報セキュリティ研修及び自己点検については、e-learning 

によりオンラインで実施するなど、引き続き効率的かつ効果的な実施に努めた。情報セキュリティ研修受講率及び自己点検実施率ともに 100％を達成した。情報

セキュリティインシデントが発生したが、適切かつ迅速に対処し、再発防止を図った。また、本年度から、CSIRT 要員を対象に実際のインシデント発生を想定し

た模擬訓練を初めて実施したほか、情報セキュリティ専任の高度技能専門員を配置するなど、セキュリティ体制の強化にも努めた。さらに、メールシステムの所

外利用におけるセキュアブラウザの導入を行ったほか、業務上利用し所内ネットワークに接続される端末等の管理を徹底するために IT 資産運用管理ソフトウェア

を導入しており、今後もこれらを活用し、情報セキュリティ関連業務を適切に実施していく。 

 主務大臣による評価 

 評定 Ｂ 

 ＜評定に至った理由＞ 

① 情報セキュリティ対策の推進 

  ・全職員を対象に「情報セキュリティ研修」、「情報セキュリティ対策の自己点検」を実施。いずれも受講率は 100％。 

  ・平成 30 年 6 月に情報セキュリティインシデントが発生。発生後は、手順書に基づき監督官庁への速やかな報告など、適切かつ迅速に対処。 

  ・機密性の高い情報を扱う重要なサーバ等に対する脆弱性診断として、外部業者による侵入テスト（ペネトレーションテスト）を実施。   

 

 ② 個人情報等の管理体制の強化 

  ・保有個人情報等を取り扱う職員の指定や体制整備を実施。 

  ・保有個人情報等の取扱いに従事する職員等に対し、保有個人情報等保護研修を実施。 

 

＜今後の課題＞ 

・引き続き情報セキュリティ対策の強化や情報セキュリティ教育の徹底に努めるとともに、情報セキュリティインシデントの発生防止及び発生時の適切かつ迅

速な対応により被害の拡大防止に努められたい。 

 

 

４．その他参考情報 

＜審議会の意見等＞ 
・100％受講率でのセキュリティ研修・自己点検、外部からの侵入テストの実施、個人情報管理体制の強化等、引き続き着実にセキュリティ対策を推進していると評

価できる。ただ、他機関でも同様の取り組みが行われていることを考えるとＢ評価でもやむなしか。 
・全般的に適切かつ着実に業務を行っていると考えられる。評価をＡとするためには、研修達成率や自己点検実施率 100%等だけでは弱く、その結果どのような

（これまでに実現できなかった）効果となったのかの説明が必要と考えられる。 

- 167 -



項目別調書 No.14 施設・設備の整備及び管理運用 

 

 

 

３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 

 ４．施設・設備の整備及び管理運用 
良好な研究環境を維持・向上するため、施設及び設備の老朽化対策をはじめ、業務の実施に必要な施設及び設備の計画的な整備・改修・保守管理に努める。 
また、研究体制の規模や研究内容に見合った研究施設のスペースの再配分を進めることなどにより、研究施設の効率的な利用の一層の推進を図る。 

 中長期計画 

 ４．施設・設備の整備及び管理運用 
（１）良好な研究環境を維持するため、施設及び設備の老朽化対策を含め、業務の実施に必要な施設及び設備の計画的な整備に努める。 
（２）研究体制の規模や研究内容に見合った研究施設のスペースの再配分方法を見直すなどにより、研究施設の効率的な利用の一層の推進を図る。 

 年度計画（該当箇所を抜粋して記載） 

 ４．施設・設備の整備及び管理運用 

（１）良好な研究環境を維持するため、中央監視設備及び老朽配管の更新など、施設及び設備の老朽化対策を含め、業務の実施に必要な施設及び設備の計画的な整

備に努める。  

１．当事務及び事業に関する基本情報 

項目別調書 No.１４ 施設・設備の整備及び管理運用 

当該項目の重要度、難易度 （重要度及び難易度は未設定のため記載しない） 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 参考値等 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 （参考情報） 

         

         

         

         

４ 項目別評定調書（第６．その他の業務運営に関する重要事項） 
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（２）施設・設備の老朽化対策と省エネルギー化を戦略的・段階的に進めるため、つくば本構の施設整備に関するマスタープランを策定する。 

（３）研究体制の規模や研究内容に見合った研究施設のスペースの再配分方法を見直すなどにより、研究施設の効率的な利用の一層の推進を図る。 

 

 評価の視点、指標等 業務実績 自己評価 

 ○施設・設備の整備及び維持管理

は適切に実施されているのか 

【主な指標】 

・施設・設備の維持管理の状況 

・施設・設備に関する計画的な整

備・改修・保守管理状況 

・中長期計画の施設・設備に関す

る計画とおりに進捗しているか 

等 

 

＜主要な業務実績＞ 

○所内各施設の日常的な運転・監視・保守・点検等を行うとともに、経年劣化等

により故障した各所設備類の修繕等を適切に実施した。 

 

○中長期計画の施設・設備に関する計画に基づき、国の施設整備費補助金を得

て、計画的に施設・設備の整備等を進め、平成 30 年度は中央監視設備（電気

設備）更新その他工事、奥日光観測棟・管理棟解体工事、複数箇所の老朽配管

更新工事に着手・実施した。しかし、老朽配管更新工事の一部については、設

計業務の入札不調並びに工事入札不調が続いたことで、実施できなかった工事

があった。   

また、施設・設備の老朽化対策と併せ、環境創造型キャンパスとして尊重

すべき低炭素性、共創性、生態系との親和性の３つを理念とし、国環研の施

設を約 30 年かけて更新するつくば本構キャンパスマスタープランを、平成 30

年度に策定した。2050 年の CO2排出削減目標（2013 年比）を 80％以上とする

とともに、研究を中断させずに、新築、移転、解体を行うローリングを行う

ことを前提とし、高層型、中層型、低層型の 3案を作成した。キャンパスを

東エリア、西エリアにゾーニングし、東西のエリアを有機的につなぐ空間を

「トオリニワ」と名付け、エリア間の研究交流の促進を通じ研究成果の最大

化を図る。 

 

 

＜関連する資料編＞ 

（資料 51）完了した主要工事等 

（資料 52）施設等の整備に関する計画（平成 28 年度～令和 2 年度） 

 

○関連予算を活用し、施設・設備の維持管

理を適切に行った。 

 

○研究施設の保守管理については、一部、

入札不調の影響を受け実施できなかった

が、老朽化した施設の改修等を行うとと

もに、中央監視設備（電気設備）更新工

事等を計画的に進めたところであり、今

後も必要な措置を講じていく。 

○昭和 49 年に国立公害研究所として発足

以来、順次施設を増築してきたところで

あるが、当初に建築された施設について

は 45 年が経過し、既に法定耐用年数を

超過している施設もあることから、中長

期計画に基づき、老朽化対策を実施し

た。 

○高い CO2排出削減目標を掲げ、研究を中

断させずに、さらに研究成果の最大化を

図るマスタープランを策定したことは、

他の研究機関の施設の更新においても参

考になりうるもので意義は高い。今後

は、その実現方策の検討が必要である。 
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 評価の視点、指標等 業務実績 自己評価 

○研究施設の効率的な利用の推進

等は適切に実施されているか 

【主な指標】 

・スペースの効率的な利用に向け

た取組状況 等  

＜主要な業務実績＞ 

○スペース課金制度実施規程に基づき、各ユニット長が業務方針・計画に照らし

て真に必要なスペースの規模、利用頻度の少ない機器・物件の整理・効率化の

可能性を毎年度検討し、不要スペースを返還することとしており、平成 30 年

度は 113 ㎡の空きスペースについて再配分を決定する等、スペースの効率的な

利用を図った（資料 53）。 

 

＜関連する資料編＞ 

（資料 53）スペース課金制度の概要と実施状況 

 

 

○スペースの効率的な利用を着実に推進し

た。 

 

 

 

 

 項目別評定 Ａ 

 施設及び設備の老朽化対策を行うとともに、スペース課金制度を活用し空きスペースの再配分を行う等、良好な研究環境の維持等を推進した。また、国環研の施

設を約 30 年かけて更新し集約化等を図ることにより、CO2排出を大幅削減し、研究成果の最大化を図るつくば本構キャンパスマスタープランを策定した。 

 主務大臣による評価 

 評定 Ｂ 

 ＜評定に至った理由＞ 
 ① 施設・設備の整備及び維持管理は適切に実施されているのか 
  ・発足当初に建設された施設は 45 年が経過しており老朽化が著しいことから、今後、約 30 年をかけて施設の更新を行う「つくば本講キャンパスマスタープ

ラン」を策定。  
  ・2050 年の CO2 排出量を 2013 年比 80％以上削減する高い CO2 排出削減目標を掲げるとともに、研究を中断させず、さらには所内の研究交流を促進させる

ことなどによって研究成果の最大化を図るものとなっており、他の研究機関等においても参考となり得ることから、策定した意義は高い。 
  ・研究施設の保守管理では、老朽化施設の改修等を実施。しかし、工事費高騰等の影響を受け入札不調が連続したことにより一部計画していた工事が行え

ず、補助事業（施設整備費補助金）を廃止せざる得ない事態となった。 
 
 ② 研究施設の効率的な利用の推進等は適切に実施されているか 
  ・スペース課金制度によりスペースの再配分（113 ㎡）を実施し、効率的な利用を促進。 
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＜今後の課題＞ 

・発足当初に建設された施設は 45 年が経過しており、老朽化が著しい施設もあることから、研究の進捗等に配慮しつつも、安全面を最優先に考慮し、施設の更

新・改修を着実に進められたい。 
・入札不調等の手続き上の問題で施設整備が滞ることのないよう、他法人の例等も参考に契約方法のあり方について検討されたい。 

 ・今後、老朽化対策と並行してマスタープランに基づく施設整備も予定されていることから、いずれの事業も着実に実施できる体制を整備されたい。 
 

 

 
 

４．その他参考情報 

＜審議会の意見等＞ 
 ・他の公的機関も人件費、資材の高騰等の影響を受けながら各種の工夫を行っており、不落による整備未了の状況下でＡ評価は難しい。環境省等、外部からの知見

の提供も必要ではないか。 
 ・CO2 排出の大幅削減や研究の中断回避を確保しながら、長期の展望を示したキャンパスマスタープランは、他機関にも大いに参考になるもので、国環研がそのよ

うな指針を提示したことの意義は大きいと考える。この点だけを考えるとＡ評価も妥当か思うが、本項目他案件との兼ね合いによる。ただし、マスタープラン自

体は大いに宣伝もし、また、外部識者の意見等も取り入れてアップデートしてゆくとよいのではないかと思う。 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 

 ５．安全衛生管理の充実 
 メンタルヘルスセミナーの実施やストレスチェック制度の適切な導入などメンタルヘルス対策等を推進し、職員の健康を確保する。 
また、人為的な事故を未然に防止し、災害等が発生した場合にも継続的に研究業務等に取り組むことができるよう、放射線や有機溶剤等に係る作業環境測定な

ど職場における危険防止・健康障害防止措置の徹底、救急救命講習会や労働安全衛生セミナーの開催、火災・地震総合訓練など各種安全・衛生教育訓練の推進な

ど危機管理体制の一層の充実を図る。 

 中長期計画 

 ５．安全衛生管理の充実 
勤務する者の安全と心身の健康の保持増進を確保するとともに、快適な職場環境の形成を促進するため、以下の取組を行う。 

（１）定期健康診断の他特殊な業務に応じた各種健康診断を確実に実施するとともに、保健指導、カウンセリングを随時行う。また、メンタルヘルスセミナーの

実施やストレスチェック制度の適切な導入などメンタルヘルス対策等を推進し、職員の健康を確保する。 
（２）人為的な事故を未然に防止し、災害等が発生した場合にも継続的に研究業務等に取り組むことができるよう、放射線や有機溶剤等に係る作業環境測定など

職場における危険防止・健康障害防止措置の徹底、救急救命講習会や労働安全衛生セミナーの開催、火災・地震総合訓練など各種安全・衛生教育訓練の推進

など危機管理体制の一層の充実を図る。 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

項目別調書 No.１５ 安全衛生管理の充実 

当該項目の重要度、難易度 （重要度及び難易度は未設定のため記載しない） 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 参考値等 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 （参考情報） 

         

         

         

         

４ 項目別評定調書（第６．その他の業務運営に関する重要事項） 
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 年度計画（該当箇所を抜粋して記載） 

 ５．安全衛生管理の充実 
勤務する者の安全と心身の健康の保持増進を確保するとともに、快適な職場環境の形成を促進するため、以下の取組を行う。 

（１）定期健康診断の他、業務の特殊性に応じた各種健康診断を確実に実施するとともに、保健指導、カウンセリングを随時行う。また、メンタルヘルスセミナー

やストレスチェック制度の適切な実施などメンタルヘルス対策を推進し、職員の健康を確保する。  

（２）人為的な事故を未然に防止し、災害等が発生した場合にも継続的に研究業務等に取り組むことができるよう、放射線、有機溶剤等に係る作業環境測定や化学

物質リスクアセスメント制度の適切な実施など職場における危険防止・健康障害防止措置の徹底を図る。また、救急救命講習会や労働安全衛生セミナーの開催、

火災・地震総合訓練など各種安全・衛生教育訓練の推進など危機管理体制の一層の充実を図る。 

 
 評価の視点、指標等 業務実績 自己評価 

 ○健康管理は適切に実施されてい

るのか 
【主な指標】 

・カウンセリングの実施状況 
・保健指導の実施状況 
・健康診断の実施状況（受診率） 
等 

 

＜主要な業務実績＞ 
○所員のメンタルヘルス対策として、専門医療機関における相談や臨床心理

士・保健師による相談を行うことが可能な環境を整備するなど、随時カウン

セリングが受けやすい体制としている。また、精神科の産業医により、当該

所員の上司や人事担当者を含めて相談・指導等を実施した。 

また、全所員に対し、ストレスチェックを実施し（受検率は 98.7％）、受検

後の結果通知や高ストレスと評価された者からの申出があった際の面接指導

等も滞りなく実施した。なお、ストレスチェック集団分析の結果は、全国平

均と比べても健康リスクが小さい良い状況にある。集団集計・分析結果を各

ユニット長にフィードバックするとともに、衛生委員会においても周知し

た。 

さらに、職場におけるコミュニケーションの推進のため、臨床心理士による

グループセッション（新規採用者 83 名参加）を実施した。 

 

○労働安全衛生法に基づく定期健康診断、特殊健康診断等を実施した（受診率

100％）。健診結果については産業医の意見を聴き、特にハイリスクと思われ

る者については、産業医と保健師が面談等により個別に保健指導を実施し

た。なお、定期健康診断の有所見率は増加傾向であるが、二次検査が必要な

○労働安全衛生法で定められた健康診断の

ほか、行政による指導勧奨に基づく健康

診断等の実施とともに、同法で努力義務

とされている二次検査の受診勧奨も行っ

ている。また、産業医と保健師による保

健指導も適切に実施した。 

さらに、ストレスチェック制度の受検

率は良好であり、受検後の結果通知及び

高ストレスと評価された者からの申出が

あった際の面接指導等も滞りなく実施し

た。 

また、臨床心理士によるグループセッ

ションの参加者からは好評が得られ、職

場におけるコミュニケーションの発展に

つなげることができた。 

 

  

- 173 -



項目別調書 No.15 安全衛生管理の充実 

 評価の視点、指標等 業務実績 自己評価 
者へは受診勧奨を行い、結果の報告がない者へは再度二次検査を受診するよ

う通知し、健診後のフォローアップを適宜行った。その他、希望者に対し、

歯科健診・胃がん検診を実施した。 
＜関連する資料編＞ 

（資料 54）安全衛生管理の状況 
○作業環境は適切に確保されてい

るか 
【主な指標】 

・労働安全衛生法に基づく作業環

境測定の実施状況 
・作業環境における放射線量の測

定状況 等  

＜主要な業務実績＞ 
○適切な作業環境を確保し所員の健康を保持するため、労働安全衛生法に基づ

き作業環境測定を実施した。 
 
○電離放射線障害防止規則に基づき、放射線管理区域における作業環境測定を

実施した。また、震災放射線研究の実施に伴い、構内の空間放射線量の定期

的な測定、及び研究エリアの作業環境測定を実施した。 

○労働安全衛生法に基づく作業環境測定を

実施し、適切な作業環境の確保に努め

た。また、放射線管理区域の作業環境測

定の実施のほか、震災放射線研究エリア

についても作業環境測定及び空間放射線

量を測定し、所員の安全な環境の確保に

努めた。 
○所内教育は適切に実施されてい

るか 
【主な指標】 

・健康管理に関するセミナーの実

施状況（参加率） 
・実験に伴う事故・災害の発生を

予防する教育訓練等の実施状況

（参加率） 等 
 
 

＜主要な業務実績＞ 
○メンタルヘルス対策として、精神科の医師によるメンタルヘルスセミナー

（当日受講者数：管理職向け 61 名、全所員向け 99 名））を実施した。当日参

加できなかった者に対しては、セミナーの様子を撮影した動画をイントラネ

ットに掲載し、いつでも聴講できるよう配慮した。 

がん予防啓発のためのセミナーは、前年度までは乳がん・子宮がん検診を内

容としていたが、がん検診全般へと内容を拡大して開催し、受講者数が大幅

に増加した（115 名受講）。 

 安全衛生管理に関する関係法令の周知等を図り、実験等に伴う災害の発生を

防止するため、放射線業務従事者教育訓練（受講率 100％）、労働安全衛生セ

ミナー（108 名受講）を実施した。なお、同セミナーについても当日受講でき

なかった者に対して動画をイントラネットに掲載し、いつでも聴講できるよ

うに配慮した。 

また、地震・火災総合訓練を実施し、危機管理体制の充実に努めるととも

に、実践で役立つよう救急救命講習会等も開催した。 

○各種セミナー、教育訓練等を適切に実施

し、職場における事故発生の防止、健康

障害の防止等に努めた。さらに、地震・

火災総合訓練を実施し、危機管理体制の

一層の充実に努めた。 
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 項目別評定（自己評価） Ｂ 

 健康診断の健診結果を踏まえて、産業医と保健師において適切に保健指導を行った。またストレスチェックの受験率は 98.7％と高く、申し出のあった高ストレス

者への面接指導も滞りなく行った。さらに各種セミナー、教育訓練等を適切に実施し、職場における事故発生の防止、健康障害の防止等に努めた。 

 主務大臣による評価 

 評定 Ｂ 

 ＜評定に至った理由＞ 
 ① 健康管理は適切に実施されているのか 
   ・労働安全衛生法で定められた定期健康診断等の実施（受診率 100%）。 
  ・メンタルヘルス対策は、専門医療機関等によるカウンセリング及び臨床心理士による相談等の体制を整備。 
  ・労働安全衛生法に基づき、ストレスチェックを全所員に実施（受検率 98.7％）し、受検後の結果通知や高ストレスと評価された者から申し出があった際の

面接指導等を実施。 
 
 ② 作業環境の確保 
  ・労働安全衛生法に基づき、放射線管理区域の作業環境測定を実施したほか、震災放射線研究エリアについても作業環境測定及び空間放射線量測定を実施。  
 
 ③ 所内教育は適切に実施されているか 
  ・精神科の医師によるメンタルヘルスセミナーを実施（160 人受講）。 
  ・職場における事故発生や健康障害の防止等のため各種セミナー、教育訓練を適切に実施。 
 

 

 
 

４．その他参考情報 

＜審議会の意見等＞ 
 ・メンタルヘルス対策に適切に取り組まれている。受検率 98.7％のストレスチェック実施、その後の面接指導はとくに評価できる。 
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３．中長期目標、中長期計画、年度計画、主な評価軸、業務実績等、年度評価に係る自己評価及び主務大臣による評価 

 中長期目標 

 ６．業務における環境配慮等 
我が国における環境研究の中核的機関として、「環境配慮に関する基本方針」に基づき、省エネルギー、省資源、廃棄物の削減及び適正処理、化学物質の適正管

理に努めるなど自主的な環境管理に積極的に取り組み、自らの業務における環境配慮についてより一層の徹底を図る。 
また、業務における環境配慮の成果を毎年度取りまとめ、環境報告書として公表する。 

 中長期計画 

 ６．業務における環境配慮等 
我が国における環境研究の中核的機関として、「環境配慮に関する基本方針」に基づき、以下の事項など自主的な環境管理に積極的に取り組み、自らの業務にお

ける環境配慮についてより一層の徹底を図る。 
（１）物品及びサービスの購入・使用に当たっては、環境配慮を徹底する。その際、政府の「環境物品等の調達の推進に関する基本方針」に示されている特定調

達物品ごとの判断基準を満足する物品等を 100％調達する。また、できる限り環境への負荷の少ない物品等の調達に努めることとする。 
（２）温室効果ガスについては、研究活動の発展に伴う増加要因を踏まえつつ一層の削減を図ることとする。 
（３）上水使用量については、所内の給水装置を調査し、可能な限り節水機器の導入を図ることで一層の使用量削減を目指す。 

１．当事務及び事業に関する基本情報 

項目別調書 No.１６ 業務における環境配慮等 

当該項目の重要度、難易度 （重要度及び難易度は未設定のため記載しない） 

２．主要な経年データ 

 評価対象となる指標 達成目標 参考値等 平成 28 年度 平成 29 年度 平成 30 年度 令和元年度 令和２年度 （参考情報） 

         

         

         

         

４ 項目別評価調書（第６．その他の業務運営に関する重要事項） 
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（４）廃棄物の適正管理を進めるとともに、廃棄物発生量については、リユースの一層の推進を図るため、徹底した廃棄物の分別に努め一層の廃棄物発生量の削

減を目指す。 
（５）施設整備や維持管理に際しての環境負荷の低減の観点からの取組や、化学物質の適正な使用・管理、通勤に伴う環境負荷低減の取組を奨励する等自主的な

環境配慮の推進に努める。 
（６）構内の緑地等を地域の自然環境の一部と位置付け、職場環境としての機能・快適性・美観とのバランスを取りつつ、生物多様性に配慮した管理を行う。 
（７）業務における環境配慮については、所内に設置されている環境配慮の推進体制の下、職員の協力を得つつ必要な対策を進め、その成果を毎年度取りまとめ

環境報告書として公表する。 
（８）また、国環研では国民の環境保全に対する関心を高め、環境問題に関する科学的理解と研究活動へ理解を増進するため、研究活動・研究成果の積極的な発

信に努めることとしているが、更に国民の環境配慮の取組を増進させるために、国環研の業務における環境配慮の取組・成果についても同様に積極的な発信

に努める。 
 年度計画（該当箇所を抜粋して記載） 

 ６．業務における環境配慮等 

我が国における環境研究の中核的機関として、「環境配慮に関する基本方針」に基づき、以下の事項など自主的な環境管理に積極的に取り組み、自らの業務にお

ける環境配慮についてより一層の徹底を図る。 

（１）物品及びサービスの購入・使用に当たっては、環境配慮を徹底する。その際、政府の「環境物品等の調達の推進に関する基本方針」に示されている特定調達

物品ごとの判断基準を満足する物品等を 100％調達する。また、できる限り環境への負荷の少ない物品等の調達に努めることとする。 

（２）温室効果ガスについては、研究活動の発展に伴う増加要因を踏まえつつ一層の削減を図ることとする。 

（３）上水使用量については、可能な限り節水機器の導入を図ることで一層の使用量削減を目指す。 

（４）廃棄物の適正管理を進めるとともに、廃棄物発生量については、リユースの一層の推進を図るため、徹底した廃棄物の分別に努め一層の廃棄物発生量の削減

を目指す。 

（５）施設整備や維持管理に際しての環境負荷の低減の観点からの取組や、化学物質の適正な使用・管理、通勤に伴う環境負荷低減の取組を奨励する等自主的な環

境配慮の推進に努める。 

（６）構内の緑地等を地域の自然環境の一部と位置付け、職場環境としての機能・快適性・美観とのバランスを取りつつ、生物多様性に配慮した管理を行う。 

（７）業務における環境配慮については、所内に設置されている環境配慮の推進体制の下、職員の協力を得つつ必要な対策を進め、その成果を取りまとめ環境報告

書として公表する。 

（８）また、国環研では国民の環境保全に対する関心を高め、環境問題に関する科学的理解と研究活動へ理解を増進するため、研究活動・研究成果の積極的な発信

に努めることとしているが、更に国民の環境配慮の取組を増進させるために、国環研の業務における環境配慮の取組・成果についても同様に積極的な発信に努

める。  
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 評価の視点、指標等 業務実績 自己評価 

 ○業務における環境配慮の徹底・

環境負荷の低減は適切に実施さ

れているか 

【主な指標】 

・環境配慮の徹底による環境負荷

の低減等の状況（環境報告書の

作成・公表、環境マネジメント

システムの運用状況、環境負荷

の低減状況） 等 

 

国環研が定めた環境配慮憲章（資料 55）に基づき、環境管理委員会及び安全

管理委員会等の所内管理体制を活かして、環境配慮の着実な実施を図った。 

 

＜主要な業務実績＞ 

【グリーン調達の実施】 

 国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（グリーン購入法）に基

づき、国環研として策定した｢環境物品等の調達の推進を図るための方針｣によ

り、環境に配慮した物品及び役務の調達を行った（資料 56）。 

 

【省エネルギー等の取組】 

（１）省エネルギーの計画的推進のため、環境配慮に関する基本方針（資料

57）における「省エネルギーに関する基本方針」に基づき、研究計画との

調整を図りつつ、エネルギー管理のきめ細かな対応等に取り組んだ。ま

た、夏季冷房の室温設定を 28℃程度、冬季暖房の室温設定を 19℃程度に

維持するよう努めた。 

 

（２）平成 30 年度は法的な電力削減義務は課せられなかったが、節電アクショ

ンプランを策定し、夏季のピークカットとともに通年での節電に取り組ん

だ。その結果、夏季の電力消費量は東日本大震災発生前の平成 22 年度に

比べて 83.2％に、また、ピーク電力は 79.8％に抑制することができた。

なお、夏季のみならず冬季においても職員に対し節電の取組について呼び

かけた結果、年間を通した電力消費量は平成 22 年度に比べて 85.7％に抑

制することができた。 

 

（３）平成 30 年度における電気・ガス等使用量から推計される CO2総排出量は

13,553ｔであり、平成 13 年度（20,866ｔ）比（*）で 35.0％の削減となっ

た。なお、環境省が公表している平成 30 年度排出係数（基礎排出係数）

 

 

 

 

○「環境物品等の調達の推進を図るための

方針」に基づき適切に環境負荷の低減に

取り組んだ。 

 

 

○節電アクションプランに基づく夏季の節

電をはじめとした通年での取組により、

光熱水量の削減など省エネルギーに取り

組んだ。ESCO 事業（平成 17 年 7月 1日

～平成 23 年 6月 30 日）の着実な推進に

より、大幅な省エネルギー・CO2排出抑

制を図ってきた。 
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 評価の視点、指標等 業務実績 自己評価 

を用いた場合では 18,487t となり、平成 13 年度比で 11.4％の削減となる

（資料 58）。 

（*）「政府がその事務及び事業に関し温室効果ガスの排出の抑制等のため 

実行すべき措置について定める計画」（平成 19 年 3月 31 日閣議決

定）で定めた基準年度。（以下「政府計画の基準年度」という。） 

 

（４）平成 30 年度における床面積当たりの上水使用量は、1.01 ㎥／㎡であり、

平成 13 年度（2.16 ㎥／㎡）比（*）で 53.2％の削減となった。 

（*）政府計画の基準年度 

 

【廃棄物・リサイクルの取組】 

（１）環境配慮に関する基本方針（資料 57）における「廃棄物・リサイクルに

関する基本方針」に基づき、廃棄物の分別収集を徹底するとともに、広報

活動等による周知・啓発を図り、廃棄物の減量化及びリサイクルに努め

た。また、廃棄物等の発生量を日々計測し、集計整理した（資料 59）。 

 

（２）廃棄物の排出抑制・減量化については、分別の徹底や、会議のペーパー

レス化によるコピー用紙の削減等を着実に実施した。 

 

 

 

 

【化学物質等の適正管理】 

（１）環境配慮に関する基本方針（資料 57）における「化学物質のリスク管理

に関する基本方針」に基づき、イントラネットを用いた化学物質管理シス

テムの運用により薬品の貯蔵・使用の正確な実態を把握した。また、「有

機則・特化則・危険物・高圧ガス・化学物質リスクアセスメントについ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○ホームページや一般公開等の広報活動等

を通じて一般市民に対しても廃棄物の減

量化及びリサイクルを働きかけた。 

処理・処分の対象となる廃棄物の発生量

については引き続き削減に努めたほか、

分別により、循環利用の用途に供される

廃棄物等についても削減を図った。 

また、産業廃棄物について、廃プラスチ

ック、金属くず及びガラスは再生利用を

図り、リサイクル率を高めることにより

環境負荷への軽減に努めた。 

 

○化学物質管理システムを活用した適切な

管理（棚卸等）を行うなど、化学物質管

理を適正に行った。また、「有機則・特

化則・危険物・高圧ガス・化学物質リス

クアセスメントについて」をテーマとす
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て」をテーマとした労働安全衛生セミナーを実施し、効率的な管理や取扱

いに関する教育を実施した。 

 

（２）「特定化学物質の環境への排出量の把握等及び管理の改善の促進に関する

法律」（PRTR 法）に基づき、ダイオキシン類の環境排出量の届出を行うと

ともに、同法に基づく届出対象の基準に達しなかった化学物質について

も、使用状況に関する所内調査により排出・移動量の見積りを自主的に行

った。 

 

【アスベスト対策の実施】 

対策が必要とされた 16 棟のうち、これまでに工事可能な 15 棟のアスベスト

除去を実施した。未実施の 1 棟については、アスベストの飛散状況の測定を年 4

回行った。 

 

【構内の緑地の管理】 

環境配慮に関する基本方針（資料 57）における「生物多様性の保全に関する

基本方針」に基づき策定した、緑地等の保全区域や緑地等の改変を伴う事業を

実施するに際してのルールに基づき、所内関係部署で協議・連携して、生物多

様性に配慮した管理を行った。 

また、一般公開及び所内向けに構内の生物多様性の認知向上を図ることを目

的としたセミナーを開催し、周知・啓発を図った。 

 

【環境配慮の取組状況の公表】 

（１）平成 29 年度に実施した環境配慮の取組について取りまとめるため、「環

境報告書 2018」を作成し、ホームページ等で公表した。また、国環研の一

般公開の際に環境配慮の取組実例とあわせて紹介した。 

 

る労働安全衛生セミナーを実施し、化学

物質等の効果的管理、取扱いに関する教

育を継続的に実施し、関係者の理解が深

まった。 

 

 

 

 

 

○対応可能なアスベスト除去工事を実施す

るとともに、職員の安全対策のための定

期的な濃度調査を行った。 

 

 

○職場環境としての機能・快適性・美観と

のバランスを取りつつ、生物多様性に配

慮した管理を行った。 

 

 

 

 

 

○業務における環境配慮の取組・成果につ

いても積極的な発信を行った。平成 30

年度の環境報告書については、令和元年

7 月に公表予定である。 
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（２）平成 30 年度に実施した環境配慮の取組についても、「環境報告書 2019」

として取りまとめる作業を進めた（令和元年 7月に公表予定）。 

 

【環境マネジメントシステムの運用】 

 環境に配慮した取組の一層の充実を図るため、つくば本構、福島支部及び琵

琶湖分室を対象として環境マネジメントシステムを運用した（資料 61）。さら

に、様々な主体の対話・交流を促進することで海洋プラスチックごみの削減を

目指す「プラスチック・スマート」フォーラムに参画するとともに、職員等の

環境配慮への意識をより一層向上させるため、プラスチックごみの削減等に関

する基本方針を制定した。 

 

 

＜関連する資料編＞ 

（資料 55）国立環境研究所環境配慮憲章 

（資料 56）環境に配慮した物品・役務の調達実績（H30） 

（資料 57）環境配慮に関する基本方針 

（資料 58）所内エネルギー使用量・CO2排出量・上水使用量の状況 

（資料 59）廃棄物等の発生量 

（資料 60）排出・移動された化学物質量 

（資料 61）環境マネジメントシステムの実施概要 

 

 

 

○平成 19 年度に開始した環境マネジメン

トシステムは、平成 30 年度も順調に運

用した。引き続き、その着実な運用に努

めるとともに、より国環研の実態に即し

たシステムとなるよう検討を進めてい

く。 
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 項目別評定（自己評価） Ｂ 

 国環研が独自に定めた環境配慮憲章に基づき、グリーン調達、省エネルギー、リサイクル等の取組や化学物質の管理等を適切に行い、環境マネジメントシステム

についても着実に運用した。これらの取組について、毎年度の環境報告書において公表した。 

 主務大臣による評価 

 評定 Ｂ 

 ＜評定に至った理由＞ 
○業務における環境配慮の徹底・環境負荷の低減は適切に実施されているのか 

  ・「環境報告書」を作成・公表し、業務における環境配慮の取組・成果について積極的に発信。 
  ・環境配慮に関する基本方針における「省エネルギーに関する基本方針」、「廃棄物・リサイクルに関する基本方針」に基づき、電気・ガス・上水の節約、廃

棄物等の発生量削減やリサイクル率向上に努力。 
  ・化学物質等については、化学物質管理システムを活用した適切な管理や、労働安全衛生セミナーを行うことにより職員教育を着実に実施。 
  ・節電アクションプランを策定し、研究業務への影響は抑えつつ、夏期のピークカットとともに通年での節電に取り組んだ結果、平成 22 年度比で夏期の電力

消費量は 83.2％、ピーク電力は 79.8％に抑制し、通年での電力量も 85.7％に抑制。 
 

 

４．その他参考情報 

＜審議会の意見等＞ 
 ・省エネルギー対策、廃棄物・リサイクルの取組み、化学物質等の適正管理など、研究所として優秀事例となる取組みを実施しており、環境マネジメントシステム

を 10 年以上順調に運営している。 
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